


は じ め に

合併により誕生した新しいまち「周南市」
の確立に向けて、このたび、多くの市民の
皆様からいただいたご意見等をもとに、
今後１０年間におけるまちづくりの指針と
なる周南市最初のまちづくり総合計画

「ひと・輝きプラン　周南」を策定いたしました。
この計画では、市民共通の目標として「私たちが輝く元気

発信都市　周南」を目指すべき都市像に掲げています。
私は、「ひとづくり」と「まちづくり」は一体のものと考え

ており、ひと・まちともに輝く周南市をつくりあげたいと思
っています。
今後は県内他市町村に先駆け成し遂げた合併のメリットを

十分に生かし、さらに、豊かな自然や産業の活力、高等教育
機関までそろう教育環境など、本市の特性を発揮しながら、
この計画に掲げる諸施策、諸事業を着実かつ効果的に実施し
ていくことで、目標とする都市像の実現に向け全力で取り組
んでまいります。
また、計画の推進にあたっては、市民と行政のパートナー

シップのもと、協働によるまちづくりを進めていくことが
大切であると考えており、いよいよスタートする“私たちの
まちづくり”へ、市民の皆様のご理解とご協力、そして一層
の参画をお願い申しあげる次第でございます。
結びに、この計画の策定にあたりまして、熱心にご審議、

ご検討をいただきましたまちづくり総合計画審議会委員並び
に各地区地域審議会委員の皆様、市議会議員の皆様をはじめ、
貴重なご意見をいただきました多くの市民の皆様に対し、
心から感謝を申しあげます。

平成１７年（２００５年）３月

周南市長



第１章　計画策定の趣旨及び性格

第２章　計画の名称、目標年度及び構成

………………………………………………

………………………………………

2

4

序　論

第１章　計画策定の背景

１　時代の潮流と周南市の現状

２　市民の意識

３　周南市の課題

第２章　基本理念

１　将来の都市像

２　想定人口

３　土地利用方針

４　まちづくりの基本理念

第３章　まちづくりの目標と施策の大綱

目標１　心豊かに暮らせるまちづくり

目標２　快適に暮らせるまちづくり

目標３　安心して暮らせるまちづくり

目標４　生き生きと活躍できるまちづくり

目標５　ともに活躍できるまちづくり

第４章　ひと・輝きプロジェクト

第５章　行財政課題への対応（計画推進のために）

8

8

15

22

26

26

28

30

32

34

34

38

41

45

50

52

54

基　本

構　想

…………………………………………………………

………………………………………

…………………………………………………………

………………………………………………………

…………………………………………………………………

………………………………………………………

……………………………………………………………

………………………………………………………

……………………………………………

………………………………………

………………………………

…………………………………

………………………………

…………………………

………………………………

………………………………………………

…………………………

目　　　次



第１章　目的、期間及び計画の体系

第２章　各論

第１節　心豊かに暮らせるまちづくり

１．地域連携による青少年の健全育成

２．幼児教育

３．義務教育

４．高等学校教育

５．高等教育機関（大学教育等）

６．生涯学習

７．文化・芸術

８．スポーツ・レクリエーション

９．国際交流

第２節　快適に暮らせるまちづくり

１０．道路

１１．港湾

１２．公共交通

１３．公園・都市緑化

１４．まちの景観

１５．住宅・住環境

１６．市街地の整備

１７．水道事業

１８．下水道

１９．河川・水路

２０．循環型社会

２１．自然環境

２２．地域情報化

……………………………………………

………………………………………………………………………

………………………………………

………………………………

……………………………………………………………

……………………………………………………………

………………………………………………………

……………………………………

……………………………………………………………

…………………………………………………………

……………………………………

……………………………………………………………

…………………………………………

………………………………………………………………

………………………………………………………………

…………………………………………………………

…………………………………………………

………………………………………………………

……………………………………………………

……………………………………………………

…………………………………………………………

……………………………………………………………

………………………………………………………

………………………………………………………

…………………………………………………………

………………………………………………………

58

64

64

64

68

70

74

76

78

81

84

87

90

90

94

97

100

104

107

110

112

115

118

120

126

129

前　期

基　本

計　画



第３節　安心して暮らせるまちづくり

２３．地域福祉（社会福祉）

２４．高齢者福祉

２５．障害者福祉

２６．児童福祉

２７．母子（父子）福祉

２８．社会保障制度

２９．コミュニティ

３０．健康づくり

３１．医療

３２．防犯

３３．交通安全

３４．防災

３５．消防

３６．救急・救助

３７．市民相談

第４節　生き生きと活躍できるまちづくり

３８．中心市街地の活性化

３９．工業・中小企業

４０．農業

４１．林業

４２．水産業

４３．市場

４４．商業

４５．新産業創出・企業誘致

４６．勤労者

４７．観光

………………………………………

…………………………………………

………………………………………………………

………………………………………………………

…………………………………………………………

………………………………………………

……………………………………………………

……………………………………………………

………………………………………………………

………………………………………………………………

………………………………………………………………

…………………………………………………………

………………………………………………………………

………………………………………………………………

………………………………………………………

…………………………………………………………

…………………………………

……………………………………………

…………………………………………………

………………………………………………………………

………………………………………………………………

……………………………………………………………

………………………………………………………………

………………………………………………………………

…………………………………………

……………………………………………………………

………………………………………………………………

132

132

136

142

145

148

150

153

155

157

160

162

165

168

171

173

176

176

178

181

185

189

192

195

198

201

203

前　期

基　本

計　画



第５節　ともに活躍できるまちづくり

４８．市民と行政のパートナーシップの構築

４９．人権

５０．男女共同参画

第３章　行財政課題への対応（計画推進のために）

１．行財政改革

２．情報公開の推進

３．中核都市づくりの推進

４．新市建設計画の推進

………………………………………

………………………

………………………………………………………………

……………………………………………………

……………………………

…………………………………………………………

……………………………………………………

……………………………………………

………………………………………………

206

206

209

211

214

214

218

218

219

前　期

基　本

計　画

策定体制

策定経過

審議会委員名簿

諮問書・答申書

………………………………………………………………………

………………………………………………………………………

………………………………………………………………

………………………………………………………………

222

223

226

229

参　考

資　料



1

序　論 第１章　計画策定の趣旨及び性格

第２章　計画の名称、目標年度及び構成
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我が国の社会経済情勢は、超高齢少子社会の到来、長引く

景気の低迷等の影響による国の財政の悪化、高度情報化の進

展、地球環境問題の顕在化、そして地方分権※の進展など大き

く変動し、新たな変革の時代を迎えています。

こうした中、平成１５年（２００３年）４月２１日、徳山

市、新南陽市、熊毛町、鹿野町の２市２町は、全国的な市町

村合併の流れの中で、県内最初の合併を実現し、人口規模に

おいては山口県第３位、市域の広さでは県第１位＊の面積を有

する新市「周南市」が誕生しました。

もちろん、合併はまちづくりを進めていく上での一つの手

段であって、合併そのものが目的ではありません。

合併により充実された行財政基盤やスケールメリット※を最

大限に生かして、どのようなまちづくりを進めていくかが重

要です。

新しく誕生した「周南市」の市民一人ひとりが、「住んでよ

かった」、「住み続けたい」と真に実感できるまちを創造して

いくためには、ますます高度化・多様化する市民ニーズに対

応しながら、時代に即応した新たな仕組みを構築し、中長期

的な視野に立った計画的かつ安定的な行政運営を推進すると

ともに、市民本位の施策、事業の展開を図る必要があります。

そのため、今後のまちづくりの指針となる本市最初の「ま

ちづくり総合計画」を策定し、目指すべき都市像を全ての市

民の共通認識として、市民一人ひとりが同じ視線に立ってま

ちづくりに取り組むことにより、周南市民にとって緊要な課

題である、新しいまち｢周南市｣の確立を目指すものです。

策定の趣旨

地方分権
それぞれの地方公共
団体が十分な権限と
財源を持ち、自らの
判断と責任に基づい
て自主的、主体的に
行政を推進し、個性
豊かで活力に満ちた
地域社会を創造して
いくこと。

スケールメリット
規模を大きくするこ
とで得られる利益。

＊平成15年（2003年）
4月21日現在［ ］

第１章　計画策定の趣旨及び性格
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第
一
章
　
計
画
策
定
の
趣
旨
及
び
性
格

この計画は、周南市の今後のまちづくりの指針となるもの

で、本市が目指す将来像やこの将来像を実現するためのまち

づくりの目標、施策の大綱などを掲げる、本市におけるまち

づくりの最上位計画です。

そして、今後さまざまな分野、施策において計画等を作成

する場合の基本となるものです。

また、平成１４年（２００２年）に徳山市・新南陽市・熊

毛町・鹿野町合併協議会が策定した新市建設計画を包含する

ものです。

性　　格

序 　 　 論



『ひと・輝きプラン　周南』

私たちは、まちが元気で活力に満ちているためには、市民

一人ひとりが輝いていることが何よりも大切であると考えま

す。市民が主体的に周南市のまちづくりに参画し、市民と行

政が力をあわせて、生き生きとした周南市づくりを実現でき

るように、この計画の名称を「ひと・輝きプラン　周南」と

します。

この計画の目標年度は、平成２６年度（２０１４年度）と

します。

計画の名称

目標年度

4

周南市誕生記念絵画コンクール　中学生の部　最優秀賞
翔北中学校　３年　岡田明日香さん（学年は平成１５年度）

第２章　計画の名称、目標年度及び構成



この計画は、「基本構想」、「基本計画」及び「実施計画」に

より構成します。

１　基本構想

市民と行政がともに進めていくまちづくりの基本理念、方

向性を示すものです。周南市が目指す将来の都市像、まちづ

くりの目標、施策の大綱等を掲げています。

２　基本計画

基本構想で定めたまちづくりの目標等を実現するための施

策展開の指針となるもので、分野ごとに方向性や主要施策等

を示します。

社会経済情勢の変化等に的確に対応するため、基本構想の

計画期間を前期と後期に分けて策定します。

なお、前期基本計画期間の終了までに、施策の評価を行い、

後期基本計画に反映します。

〈計画期間〉１０年

平成１７年度（２００５年度）～平成２６年度（２０１４年度）

構　　成

5

序 　 　 論

第
二
章
　
計
画
の
名
称
、
目
標
年
度
及
び
構
成

〈計画期間〉 ５年

前期　平成１７年度（２００５年度）～平成２１年度（２００９年度）

後期　平成２２年度（２０１０年度）～平成２６年度（２０１４年度）

１　基本構想

２　基本計画



３　実施計画

基本計画に従って、具体的な施策、事業及び財政計画を示

すものです。

進捗状況を踏まえて毎年度見直しを行います。

6

〈計画期間〉３年

基本構想 

前期基本計画 

実施計画 

▲ 
平成17年度 
（2005年度） 

▲ 
平成21年度 
（2009年度） 

▲ 
平成26年度 
（2014年度） 

実施計画 

後期基本計画 

３　実施計画
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基　本　

構　想

第１章　計画策定の背景

第２章　基本理念

第３章　まちづくりの目標と施策の大綱

第４章　ひと・輝きプロジェクト

第５章　行財政課題への対応

（計画推進のために）



超高齢少子社会の到来、高度情報化と国際化の進展、経済

の変容など、我が国を取り巻く時代の潮流は大きく変動して

います。周南市のまちづくりは、こうした時代の潮流を踏ま

えながら進めていくことが重要です。

（１）超高齢少子社会の到来

我が国の総人口は、平成１２年（２０００年）の国勢調査

によると、約１億２,６９３万人で、６５歳以上の人口の占め

る割合は１７．３％であり、平成７年（１９９５年）と比較

すると、２．８％高齢化が進みました。このまま推移すれば

平成２７年（２０１５年）には２６．０％、平成６２年（２

０５０年）には３５．７％と上昇し、３人に１人が６５歳以

上という超高齢社会になります。

一方、子どもの出生数は、昭和４８年（１９７３年）を最

高に減りつづけ、平成１５年（２００３年）の出生率※は１．

２９に低下し、少子化が高齢化率の上昇にさらに拍車をかけ

る結果となっています。

こうした超高齢少子社会の到来により、社会全体の活力の

低下や、年金、福祉、医療などの社会保障制度の維持が困難

となることが懸念されています。加えて、農山村や中山間地

における集落を崩壊させるおそれがあり、ごく少数となった

集落に対する行政サービスの供給がますます大きな問題とな

ることも懸念されます。

本市の高齢化率※も、このままで推移すれば、平成１２年

（２０００年）の１９．６％から平成２７年（２０１５年）に

は３０．４％へと全国平均を超えて推移することが予想され

ます。

１　時代の潮流と周南市の現状

8

出生率
一人の女性が一生の
間に産む平均子ども
数に相当するもの。
（合計特殊出生率）

高齢化率
65歳以上の高齢者
の人口が総人口に占
める割合。

第１章　計画策定の背景
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第
一
章
　
計
画
策
定
の
背
景

（２）高度情報化の進展

インターネット※に代表される情報通信技術（ＩＴ）の進歩

によって、経済活動や国民生活などのあらゆる分野で飛躍的

に情報化が進み、大きな変革をもたらしています。

経済面では、新たな価値を創造する産業を創出し、我が国

経済の活性化に寄与することが期待されています。また、Ｉ

Ｔを活用して小規模オフィスや自宅等で仕事を行うこと（Ｓ

ＯＨＯ）も一般的となりつつあり、こうした形態による若者

や女性の起業が活発化しています。

生活面では、インターネットや携帯電話等の普及によって、

誰もが必要な情報を、必要なときに容易に入手できるように

なり、ライフスタイル※に大きな影響を与えています。このＩ

Ｔによる活発な情報交流によって、日常生活はより豊かで便

利なものとなり、さらには障害者・高齢者等の社会参加が促

進されるなど、安心して生活できる社会の実現が可能となり

つつあります。

一方で、ＩＴを利用する技術や機会を持つ人と持たない人

との情報格差への対応が求められています。

本市においても、民間事業者による情報ネットワーク整備

に加え、平成１３年度（２００１年度）から光ファイバー網

を活用した山口県独自の「やまぐち情報スーパーネットワー

ク」の運用も開始されており、さらに、テレビ視聴における

格差是正とともに高速通信回線網としても活用できるＣＡＴ

Ｖ※を市内全域に整備するよう努めています。

インターネット
世界中のコンピュー
ターネットワークを
結びつける世界規模
のネットワーク。情
報の受発信や検索な
どに利用されている。

ライフスタイル
生活様式。個人や集
団の生き方。

CATV
（Community
Antenna TV）

テレビの有線放送サ
ービス。山間部など、
地上波テレビ放送の
電波が届きにくい地
域でテレビの視聴を
可能にするという目
的で開発された。近
年では多チャンネル
化とともに、自主放
送チャンネルによる
地域情報番組の放送
や高速インターネッ
ト接続サービス等も
行う事業者が増えて
いる。

基 本 構 想
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（３）国際化の進展

さまざまな分野で、人、物、情報の国際的な動きが活発化

しており、海外から我が国を訪れる外国人の数は、平成１５

年（２００３年）で年間５７３万人にも及びます。特に、ア

ジア諸国からの観光客や留学生、就業者の数が増え、地方に

おいても多くの外国人との交流が図られています。

一方、観光をはじめ、仕事や留学、開発途上国への技術協

力、ＮＧＯ※等のボランティア活動などで、年間１,３３０万

人の日本人が出国しており、人々の活動もますますボーダー

レス化※しています。

また、製造業、サービス業において外国人労働者の雇用が

進む一方で、外国人の増加に伴う社会問題も発生してきてい

ます。

こうした中、世界は地球温暖化などの環境問題をはじめ、

地域紛争や後天性免疫不全症候群（ＨＩＶ）、重症急性呼吸器

症候群（ＳＡＲＳ）など、地球規模で取り組まなければなら

ない問題を多く抱えています。

経済大国である日本は、国際社会の一員としての責務を果

たすことが求められており、今後は国際貢献や国際協力への

取り組みが一層重要となっています。

そのためには、国際社会に関心を持つこと、そして外国及

びその国の人々との相互理解が不可欠です。

本市においても、オーストラリアやブラジル、オランダの

都市との姉妹都市提携や中高生等の海外派遣事業、また市民

団体による青少年の派遣・受け入れなどの交流が盛んに行わ

れています。

ＮＧＯ
Ｎon-Governmental
Organizationの略で、
非政府組織のこと。
開発や人権、環境、
平和など地球規模の
問題の解決に非政府
かつ非営利の立場か
ら取り組む民間組織。

ボーダーレス化
国境がなくなりつつ
あること。
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（４）経済の変容

１９９０年代以降の日本経済の低成長における構造問題と

して、資産価格の下落と供給力の過剰、新興工業開発国の台

頭、統制型経済の行き詰まり等が指摘され、現在は構造調整

の過程にあると言われています。

こうした中、経済のグローバル化※に伴い、製造業の海外移

転による国内産業の空洞化が発生する一方で、外資系企業の

国内進出、豊かになったアジア諸国への輸出といった新たな

市場開拓の動きが現れています。

一方、国内においては、知識や情報、サービスに対する需

要がますます高くなる傾向にあり、輸送用機械などの輸出関

連財やＩＴ関連財等に特化した地域と、その他の地域との地

域差が大きくなっています。このことは、雇用面にも表れて

おり、製造業、建設業等の雇用が減少傾向にある一方、サー

ビス業の雇用が拡大しています。

このような経済情勢に対応するため、円滑な産業間の労働

移動を支援することが重要となっており、また、企業におい

ては、生産の効率化や高付加価値化などに加え、顧客満足の

考え方や品質・安全・環境重視の徹底を図ることが社会的責

務となっています。さらに、環境や福祉関連分野等における

新産業の育成、起業家の育成が求められています。

その際、地域においては、地域特有の産業構成や人的資本

の蓄積等を踏まえ、全国一律の政策によるのではなく、構造

改革特区※などの地域独自の発想が求められるようになってい

ます。

本市においても、電力の相互融通を柱とする「環境対応型

コンビナート特区」の認定や、徳山下松港が静脈物流※の拠点

施設として、リサイクルポート※の指定を受けたことなどから、

新たな産業の創出が期待されています。

経済のグローバル化
経済社会が世界的な
規模で拡大していく
こと。

構造改革特区
地方公共団体や民間
事業者等の自発的な
立案により、地域の
特性に応じた規制の
特例を導入する特定
の地域。

静脈物流
廃棄物やリサイクル
に係る物流。これに
対して動脈物流は、
一般の商品や原材料
に係る物流。

リサイクルポート
総合静脈物流拠点港。
広域的なリサイクル
施設の立地に対応し
た、静脈物流ネット
ワークの拠点となる
港湾。

基 本 構 想
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（５）ライフスタイルの多様化

我が国における世帯規模は、縮小傾向にあり、高齢者と子

どもとの同居率が年々減少する一方、単独世帯※が急増してい

ます。

また、家庭内においては、女性の社会進出に合わせて、家

事等の分担の考えにも変化がみられ、若い世代ほど女性が仕

事を持つことに対する理解が進み、男性にも家庭を重視する

意識が見られるようになっています。

地域社会と個人の関係では、伝統的な地域社会の関係に対

する閉塞感が高まるとともに、都市型の生活スタイルの広が

りにより、個人と地域の関わりは希薄化しています。

一方で、個人の社会貢献に対する意識は高く、自由時間の

増加を背景に、個人の自発的参加によって生まれた地域の枠

を超えた新しいタイプの社会貢献活動（ボランティア活動）

は広がりを見せています。

本市においても、約３００の市民活動団体やボランティア

活動を行う市民により、福祉、教育、文化、環境、まちづく

りなど、さまざまな分野で自主的・主体的な活動が展開され

ています。

単独世帯
世帯人員が一人の世
帯。

周南市誕生記念絵画コンクール　中学生の部　入賞作品
岐陽中学校　２年　大沼恵奈さん（学年は平成１５年度）
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（６）環境への意識の高まり

地球温暖化やオゾン層の破壊、酸性雨、海洋汚染、熱帯雨

林の伐採、砂漠化など、環境問題は地球規模で取り組まなけ

ればならない大きな課題となっています。

こうした中、自分たちが住む地域の環境は自分たちで守る

という人々の環境に対する意識が高まっており、身近な環境

問題について取り組みを行うグループや団体の活動も活発と

なっています。

また、家庭ではごみの分別収集が図られるとともに、事業

者においては資源のリサイクルや環境関連分野への事業展開

といった新たな取り組みが活発化しているほか、事業者や行

政による環境管理ＩＳＯ※認証取得の動きも多く見受けられる

など、さまざまな形で循環型社会※の構築に向けた取り組みが

展開されています。

本市においても、平成１６年（２００４年）に市民、事業

者、行政の役割と責務を明確にした「環境基本条例」を制定

するとともに、環境管理ＩＳＯの認証取得など、環境自治体

を目指したシステムづくりを進めています。

環境管理ＩＳＯ
「組織が環境に与える
影響を継続的に改善
していくための仕組
み」について規定し
た国際標準化機構が
定めている国際規格。

循環型社会
社会全体の中で、資
源循環のための多種
多様な知恵、技術、
方法が多重多層に連
携しあったネットワ
ークが構築され、健
全でとぎれのない、
物質循環が行われる
社会のこと。

基 本 構 想

周南市誕生記念絵画コンクール　小学生の部　入賞作品
富田小学校　５年　石田悠真さん（学年は平成１５年度）
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（７）市民参画意識の高まり

「地域のことは、地域で考え、行動し、決定する」、「住民

に身近なことは住民が参画し、その責任において決める」と

いう意識の高まりにより、平成１２年（２０００年）に、こ

れまでの国と地方の関係を見直すことを目的とした地方分権

一括法が施行され、地方分権の時代が本格的にスタートしま

した。

こうした中、国では、「国庫補助負担金の改革」「税源移譲

を含む税源配分の見直し」「地方交付税の見直し」を内容とす

る「三位一体の改革」が進められており、今後はそれぞれの

自治体が豊かな地域社会の創造を目指して、住民本位の施策

を住民参画のもとに、地域の実情に応じて展開していくこと

が一層求められています。

一方、三位一体改革等の一連の施策により、地方に権限や

財源が移譲されつつある中で、地方における一層の行財政改

革の推進が求められています。

そのためには、地方分権の時代にふさわしい新たなシステ

ムの確立が必要となっており、行財政基盤の充実等を図るた

めに、市町村合併へ向けた取り組みが全国的に展開されてい

ます。

本市においても、まちづくりの課題について市民と行政が

一体となって意見を交わす中で解決策を模索するＣＡＡ※の実

施や、審議会委員等の一般公募、まちづくり懇談会の実施等

により、参画の機会の提供に努めています。

ＣＡＡ
市民（Citizen）と行政
（Administration）の連
合（Association）
を意味する。



市民のまちづくりに対する意識や考えなどを広く把握する

ため、平成１５年（２００３年）８月から９月にかけて実施

した「まちづくり市民アンケート」の結果と、７月に広報を

通じて行った「まちづくりについての市民提言」の主な内容

は、次のとおりです。

なお、市民アンケートは無作為に抽出した１８歳以上の６,

５００人を対象として行い、回収率は４０.２％で、２,６１５

件の回答がありました。

また、市民提言については、３４３件の意見が寄せられま

した。

（１）住みやすさ

住みやすさについては、市全体では「住み良い」（29.9％）、

「どちらかといえば住み良い」（54.1％）となっています。

地域別に見ると、徳山地域が「住み良い」（30.8％）、「どち

らかといえば住み良い」（54.0％）、新南陽地域が「住み良い」

（33.6％）、「どちらかといえば住み良い」（52.9％）、熊毛地域

が「住み良い」（17 .5％）、「どちらかといえば住み良い」

（58.7％）、鹿野地域が「住み良い」（30.3％）、「どちらかとい

えば住み良い」（51.3％）となっています。

２　市民の意識

15
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周南市の住みやすさ 

鹿野 

熊毛 

新南陽 

徳山 

全体 

30.8%

33.6%

17.5%

30.3% 51.3% 7.9% 9.2% 1.3%

0.0%

58.7% 11.5% 8.0% 1.5%

2.8%

52.9% 0.3%4.0%5.7%

3.5%

54.0% 6.5% 5.5% 0.6%

2.6%

29.9% 54.1% 6.9% 5.6% 0.7%

2.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

住み良い　　どちらかといえば住み良い　　どちらかといえば住みにくい　　住みにくい　　わからない　　無回答　 

（構成比） 
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（２）周南市の特性・特徴、魅力

本市の特性・特徴、魅力としては、市全体では「自然災害

の少なさ」（57.0％）、「海や山などの自然の豊かさ」（40.0％）

となっています。

地域別に見ると、徳山地域が「自然災害の少なさ」（58.3％）、

「交通基盤の充実」（39.9％）、新南陽地域が「自然災害の少な

さ」（56.0％）、「海や山などの自然の豊かさ」（43.2％）、熊毛

地域が「自然災害の少なさ」（55.6％）、「海や山などの自然の

豊かさ」（55.2％）、鹿野地域が「海や山などの自然の豊かさ」

（63.2％）、「自然災害の少なさ」（48.7％）となっています。

周南市の特性・特徴、魅力（上位５項目、複数回答） 

自然災害の少なさ 

海や山などの自然の豊かさ 

交通基盤の充実 

工業の集積 

住環境の良さ 

全体 
徳山 
新南陽 
熊毛 
鹿野 

全体 
徳山 
新南陽 
熊毛 
鹿野 

全体 
徳山 
新南陽 
熊毛 
鹿野 

全体 
徳山 
新南陽 
熊毛 
鹿野 

全体 
徳山 
新南陽 
熊毛 
鹿野 

24.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

23.7%
23.5%

28.3%
32.9%

27.5%
26.5%

37.8%
21.0%

9.2%

35.2%
39.9%

27.6%
25.5%

28.9%

40.0%
35.7%

43.2%
55.2%

63.2%

57.0%
58.3%

56.0%
55.6%

48.7%

（回答率） 
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（３）今後のまちづくりのイメージ

本市の今後のまちづくりのイメージの選択肢は、「安心・安

全」、「活気・にぎわい」、「活力・元気」、「ゆとり・豊かさ」、

「思いやり・やさしさ」、「改革・変革」、「快適・うるおい」、

「交流・ふれあい」、「美しさ・景観」、「落ち着き・静けさ」、

「参画・協働」でした。

このうち、市全体で多いのは「安心・安全」（49.6％）、「活

気・にぎわい」（46.8％）、「活力・元気」（37.6％）となってい

ます。

地域別に見ると、徳山地域が「活気・にぎわい」（53.7％）、

「安心・安全」（48.3％）、「活力・元気」（38.4％）、新南陽地域

が「安心・安全」（52.0％）、「活気・にぎわい」（39.2％）、「活

力・元気」（35.2％）、熊毛地域が「安心・安全」（55.2％）、

「活力・元気」（38.5％）、「思いやり・やさしさ」（36.7％）、鹿

野地域が「安心・安全」（44.7％）、「思いやり・やさしさ」

（38.2％）、「活力・元気」及び「ゆとり・豊かさ」（ともに

36.8％）となっています。

今後のまちづくりのイメージ（上位5項目、複数回答） 

思いやり・やさしさ 

ゆとり・豊かさ 

活力・元気 

活気・にぎわい 

安心・安全 

0% 20% 40% 60%（回答率） 

全体 
徳山 
新南陽 
熊毛 
鹿野 

全体 
徳山 
新南陽 
熊毛 
鹿野 

全体 
徳山 
新南陽 
熊毛 
鹿野 

全体 
徳山 
新南陽 
熊毛 
鹿野 

全体 
徳山 
新南陽 
熊毛 
鹿野 

29.6%
26.5%

34.3%
36.7%

38.2%

30.3%
28.8%

32.7%
34.3%

36.8%

37.6%
38.4%

35.2%
38.5%

36.8%

46.8%
53.7%

39.2%
25.9%

35.5%

49.6%
48.3%

52.0%
55.2%

44.7%
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自然環境と都市環境が少子高齢化社会に調和したまち
高齢者に優しい交通手段の構築、高齢化社会に対応できる都市

子どもの教育が第一
周南地域で教育（学校生活）を受けさせたいと思われるような環境
（人・物・心）を望みます。

若者が働ける場の創造
若者が希望を持って生きられる街
子どもから大人までが夢を持てる、他の人に自慢の持てるそんな都市

緑と心の豊かな落ち着いた街　これ以上自然を破壊しない。
花いっぱいのまちづくり　市民一人一鉢栽培

安心・安全に住める街
安心して暮らせる豊かなまちづくり

コンビナートの活性化
工場の先端技術が地元教育に融合した街
駅前、商店街の活性化
早く元気な明るい街になってほしい。
特異的な分野に集中した「オンリーワン市を目指すのが一番」

公平感が持てるまちづくり
市民満足度が高い都市づくりを目指したい。
みんなのためにみんなの参加のまちづくり
県勢発展をリードする元気発信都市の創造

福
祉

自
然

安
心
安
全

教
育

若
者

産
業

市
民
参
加

市民提言より要約抜粋

周南市の都市像やこれからのまちづくりの目標

今後のまちづくりにおけるキーワード

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○ハートフル周南
○子どもを大切にする街
○子どもに明るい未来を
○若者の集う街
○人づくり、街づくり
○弱者にやさしいまちづくり
○笑顔で挨拶のびるまち
○明るく美しいまちづくり
○青い山海輝く周南
○世界の模範となる省エネ都市
○安心・安全な周南市

○車社会に対応できるまちづくり
○産業都市の再生
○自主自立の発展
○いきいきわくわく周南市
○元気な周南市
○質実剛健
○投資を惜しむな！
○官から民へ
○周南市は私のふるさとです。
○箱物行政に終わりを告げる。
○おちつき
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（４）今後のまちづくりにおいて重点的に取り組むべき事業、施策

今後のまちづくりにおいて重点的に取り組むべき事業、施

策については、53項目を選択肢としました。そのうち、市全

体で多いのは「都心の拠点性の向上（港を含めた徳山駅周辺

の中心市街地の活性化）」（63 . 7％）、「若者の定住対策」

（46.3％）、「企業誘致（雇用の場の創出・就業の場の確保）」

（39.3％）となっています。

地域別に見ると、徳山地域が「都心の拠点性の向上」

（73.5％）、「若者の定住対策」（45.7％）、「企業誘致」（40.6％）、

新南陽地域が「都心の拠点性の向上」（52.9％）、「若者の定住

対策」（48.2％）、「企業誘致」（38.1％）となっています。また、

熊毛地域が「若者の定住対策」（46.5％）、「バスなどの公共交

通機関の充実」（46.2％）のほか「上下水道の整備」（39.9％）

への要望が多くなっており、鹿野地域が「若者の定住対策」

（52.6％）、「地域特性を生かした拠点施設整備（地域コアプラ

ザの建設）」（46.1％）、「企業誘致」（42.1％）となっています。

今後のまちづくりにおいて重点的に取り組むべき事業、施策（上位５項目、複数回答） 

地域特性を生かした拠点施設整備 

バスなどの公共交通機関の充実 

企業誘致 

若者の定住対策 

都心の拠点性の向上 

0% 20% 40% 60% 80%

（回答率） 

30.4%
28.3%

27.6%
46.2%

36.8%

39.3%
40.6%

38.1%
35.0%

42.1%

46.3%
45.7%

48.2%
46.5%

52.6%

63.7%
73.5%

52.9%
36.7%

35.5%

24.6%
20.2%

30.3%
35.7%

46.1%

全体 
徳山 
新南陽 
熊毛 
鹿野 

全体 
徳山 
新南陽 
熊毛 
鹿野 

全体 
徳山 
新南陽 
熊毛 
鹿野 

全体 
徳山 
新南陽 
熊毛 
鹿野 

全体 
徳山 
新南陽 
熊毛 
鹿野 
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高齢の一人暮らしなので交通面を考えてほしい。
公共施設のバリアフリーや駐車場の整備を重点的に、高齢者に優しい
まちづくり
老人や子どもが安心して歩けるまちなみ
人口減少、高齢化社会及び環境保全に即したコンパクトシティーの実現
老人、母子、父子家庭などの生活環境の改善、待遇の改善

教育問題、児童生徒が安全に学べる環境。レベルの高い教職員の配置、
長いスパンで人材育成ができる環境等
子ども達に、ひとつひとつの小さな物や生き物を大事にするというこ
とを少しずつ教えていき、大人も自覚していかなければいけない。
小中学校での英会話教育の推進

安心して結婚し産み育てる環境づくり
小さい子どもの遊び場があるといい。
地域で子育てをサポートしてほしい。（託児所、学童保育を６年生まで）
保育施設を完備し、子どもを育てやすい環境をつくる。
活性化、若者を中心・重点においたまちづくり

山間部については、失いかけた原風景を確立し癒し空間にする。
循環型まちづくりを実現するため、周南コンビナートの企業が力を合
わせること
自然エネルギー産業やクリーンエネルギー産業に力を入れる。

コンビナートの21世紀型産業への脱皮
旧徳山市商店街を魅力のあるものにする。
企業誘致　オフィス街の構築
周辺の特色を生かす地場産物、地場おこし
徳山駅周辺の商業施設の改善
もっと観光面に力を入れて全国からのお客様に来てもらえるようにし
た方がよい。（温泉地も利用して）

市政への市民参加、情報公開、行政の意識改革
職員全員が公僕としての自覚を持つ。
若者の意見が重視されていない。中学生あたりから意見を取り入れる
べき。

福
祉

教
育

子
育
て
・
若
者

自
然
・
環
境

市民提言より要約抜粋

今後重点的に取り組む必要があると考えられる問題・課題

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

行
政
運
営

産
業
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（５）まとめ

市民の意識は、住みやすさにおいては、概ね満足している

と考えられます。

本市の特徴としては、全体では自然災害の少なさや海、山

などの自然の豊かさをあげる意見が多く、徳山地域において

は交通基盤の充実、新南陽地域では工業の集積もあげられて

います。

今後のまちづくりのイメージとしては、安心・安全が最も

多く、次いで活気・にぎわいとなっており、犯罪のない、そ

して災害に強いまちづくりや中心市街地の活性化を意識した

ものであると思われます。

今後のまちづくりにおいて重点的に取り組むべき事業、施

策としては、都心の拠点性の向上（港を含めた徳山駅周辺の

中心市街地の活性化）、若者の定住対策、企業誘致（雇用の場

の創出・就業の場の確保）をあげる意見が多く、ここでも中

心市街地の活性化が大きな課題となっています。また、若者

の定住対策が大きな課題として認識されており、そのために

は、働く場所の確保が重要であると思われます。

地域別に見ると、熊毛地域ではバスなどの公共交通機関の

充実、上下水道の整備、鹿野地域では地域特性を生かした拠

点施設整備が上位にランクされています。

また、市民提言においては、高齢者福祉をはじめとする福

祉施策の一層の充実や、子どもを取り巻く時代背景などを反

映して、子どもの健全育成、子育てなどに関する意見も多く

寄せられました。



時代の潮流や本市を取り巻く社会経済の諸情勢、市民アン

ケートの結果、まちづくりについての市民提言等を踏まえ、

主な課題を次のように整理します。

（１）拠点性の向上（都市のグレードアップ※）

徳山駅を中心とする中心市街地は、山陽新幹線をはじめと

する鉄道やバスの広域交通の要衝であることなどから、市の

玄関口、顔として期待されています。

こうしたことから、合併先進市である本市の都市のグレー

ドアップを図り、全国に向けて情報を発信していくため、中

心市街地の活性化による拠点性の向上が重要な課題となって

います。

（２）超高齢少子社会への対応

本市の高齢化は急速に進展しており、山口県の平均（２３．

５％）は下回るものの、高齢化率は２１．０％（平成１４年

１０月１日現在）で、全国平均の１８．５％を上回っていま

す。特に、山間部や島しょ部においては、県の平均を大きく

上回るところもあり、超高齢社会に対応していくことが重要

な課題となっています。

そのためには、財政負担を含め、行政単体では解決できな

い問題であることから、市民、ＮＰＯ※と一体となって、地域

で高齢者を支える体制を築くことが重要です。

一方、出生率は年々低下する傾向にあり、山口県では１．

４６となっており、本市でも、徳山地域１．４８、新南陽地

域１．６５、熊毛地域１．２４、鹿野地域１．４１（平成１０

年～平成１４年の平均値）と低い値を示しています。

３　周南市の課題

22

都市のグレードアップ
都市基盤・機能を高
めること。（中心市街
地の活性化、道路交
通網や港湾整備な
ど。）

ＮＰＯ
Ｎon-Profit Organization
の略で、民間非営利
組織のこと。営利を
目的とせず、福祉、
環境、スポーツ、ま
ちづくりなどの分野
で社会貢献活動を行
う民間組織。本市に
おいては、平成１６
年７月末現在、１４
団体が活動している。
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子どもの減少は、地域の活力の低下につながるばかりでな

く、社会全体の保障システムへの影響も懸念されることから、

超高齢社会への対応とともに、少子化問題に取り組んでいく

ことが必要です。

（３）安全で災害に強いまちづくりの推進

市民アンケートにおいて、今後のまちづくりのイメージと

して、「安心・安全」が最も高い値を示しています。

全国的に犯罪が多発、多様化しており、犯罪防止に対する

一人ひとりの意識を高めていく必要があります。特に、青少

年の犯罪が急増しており、地域や関係団体と連携するなど地

域ぐるみの取り組みが求められています。

また、交通安全については、交通事故に占める高齢者の割

合が高い状況にあり、関係機関と連携して交通安全意識の高

揚を図るとともに、すべての市民が安心して通行できる交通

環境づくりが必要です。

一方、地震や台風などの自然災害は比較的少ない状況にあ

りますが、活断層帯の存在や、市街地を中心に建築物が高層

化していることなどから、災害を想定した定期的な防災訓練

などによる常日頃からの防災意識の啓発や、消防、救急等の

施設・資機材の充実及び避難地等の整備、さらに広域的防災

体制の確立とともに、「自分たちの命は自分たちで守る」とい

う基本認識のもと、各地域においての自主的な防災組織の整

備が求められています。
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（４）若者定住対策の推進（定住者の増加方策の推進）

本市は、依然、人口が減少しており、特に若者の流出によ

るまちの活力の低下が懸念されています。

若者が活躍することができる就業の場の確保が大きな課題で

あり、市民提言等においても、多くの意見が寄せられています。

このため、産業振興や企業誘致等に努め、雇用の創出を図

ることが重要です。

また、若者だけでなく、定住者の増大を図るために、快適

な居住空間の創出や、子どもや高齢者、障害者等にやさしい

まちづくりなど、「住んでよかった」、「住み続けたい」と思え

る魅力的なまちづくりが求められています。

（５）高度情報化への対応

パソコン等の情報通信機器が急速に普及し、市民生活に欠

かせないものとなっており、今後も情報化が進展することが

予想されます。

このため、市民生活の利便性をさらに高めるための情報通

信基盤の整備や環境づくりが求められています。

また、行政分野においても、より質の高いサービスの提供

や市民参画の一層の推進を図るため、各種申請手続きの電子

化や行政内部における情報化、あるいはインターネット等を

利用しての行政情報の発信や市民からの意見の受信など、高

度情報化に対応した電子自治体※の構築が課題となっています。

一方、個人情報の保護問題、また、情報通信機器等を利用

している市民と利用していない市民の間に情報格差を生まな

い対策も求められています。

さらに、インターネット等を通じて本市を全国に発信して

いくことが必要です。

電子自治体
ＩＴを活用し、行政
サービス（申請・届
出その他申し込み、
公共施設の空き状況
の確認・予約受付、
各種情報提供等）を
電子的に提供するこ
とにより、住民サー
ビスの向上、行政事
務の効率化及び地域
の活性化を図ること。
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（６）産業の振興（既存産業の振興と新規産業の育成　
及び企業誘致の推進）

これまで本市の産業は、石油化学コンビナートを中心とす

る基礎素材型産業※により大きく発展してきましたが、さらに

飛躍していくためには、この既存産業の振興が不可欠です。

また、山口県随一の規模を誇ってきた徳山駅周辺の商店街

においては、モータリゼーション※の進展に伴う郊外型大型店

舗の進出等の影響により、空き店舗が増加しており、商業の

再生、振興が緊急の課題となっています。

このため、地域の特性を生かした新たな産業の創出や都市

型産業の育成、ベンチャー企業に対する支援等に取り組んで

きましたが、活力ある産業構造の構築を図る上からも、さら

に施策の充実を図っていくことが求められています。

あわせて、企業誘致への積極的な取り組みにより、地域産

業の活性化と雇用の創出を図っていくことが重要です。

（７）循環型社会の構築と自然環境の保全

本市は豊かな自然に恵まれており、この環境を次の世代に

受け継いでいかなければなりません。

そのためには、自然環境の保全と地球環境にやさしいまち

づくりの一層の推進を図っていくことが必要です。

大量生産や大量消費、大量廃棄の社会経済活動を見直し、

市民、事業者、行政などの全ての主体が、環境問題を自らの

こととしてとらえ、地球環境に負荷の少ない循環型社会の構

築に向けて、取り組んでいくことが求められています。 基礎素材型産業
化学、石油・石炭、
鉄鋼、非鉄金属など、
各種産業の基礎素材
となる製品を製造す
る産業。

モータリゼーション
日常生活における自
動車利用の一般化。
車社会化。



１　将来の都市像
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第２章　基本理念

周南市誕生記念絵画コンクール　小学生の部　最優秀賞
秋月小学校　６年　兼重敬子さん（学年は平成１５年度）



まちが活気に満ち、元気で魅力に
あふれているためには、何よりも
そこに住むすべての市民一人ひとりが
元気で、輝いていることが大切です。
そのため、本市では、子どもたちの
笑う声が響き、若者が生き生きと学び、
遊び、働き、そして、高齢者が安心して
暮らすことのできる「市民（私たち）
本位の地域社会」を創造し、子どもから
高齢者まで、一人ひとりがさまざまな
ライフステージで輝きを放ち、内外に
向けて、″元気″を発信できる都市の
創造を実現します。
そして、″心豊かに″、″快適に″、
″安心して″暮らし、″生き生きと″、
″ともに″活躍できる「周南市」を
目指して、市民主役のまちづくりを
進めていきます。

こうしたことから、
本市の将来の都市像を、

とし、その実現を目指します。
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私たちが輝く元気発信都市　周南



本市の人口は、平成１５年４月現在、１５万８，１７９人

で、昭和６０年をピークに減少傾向にあり、平成７年及び平

成１２年の国勢調査を基に平成１５年１２月に行われた推計

によると、平成２６年度には、１４万３，９７５人になると

されています。

長期的な人口の減少傾向は、全国的なものであり、その中

で、周南市のみが直ちに人口の増加に転ずるという予測は立

て難いといえます。

しかしながら、新規就職、就学に伴う転出が転入を上回っ

ている実態を考慮すれば、合併によってもたらされる効果、

本計画の実施によるまちの発展により、人口の減少傾向に歯

止めがかかり、将来的には増加傾向に転じることも想定され

ます。

他方、本市の昼間人口※は、平成１２年１０月現在、１６万

人を超えており、常住人口※に対する昼間人口の比率は、

１０４．２％となっています。このことは、周南市が山口県

東部の中核としての役割を果たしていることを意味しており、

さらに、今後、合併により県内最大の市域を有する都市とな

った周南市の役割は、一層増していくものと考えられます。

以上を勘案し、平成２６年度の本市の人口については、常

住人口は現在より若干増加する１６万人程度、昼間人口は

１７万人程度（常住人口に対する昼間人口の比率は１０６％

程度）と想定します。

また、年齢別の人口構成をみると、平成１２年現在、６５歳

以上の人口が１９．６％となっており、全国平均の１７．３％

を上回っています。また、生産年齢（１５～６４歳）人口の転

出超過が続いており、それに伴い１５歳未満の人口も転出超

過が続いています。

２　想定人口

28

昼間人口
従業地、通学地によ
る人口のこと。

常住人口
国勢調査による人口
で、調査時に調査の
地域に常住している
人の数。昼間人口と
対比し、夜間人口と
もいう。
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今後、周南市の産業の活性化により、生産年齢人口の転出

超過に歯止めがかかったとしても、平成２６年度には全国の

６５歳人口が２５％になると想定されており、周南市の年齢

別人口構成もそれと大差ないものと考えられます。

■人口推計と想定人口 

160 , 000人（平成26年度：2014年度） 想定人口 

■昼間人口の想定 

※資料　国勢調査。人口推計は、国立社会保障・人口問題研究所による日本の 
　　　　市区町村別将来推計人口（平成15年12月推計）を基に推計。 
 

※資料　国勢調査 

昼間人口 流入率 

S55
0

50,000

100,000

150,000

200,000
（人） 

S60 H2 H7 H12

106.6％ 
106.1％ 

105.6％ 105.1％ 
104.2％ 

H26

177,237 177,564 173,835 169,846 163,932
170,000

106.3％ 

S55
0

50,000

100,000

150,000

200,000
（人） 

S60 H2 H7 H12 H26

166,318 167,302 164,594 161,562 157,383 160,000

143,975 
（人口推計） 



（１）基本方針

土地利用については、周南市の区域を都心地区、都市地区、

郊外地区、産業地区、中山間部及び島しょ部地区に大別し、

それぞれの地区の特性を生かした有効利用を図り、総合的、

計画的なまちづくりを進めるとともに、旧２市２町の行政・

商業業務等の中心である地区を地域核として位置づけ、整備

とネットワーク化を図っていきます。

（２）各地区における具体的な土地利用

1都心地区

都心地区は、広域交流の拠点としての海陸交通の基

盤整備、高次都市機能や中枢管理機能等の集積を図り、

魅力ある商業や都市型産業が展開する周南市のシンボル

となる都市の顔づくりを推進します。

2都市地区

都市地区は、地域に密着した商業はもとより、保健・

福祉・医療、教育機能や総合的な行政サービス機能の強

化を図り、商業業務と生活関連業務の充実した都市的サ

ービスの享受できる地区として整備を推進します。

3郊外地区

郊外地区は、地域コミュニティ機能、近隣商業機能、

地域医療福祉機能の強化を図り、より快適な暮らしを実

現できる地区としての整備を推進します。

３　土地利用方針
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中山間部地区 

郊外地区 

都市地区 

産業地区 都心地区 

島しょ部地区 
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4産業地区

産業地区は、道路や港湾などの生産基盤の整備を推進

するとともに、既存産業の高度化や新分野への進出を支

援し、産業活動の活性化を図ります。

5中山間部及び島しょ部地区

中山間部地区は、水資源のかん養などの公益的機能を

もつ森林の整備促進など、水源地域としての自然の保護

保全の推進や農林業の生産基盤整備と住環境整備を推進

するとともに、都市部等との交流を図ります。

島しょ部地区は、漁港などの生産基盤や住環境の整備

を推進するとともに、観光施設等の整備を進め都市部等

との交流を図ります。

■土地利用のイメージ



周南市は、次の３つを基本理念として、まちづくりを進め

ます。

市民の視点に立ったまちづくりの推進

市民の一人ひとりが「住んでよかった」、「住み続けたい」

と思える、愛着と誇りの感じられる周南市の創造を図ってい

くために、市民の視点に立ったまちづくりを進めていきます。

市民と行政の協働によるまちづくりの推進

まちが元気であるためには、そこに住む市民一人ひとりが

輝き、主役となれるまちづくりを進めていくことが必要です。

このため、まちづくりへの市民参画を一層推進し、市民と

のパートナーシップに基づいて、市民本位の施策、事業の展

開を図っていくとともに、こうした取り組みを通じて、市民

が責任を持ち、市民が主役であると実感できる協働のまちづ

くりを進めていきます。

４　まちづくりの基本理念

32



各地域の特性を生かしつつ新たな発展を促すまちづくりの推進

愛着と誇りの持てる周南市の創造のため、合併した旧２市

２町の住民の一人ひとりが周南市民であると自然に思える、

より一体感が感じられるまちづくりを進めていきます。

一方、内外に誇れる活力ある周南市の建設を図っていくた

めには、これまで各地域において培われてきた伝統や文化、

あるいは、育まれてきた産業、豊かな自然など、それぞれの

特性を継承、活用しながら、相互連携により新たな発展を促

していくことが大切です。

このためには、団体自治※とともに、住民自治※をさらに推

進していく必要があります。
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団体自治
地域のことは国（中
央政府）ではなく、
その地域を所管して
いる自治体（地方政
府）で決めるという
こと。

住民自治
自治体が物事を決め
るとき、主権者とし
ての住民が参画して
決めるということ。

周南市誕生記念絵画コンクール　小学生の部　入賞作品
富田西小学校　４年　福田尚史さん（学年は平成１５年度）

周南市誕生記念絵画コンクール　小学生の部　入賞作品
福川南小学校　６年　江口詩織さん（学年は平成１５年度）



将来の都市像「私たちが輝く元気発信都市　周南」の創造

に向け、５つの目標を掲げてまちづくりを進めていきます。

（１）地域連携による青少年の健全育成

青少年は社会の大切な宝であり、青少年が生き生きと成長

していく姿は、私たちに夢を与えるとともに、将来のまちづ

くりへの意欲を高めます。また、青少年は、これからの本市

を担っていく貴重な人材でもあります。

このため、家庭、学校、地域、行政が連携して市全体で青

少年の健全育成に取り組んでいくこととし、その指針となる

「青少年健全育成プラン」を策定するとともに、制度や組織の

枠を越えて、関係者間のコミュニケーションの促進を図りま

す。特に、地域での取り組みが大切であることから、地域に

おいて指導的な役割を果たす人材の確保、養成を図り、その

活動を支援していきます。

さらに、青少年が社会活動や地域活動等を通じて、その個

性を発揮しつつ、さまざまな事柄を体験し、学習することが

できる環境の整備に努めます。

目標１ 心豊かに暮らせるまちづくり

私たちが元気で輝いているためには、ものの豊かさばか
りでなく、日々心豊かに暮らせることが大切です。特に、
感動、夢、自信といった心の豊かさは、私たちが元気で輝
いているための源です。
このため、将来を担う子どもたちが、人間性豊かに成長

できる環境づくりを推進するとともに、私たち一人ひとり
が自分のライフスタイルにあわせて、学び、楽しみ、そし
て文化や芸術にふれることのできる潤いのあるまちづくり
を進めます。

34
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（２）学校教育の充実

学校教育は人間形成に重要な役割を担っており、生命を尊

重する心、社会性、倫理観や正義感、美しいものや自然に感

動する心等の豊かな人間性の育成を目指し、「心の教育」や

「生きる力の教育」が推進されています。

今後も、児童生徒一人ひとりの個性や能力に応じて、より

きめ細かな指導に努めるとともに、基礎学力の充実を図り、

高度情報化や国際化など、これからの時代に対応できる人材

の育成に努めます。

また、自然環境や伝統文化を生かした「ふるさと学習」の

推進を図り、子どもたちに郷土の良さを伝えることで郷土を

愛するたくましい「周南っ子」を育てていきます。

さらに、多様性と柔軟性に富む学校とするために、学校運

営の改善に努めるとともに、学校間及び学校と地域との連携

を図ります。

（３）生涯学習の推進

生涯にわたって学ぶことは、私たちの活躍の場を拡げると

同時に、好奇心を満たし、達成感を得るなど、より豊かで充

実した人生を送るために欠かせない要素です。

このため、専門性の高い内容や職業能力に資する内容をも

含んだ、さまざまな学習ニーズに対応するため、地域の高等

教育機関等と連携し、生涯学習センターや公民館、市民交流

センター等で開講される講座や学級の充実を図るとともに、

各種学習情報の提供に努めます。

また、市民の自主的な講座や教室の開催を支援するなど、

学習機会の拡充を図ります。
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（４）文化・芸術活動の促進

優れた文化・芸術に接することや自らが文化・芸術活動に

参加することは、ゆとりある人生や豊かな暮らしを送ってい

く上で欠かせないものとなっています。また、個性豊かな地

域文化にふれることは、私たちが周南市民としての誇りと一

体感をもって活躍することにつながります。

このため、より多くの市民がさまざまな芸能や音楽、優れ

た美術品等を鑑賞できる機会の拡充や文化・芸術活動の成果

を発表する場の提供に努めるとともに、拠点となる施設の充

実を図ります。

さらに、各地区に残されている有形無形の歴史的資料や伝

統ある文化、芸能、祭りなどを後世に受け継いでいくため、

地区における保存会等の自主的な取り組み、活動等を支援す

るとともに後継者の育成に努めます。

（５）スポーツ・レクリエーションの振興

スポーツやレクリエーションは健康で生き生きとした生活

を送る上で、また、青少年にとっては心や身体の発達を図る

上で、重要な役割を果たしています。

このため、スポーツ施設等の整備、充実を図るとともに、

スポーツやレクリエーションの普及、振興を目的として設立

された団体等の取り組み、活動を支援し、誰もが、自分の生

活にあわせて、気軽にスポーツやレクリエーションを楽しむ

ことができる環境づくりに努めます。

さらに、普及、啓発を図るため、スポーツ教室の開催や指

導員の育成、養成に取り組むとともに、全国大会やスポーツ

イベントなどの誘致に努め、より高いレベルの競技を観る機

会等を提供していきます。
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このほか、新たなスポーツ・レクリエーション振興策とし

て、地域に密着した「総合型地域スポーツクラブ※」の設立等

について支援します。

（６）国際化への対応

経済、産業活動、教育、スポーツなど、さまざまな分野で

国際化が急速に進展しており、生活の中においても国際社会

に対する理解が求められる場面が多くなっています。また、

積極的に諸外国の文化にふれることにより、私たちの生活を

より豊かなものにすることもできるようになっています。

このため、姉妹都市との交流や市内在住の外国人との交流、

市民団体による国際交流の支援、企業や経済団体による経済

交流の促進など、さまざまな分野で国際交流を推進します。

また、青少年の海外派遣にも、積極的に取り組みます。

さらに、世界の中の周南市であるとの認識の下に、環境問

題への取り組みなどに関する情報の積極的な発信、海外から

の来訪者への情報の提供、受け入れ体制の充実など、国際化

に対応したまちづくりを進めます。

総合型地域
スポーツクラブ
各地域でそれぞれ育
み、発展させていく
スポーツクラブ。「私
益」ではなく、地域
住民に開かれた「公
益」を目指した、経
営意識を有する非営
利的組織。

周南市誕生記念絵画コンクール　小学生の部　入賞作品
戸田小学校　１年　松本大樹さん（学年は平成１５年度）
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（１）都市基盤の整備・充実

地域の活性化や市域の一体的な振興を図るため、また、快

適で潤いのある生活を確保するため、道路や公園、上下水道

などの都市基盤の整備を計画的に進めていきます。

道路については、日常生活の利便性と安全性を高めるため

の交通基盤の整備に重点を置くとともに、他都市との連携や

交流をより活発化させるため、広域的なネットワークの機能

を果たす幹線道路の整備の促進に努めます。

港湾については、徳山下松港が新たにリサイクルポートの

指定を受けたことに伴い、動脈物流とともに、静脈物流の拠

点として大いに期待されていることから、海面埋立事業の推

進など、さらに港湾機能の充実を図ります。また、市民や来

訪者が気軽に集い、憩い、楽しめる潤いのある親水空間づく

りに努めます。

公共交通機関は、日常生活の足や都市活動の基盤として、

また、地域間の活発な交流を促進するために欠かせないもの

です。このため、効率的な交通体系の整備・充実を促進し、

利用者の利便性や快適性の向上を図ります。

目標２ 快適に暮らせるまちづくり

私たちが元気で輝いているためには、住み慣れた地域の
中で、快適な生活を送れることが大切です。
このため、時代に合った豊かな暮らしの実現を目指し、

都市基盤や情報基盤、生活環境基盤の整備に努めるととも
に、快適な生活を子どもたちに受け継ぐことができるよう
に、地球環境にやさしいまちづくりを進めます。
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公園については、市民の憩いの場として、また、コミュニ

ティ活動の場として、あるいは災害時における避難場所とし

てなど、さまざまな役割を担っていることから、機能の充実、

適正配置を図ります。また、公園に限らず、計画的な緑化を

図り、快適な環境づくりを推進します。

上下水道については、給水区域の拡張や未整備区域の解消

に努めるとともに、老朽化した施設の更新等を計画的に進め

ます。

（２）循環型社会の構築と自然環境の保全

豊かな自然はかけがえのない財産であり、快適な生活を送

っていく上で、欠かすことのできないものです。

また、この豊かな自然を子どもたちに残していくことは、

我々の使命でもあります。

このため、市民、事業者、行政が連携して、ごみの減量化

や分別収集等によるリサイクルの推進、省エネルギー対策、

新エネルギー※の導入などに取り組み、環境負荷の少ない循環

型社会の実現を図るとともに、自然環境の保全に努めます。

一方、本市の一般廃棄物及び周南地域の産業廃棄物の最終

処分場を確保し、将来の循環型社会の形成を図るために計画

されている海面埋立事業を推進するとともに、増加が著しい

ごみ等の不法投棄の防止に努めます。

さらに、環境に対する正しい理解と意識の啓発が基本であ

ることから、環境教育・学習の場の充実に努めます。

環境問題は、世界中の国や都市が一緒になって取り組まな

ければならない大きな問題です。本市としても、この問題に

積極的に取り組み、人と自然が共生する社会の実現を目指し

ます。

新エネルギー
石炭、石油等の化石
燃料や核エネルギー
等に対し、新しいエ
ネルギー源や供給形
態の総称。太陽光発
電や風力発電、太陽
熱利用、バイオマス、
雪氷冷熱等の再生可
能な自然エネルギ
ー、廃棄物発電等の
リサイクル型エネル
ギーのほか、天然ガ
スコージェネレーシ
ョン、燃料電池等の
新しい利用形態のエ
ネルギーが含まれる。
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（３）高度情報化への対応

飛躍的な情報処理技術や通信技術等の進歩によって、日常

生活や産業活動はあらゆる面で大きく変貌を遂げ、誰もが、

情報通信機器等を活用して、必要とする情報を必要なときに

容易に入手できるとともに、さまざまなサービスを手軽に受

けることが可能となりました。

こうした利点を広く享受できるように、ＣＡＴＶをはじめ

とする情報通信基盤の整備等に努め、地域の情報化を一層推

進していくとともに、多様化する市民ニーズに応えて、質の

高い行政サービスを迅速に提供していくため、行政のさまざ

まな分野において業務の電子化を図り、電子自治体「周南市」

を目指します。

また、情報化施策の実施にあたっては、情報格差が生じな

いように配慮するとともに、個人情報保護の観点から、セキ

ュリティ※対策に十分留意し、取り組んでいきます。

セキュリティ
安全。防犯。悪意を
持った侵入から大切
な情報等を盗み取ら
れることを防ぐこと。

周南市誕生記念絵画コンクール　中学生の部　入賞作品
須金中学校　１年　村中明雄さん（学年は平成１５年度）



（１）福祉の充実

すべての市民が住み慣れた地域で、家族や友人に囲まれな

がら、明るく健康的な生活が送れるように、ノーマライゼー

ションの理念のもと、高齢者、障害者、児童それぞれの福祉

の充実に取り組むとともに、保健や医療との相互の連携の強

化により、効果的な施策の展開を図っていきます。

高齢者福祉においては、高齢者が長年慣れ親しんできた地

域において家族とともに生活できるように、在宅福祉の一層

の推進を図るとともに、必要な施設サービスの充実にも努め

ます。

また、高齢者が長年培ってきた知識や経験、技能など多様

な能力を発揮し、いつまでも元気に活躍できる生涯現役社会

を目指して、ボランティア活動や地域活動など社会参加のた

めの環境づくりに取り組みます。

障害者福祉においては、自立と社会参加を促進するため、

市民の理解と協力を得ながら、地域社会の中で、生き甲斐を

持って安心して生活ができるように支援するとともに、さま

ざまなサービスの充実を図ります。

目標３ 安心して暮らせるまちづくり

私たちが元気で輝いているためには、市民がそれぞれの
地域の中で、安心・安全な生活を営めることが大切です。
このため、人とのふれあいや関わり合いの中で、日々の

生活を送ることのできるコミュニティ社会の構築に努める
とともに、今の生活や将来に不安を感じることなく、安心
して過ごせるように、保健、福祉、医療の充実を図ります。
また、大切な生命や財産をさまざまな危険から守ること

ができるように、防犯・防災体制を整備し、安全で災害に
強いまちづくりを進めます。
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児童福祉については、次代を担う子どもたちを安心して育

てることができるように、社会全体での子育て支援体制を整

えていくとともに、子育ての負担感を軽減するための諸施策

の充実・強化に努め、私たちの共通の宝である子どもたちが

心身ともにたくましく健全な成長を遂げていける環境づくり

に努めます。

また、国民健康保険や介護保険、国民年金、福祉医療、生活

保護などの社会保障制度を維持し、安定的な暮らしの確保に努

めます。

このほか、市民相互の信頼と共助に基づいた地域福祉活動を

推進していくため、ボランティア活動やＮＰＯ活動などの取り

組みを支援していきます。

また、公共施設の整備改修等においては、誰もが安心して利

用できるユニバーサルデザイン※の考えに基づいて推進します。

（２）コミュニティ基盤の整備・推進

「私たちが輝く元気発信都市」として大きく飛躍していくた

めには、これまでに養い、培ってきた特性を生かしつつ、各地

域が自立的な発展を遂げていくことが重要です。

また、超高齢少子社会への対応や青少年の健全育成、災害に

強いまちづくりの推進など、さまざまな問題や課題に対応し、

明るい地域社会を形成していくためには、地域と行政が一体と

なって、まちづくりに取り組んでいくことが求められています。

この役割を担うと期待されているのが、各地区において、地

域に根ざした取り組みを展開しているコミュニティ組織です。

このため、コミュニティ活動の一層の促進に向け、各コミュ

ニティの自主的な取り組みを積極的に支援するとともに、活動

の拠点として、コミュニティ集会所、公民館等の充実や公共の

遊休施設の有効利用に努めます。
ユニバーサルデザイン
障害の有無や年齢、
性別、国籍にかかわ
らず、誰もが使いや
すい施設、製品等の
デザインのこと。
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また、コミュニティ組織の基盤強化を図るため、各コミュ

ニティの交流、ネットワーク化を推進します。

（３）健康づくりの推進と医療体制の充実

快適な暮らしを送っていく上で、健康は大変重要な要素で

あり、健康に対する関心はますます高まっています。

このため、「健康づくり計画」に基づき、地域、関係団体、

職域、行政が連携して、市民の自主的、主体的な健康づくり

を応援することで、健康増進を目的とした一次予防の推進を

図ります。

一方、依然として、がんや心臓病及び糖尿病などの生活習

慣病は、年々増加する傾向にあります。

このため、生活習慣の改善に向けて、啓発活動や指導、相

談体制の充実、健康教室の開催等に努めるとともに、疾病の

早期発見に向けて、健診などの二次予防の一層の促進を図り

ます。

さらに、こうした取り組みをより効果的なものとするため

に、市民病院の充実や他の医療機関等との連携を強化すると

ともに、高度な医療が受診できるように、地域医療の充実に

努めます。

周南市誕生記念絵画コンクール　小学生の部　入賞作品
戸田小学校　２年　重國由衣さん（学年は平成１５年度）
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（４）安全で災害に強いまちづくりの推進

犯罪が多様化、凶悪化、低年齢化する傾向にあることから、

市民生活の安全を確保するため、地域や関係機関・団体との

連携を図り、暴力追放と犯罪防止活動を推進します。

また、交通安全の環境を整え、交通安全意識の浸透を図り

ます。

災害に対しては、「地域防災計画」などに基づいて、災害を

防ぐまちづくりに努めるとともに、災害時に迅速な対応がで

きるように、地域や関係機関、関係団体との協力体制の構築

や防災行動力の向上を図るなど、安心して暮らせる災害に強

いまちづくりを推進していきます。また、地域における自主

防災組織の育成、支援に努めるとともに、災害時に救助活動

等で大きな力を発揮する、市民グループや災害ボランティア

等の育成を図ります。

さらに、さまざまな機会を通じて、市民の防犯、防災に対

する意識の高揚にも努めます。

周南市誕生記念絵画コンクール　中学生の部　入賞作品
秋月中学校　１年　長峰真実さん（学年は平成１５年度）
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（１）中心市街地の活性化・高次都市機能の集積

本市の顔、玄関口として期待される徳山駅周辺を中心とす

る中心市街地は、モータリゼーションの進展やライフスタイ

ルの変化、また、郊外型大型店の進出等により、空洞化が進

んでおり、市域だけでなく周南地域全体への影響も懸念され

ています。

こうしたことから、都市のグレードアップを図るために、

駅南やウォーターフロント※を含めた徳山駅周辺の整備事業に

取り組み、本市の顔にふさわしい高次都市機能の集積を図る

ことで、賑わいの場の創出や交流の促進に努めます。

また、その中核施設として山口県において周南地域に計画

されている「新たな交流拠点施設」の誘致を推進します。

高次都市機能
行政、教育、文化、
情報、商業、交通、
レジャーなど、市民
生活や企業の経済活
動に対して、各種の
サービスを提供する
都市自体が持つ高い
レベルの機能で、都
市圏を越え、広域的
に影響力のある機能。

都市的サービス
金融・情報・サービ
ス業などの都市型産
業によるサービス。

ウォーターフロント
水辺、水際の空間。
主として、都市生活
者のうるおい空間と
して整備されたもの。

目標４ 生き生きと活躍できるまちづくり

私たちが元気で輝いているためには、一人ひとりが生き
生きと活躍できることが大切です。
このため、生き生きと誇りを持って活躍できるように、

都市の活力の源である産業の振興や新たな企業の誘致等に
努めるとともに、高次都市機能※の集積等を図ることで、さ
まざまな都市的サービス※を享受でき、人と人との交流が楽
しめるまちづくりを進めます。



（２）産業の振興

1工業・中小企業

これまで、本市は優れた産業基盤等を背景に、石油化学コ

ンビナートが立地し、石油や化学、鉄鋼などの基礎素材型産

業を中心に、発展を遂げてきました。

今後、さらに大きく飛躍するためには、地域の原動力とし

て発展を支えてきた工業の振興が不可欠です。

こうした中、石油化学コンビナートを中心とする一帯が構

造改革特別区域法に基づく、「環境対応型コンビナート特区」

の認定を平成１５年（２００３年）に受けました。また、こ

れに続き、特定重要港湾※である徳山下松港がリサイクルポー

トの指定を受けています。

このことは、石油化学コンビナートの持つ高い技術力や生

産能力、環境関連産業創出に適した企業力が認められたもの

であり、これらを契機に一層、工業の振興や新規産業の育成

に努めます。

また、地域発展の一翼を担う中小企業については、産・

学・公の連携のもと、コーディネーター等による指導・相談

業務体制や融資制度の充実、強化を図り、事業者が取り組む

新しい技術や製品の開発、情報化などを支援します。

2農　業

農業については、農産物の輸入自由化の拡大や農業従事者

の高齢化、担い手の不足、加えて、冷夏に代表される異常気

象等による農作物の不作など、取り巻く環境は大変厳しいも

のがあります。

このため、生産基盤の充実に努めるとともに、経営基盤の

近代化や農産物の産地化、特産化の促進等による経営の安定

化に取り組むほか、農村における生活環境の改善を図ります。
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特定重要港湾
国際海上輸送網の拠
点として特に重要で
あると政令により定
められた港湾。全国
の23港が指定されて
いる。



また、農産物の安定的な需要を確保するために、地域で収

穫された農作物を地域で消費する地産地消の促進や食育※の普

及・啓発を図るとともに、消費者にとって安心で安全な農産

物の供給に努めます。

さらに、担い手の確保や農地の荒廃防止とともに、農業に

対する理解を深めるための都市と農村の交流事業等に取り組

みます。

3林　業

林業については、生産性を高めるとともに森林の持つ水源

かん養や国土保全機能、地球温暖化の防止など、多面的機能

の発揮に向けて間伐等の適切な保育施業の促進を図り、計画

的な森林づくりに努めます。

また、林業経営の安定化に向け、経営規模の拡大につなが

る施業の受委託や担い手の育成に努めるほか、林道等の基盤

整備を進めるとともに、地産地消を基本とした木材の需要拡

大の推進を図ります。

4水産業

水産業については、漁業経営の安定化を進めるため、担い

手の確保・育成に努めるほか、魚礁の設置、稚魚の放流等に

努め、「獲る漁業」から「育てる漁業」への転換を図っていく

とともに、“とくやまのふぐ”に代表される水産物のブランド

化に努めていきます。

また、消費者や流通市場の需要に対応した水産物の供給等

を図るため、公設水産物市場の整備、充実を進めます。
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地産地消
地域で生産された産
物を地域で消費する
こと。また、地域で
必要とする産物は地
域で生産すること。

食育
食について考える習
慣を身につけ、自分
に必要な食品を自ら
選択できる力を養う
こと。



5商　業

商業については、魅力ある商店街への再生に向けて、商工

会議所をはじめ、各商店街や市民、事業者、行政が連携して、

空き店舗対策や賑わいの創出のためのソフト事業の実施に努

めます。

特に、徳山駅周辺の商店街については、駅周辺整備と一体

となった施策の推進を図ります。

また、活性化に向けた商店街や商店主の自主的、主体的な

取り組みや活動を支援するほか、地域に密着した商業活動の

振興にも努めます。

6新産業創出及び企業誘致

既存産業の維持・発展や新たな事業展開等が想定される環

境関連産業の促進を図る中で、均衡のとれた産業構造への転

換に向け、新産業の創出に努めるとともに、起業を目指す若

者や女性などへの支援に努めます。

また、平成１６年（２００４年）に施行した「産業等活性

化条例」による支援制度等に基づき、本市の優位性や潜在能

力をさらに生かし、関係機関との連携を図りながら、企業誘

致に積極的に取り組み、地域産業の活性化及び雇用の創出に

努めます。

（３）観光の振興

本市には内外に誇れる多くの景勝地や行楽地、温泉などの

観光地があり、また、四季を通じて地域の特性、特色、伝統

を生かしたさまざまな祭りやイベント等が実施、開催されて

います。

これらの観光地や祭り、イベントは、内外に情報発信する

上で、また、交流人口の増大につながるなど、地域に活力を

もたらす重要な資源です。
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このため、観光施設の整備、充実に努めるとともに、観光

客誘致のための宣伝強化を図ります。

また、ライフスタイルの変化等に伴って、「観る観光」から

「体験する観光・体験できる観光」へ志向が移りつつあり、こ

のようなニーズに応えるための施策の展開も図っていきます。

祭りやイベントについては、その継承に努める一方、全国

に情報発信できる魅力あるものとしていきます。
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（１）市民と行政のパートナーシップの構築

平成１２年（２００２年）に地方分権一括法が施行され、

それぞれの地域が、主体的に、個性あるまちづくりに取り組

んでいくことができるようになりました。周南市の個性は、

その地勢や産業構造に加え、市民一人ひとりの活動によって

作り上げられていくものです。

このため、市民と行政とのパートナーシップによる施策の

展開を基本として、市民との協働によるまちづくりを積極的

に推進し、一人ひとりが輝き、主役となる「私たちが輝く周

南市」の実現を図ります。

情報公開を積極的に推進して情報の共有化を図り、施策の

企画段階から市民がまちづくりに参画しやすい環境づくりに

努めます。

また、協働の主体となるボランティア活動やＮＰＯ活動、

あるいは、まちづくり活動や地域のコミュニティ活動などの

自主的・主体的な取り組みを支援するとともに、市職員も積

極的に参加するよう努めます。

目標５ ともに活躍できるまちづくり

私たちが元気で輝いているためには、一人ひとりがその
望むところに従い、活躍の場が与えられ、その能力がまち
づくりに生かされていくことが大切です。
このため、市民一人ひとりがお互いを尊重し、一緒にな

ってさまざまな問題に取り組むことのできる社会の実現を
目指すとともに、市民と行政が一体となってまちづくりを
進める新たな仕組みを構築していきます。
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（２）人権の尊重と男女共同参画社会の実現

子どもから高齢者まで、市民一人ひとりが生き生きと主体

的に活躍できる地域づくりを進めていくためには、すべての

人が持つ普遍的権利である基本的人権が尊重される社会の実

現が必要です。

このため、人権教育・人権啓発を推進し、相談、支援体制

の充実を図るとともに、行政各分野の連携の下に、人権を尊

重した施策、事業の展開に努めます。

また、平成１６年（２００４年）に施行した「男女共同参

画推進条例」に沿って、家庭や職場など、さまざまな場所、

分野で男女の共同参画が図れるように、男女平等意識の啓

発・普及や条件整備、環境づくりに努め、男女がともに責任

を担う社会の実現を図ります。

周南市誕生記念絵画コンクール　中学生の部　入賞作品
秋月中学校　２年　藤井菜野子さん（学年は平成１５年度）
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第３章に述べた「まちづくりの目標」を実現するためには、

まちづくりを担う人材の発掘、育成が大切です。

また、住むひとを育てることは、まちの果たすべき重要な

機能でもあります。

つまり、ひとを育てることによりまちの機能が充実し、ま

ちの機能が充実することによってひとが育っていくというよ

うに、「まちづくり」と「ひとづくり」は表裏一体であり、ひ

とづくりは、まちづくりの手段であると同時に目的の一つで

もあります。

したがって、この１０年間においては、ひとの育成を施策

の重点におくこととし、以下の３点に係る施策を「ひと・輝

きプロジェクト」として、強力に推進します。

そして、市民一人ひとりが自信と誇りの持てる「ひとづく

り都市」を目指します。

第４章　ひと・輝きプロジェクト

１．個性を育む教育の場の実現

一人ひとりの個性にあった多様な教育が展開できるよう、

初等教育から高等教育までを見通した周南市特有の教育を

実現します。

地域の特色に根ざした個性を育むため、広く多様な市域を

有する周南市らしい地域共育力を発揮していきます。

学ぶ者、教える者、受け入れる者相互の認識を深めるとと

もに意識の変革を図るため、地元産業界と教育現場の交

流・連携を促進します。



３．力を発揮する活躍の場の創出

培った能力をまちづくりに主体的に生かすことができるよ

う、市民と行政の協働によるまちづくりを進めます。

雇用を創出し活躍する場を拡大するため、新規事業の創出を

支援するとともに、産学公連携により起業家を育成します。

文化や価値観の相違を越えて、お互いを尊重しながら活躍

できるよう、世代間交流や国際交流を促進します。

性別にかかわりなく十分に能力が発揮できるように、男女

共同参画のための環境整備を推進します。

２．主体的な自己啓発の場の形成

それぞれの目的にあった自己啓発活動への参加やその創設

を容易にするため、広い市域に点在する自己啓発の場の連

携と交流を図ります。

自己啓発の目標や成果を確認することができるよう、市民

参加型のコンテスト、国際シンポジウム、全国大会などの

開催や誘致を行います。

自己啓発意欲を高めるとともに外部参加を促進し、自己啓

発の場の活性化を図るため、周南市の良さを再発見し、外

部への情報発信に努めます。
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場（教育の場）
（自己啓発の場）
（活躍の場）
単に場所というだけ
でなく、市民の意識
や行動などとともに、
それらがある方向に
向かって作用しあう
環境や風土、雰囲気
などを含むもの。

注）新市建設計画その他の既存の計画については、本章の
視点から優先度を定めて実施していくものとし、また、
今後、諸事情の変化により当該計画を見直す場合にも、
本章の視点に留意するものとします。
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この計画に掲げる施策、事業を効果的に、確実に、そして

早急に推進していくため、以下の事柄について積極的に取り

組んでいくとともに、進行管理システムとして「行政評価制

度」を導入します。

合併により充実された行財政基盤等のメリットがまちづく

り全般に及び、施策、事業の効果的な展開に結びついていく

ためには、地方自治の基本原則である“最少の経費で最大の

効果”が得られるように、市民と協働してさらに行財政運営

の効率化やスリム化に努めていかなければなりません。

このため、「行政改革大綱」に基づいて、行財政改革を積極

的に推進し、財政運営の健全化、行政体制の効率化、組織・

人事の活性化等に努めます。

また、多様化する市民ニーズに迅速に対応していくため、

行政評価制度やＩＳＯ９００１※の認証取得等により、積極的

に経営感覚の導入を行うとともに、職員の意識改革を図るな

ど、市役所の構造改革に取り組んでいきます。

行財政改革においては、期限を定め、目標値を設定し、市

民に改革の達成情報を公表しつつ進めていきます。

行政に対する市民の理解や信頼を深めて、開かれた行政を

推進するためには情報の公開が不可欠です。

また、市民が必要とする情報がいつでも適切に得られるよ

うに、個人情報の保護に留意しつつ、情報の公開に一層取り

組むとともに、積極的に情報を提供することにより、市民に

対する行政の説明責任を果たすことが必要です。

ISO9001
「組織が顧客に対して
一定の質のサービス
を提供できる仕組み」
について規定した国
際標準化機構が定め
ている国際規格。自
治体においては、行
政サービスを継続的
に見直し改善してい
くことにより市民満
足度の向上を図って
いく仕組みのこと。

１　行財政改革の推進

２　情報公開の推進

第５章　行財政課題への対応（計画推進のために）
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基 本 構 想

第
五
章
　
行
財
政
課
題
へ
の
対
応
（
計
画
推
進
の
た
め
に
）

このため、さらに情報公開制度※を充実し、積極的な情報提

供により、行政の諸活動の市民への公開、説明に努め、透明

で開かれた行政運営を推進します。

三位一体の改革など、地方分権が一層本格化する時代の流

れの中で、基礎的自治体である市町村が自立した自治組織と

して、地域の実情に沿って、多様化する市民ニーズに応えな

がら、きめ細かな行政サービスを提供していくためには、こ

れまで以上の行財政基盤の充実を図る必要があることから、

中核都市※づくりを推進します。

また、周南地域が分権社会の中で、地域の独自性を確立し、

都市間競争に生き残り、新たな活力ある社会を創造していく

ために、広域合併の推進に取り組み、中核都市の形成を図り

ます。

平成１４年（２００２年）に徳山市・新南陽市・熊毛町・

鹿野町合併協議会が策定した新市建設計画との整合性を確保

し、まちづくりを進めていきます。

また、新市建設計画において、新市の速やかな発展を誘導

する中核事業として位置づけられている「２１のリーディン

グプロジェクト」については、引き続き事業の推進を図ると

ともに、事業展開に向けて取り組みを進めていきます。

情報公開制度
地方自治体等が保有
している情報を広く
住民に公開する制度。
本市では、平成１６
年４月に新たな「情
報公開条例」が施行
されている。

中核都市
高次都市機能や都市
型産業が集積し、人
口の定住や交流の促
進、地域経済の活性
化、地方分権の推進
等の核となり、県勢
の発展をけん引する
都市。

３　中核都市づくりの推進

４　新市建設計画の推進



周陽中学校　１年　久行沙織さん

岐陽中学校　３年　福田幸恵さん

周陽中学校　１年　藤津亜祐美さん

岐陽中学校　１年　伊藤裕美子さん

中学生の部　入賞作品
（学年は平成１５年度）
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夜市小学校　４年　山内　健さん

福川南小学校　３年　福田まりあさん富田西小学校　２年　石田　士さん

周南市誕生記念
絵画コンクール

Painting
contest

小学生の部　入賞作品
（学年は平成１５年度）
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前　期

基　本

計　画

第１章　目的、期間及び計画の体系

第２章　各論
●第１節　心豊かに暮らせるまちづくり

●第２節　快適に暮らせるまちづくり

●第３節　安心して暮らせるまちづくり

●第４節　生き生きと活躍できるまちづくり

●第５節　ともに活躍できるまちづくり

第３章　行財政課題への対応
（計画推進のために）
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目　的

この基本計画は、基本構想に掲げる都市像の実現に向けた

施策展開の指針として、基本構想の計画期間１０年のうち前

期５年における施策の方向や具体的な施策を、総合的、体系

的に示すものです。

期　間

この前期基本計画の計画期間は、平成１７年度（２００５

年度）から平成２１年度（２００９）年度までの５年間とし

ます。

第１章　目的、期間及び計画の体系



前 期 基 本 計 画
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第
一
章

目
的
、
期
間
及
び
計
画
の
体
系

（項目） （施策） 

1. 地域連携による 
青少年の健全育成 

①青少年健全育成に関するネットワークの整備 
②家庭・地域・学校における取り組みの充実 
③青少年の社会参加機会の充実 
④青少年を取り巻く社会環境の改善 

2. 幼児教育 ①施設・設備及び教育内容の充実 
②支援体制の整備 

3. 義務教育 ①教育内容の充実 
②地域との連携強化と学校運営の充実 
③教育環境の整備 

4. 高等学校教育 ①教育ニーズの多様化への対応 
②保護者等の負担軽減 

5. 高等教育機関 
（大学教育等） 

①高等教育を支える地域連携の促進 
②高等教育機関の活用によるまちの活性化 

6. 生涯学習 ①市民主導・地域主導の生涯学習支援 
②情報の周知等 
③図書館機能の充実 

7. 文化・芸術 ①文化・芸術活動の振興 
②文化財の保護と活用 

8. スポーツ・ 
レクリエーション 

①スポーツ・レクリエーション活動の振興 
②施設の整備・充実 

9. 国際交流 ①多様な交流活動の推進 
②外国人に優しい環境づくり 
③国際社会への貢献 

目　標　1 心豊かに暮らせるまちづくり 

計画の体系
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（項目） （施策） 

10. 道路 ①広域ネットワークの充実　②市内ネットワークの拡充 
③安心・安全・快適な道路環境づくり　 
④公共空間としての生活道路整備　 
⑤新しい道路をつくるための基準づくり 

12. 公共交通 ①公共交通機関の充実　②生活交通の維持・確保 

11. 港湾 ①港湾の整備 
②憩いの場としての港湾づくり 
　（ポートルネッサンス21計画の促進） 

13. 公園・都市緑化 ①公園・緑地の整備　②緑化の推進 

14. まちの景観 ①地域特性に応じた景観の形成　②美しい景観の形成 
③市民参画による景観の形成 

15. 住宅・住環境 ①住宅マスタープランの策定　②市営住宅の整備 
③良好な宅地・住宅の供給 

16. 市街地の整備 ①都市計画の推進　②土地区画整理事業の推進 

17. 水道事業 ①上水道事業の統合　②未普及地域への整備拡大　 
③施設の維持・補修　④水質の維持・管理の強化 

18. 下水道 ①汚水処理施設の整備推進　②雨水対策の充実 
③効率的な管理の実現 

19. 河川・水路 ①河川・水路の整備 
②市民とともに育む水辺空間 
　（子どもが遊べるせせらぎに） 

20. 循環型社会 ①「環境と経済の好循環のまちづくり」の推進 
②ごみの発生抑制・再使用・再生利用の推進 
③効率的な廃棄物処理システムの確立 
④環境教育の推進 
⑤環境自治体のシステムづくり 

21. 自然環境 ①自然の保全と活用施策の充実 
②自然と市民とのかかわりの創出 

22. 地域情報化 ①情報通信基盤の整備　②電子自治体の推進　 
③IT活用能力の向上 

目　標　2 快適に暮らせるまちづくり 
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第
一
章

目
的
、
期
間
及
び
計
画
の
体
系

前 期 基 本 計 画

（項目） （施策） 

23. 地域福祉（社会福祉） ①福祉サービスの充実・開発 
②福祉サービスの適切な利用促進 
③地域福祉活動への住民参加の促進 
④ユニバーサルデザインのまちづくりの推進 

24. 高齢者福祉 ①介護予防の推進　②生涯現役社会づくりの推進 
③高齢者の生活環境の整備　④介護保険制度の円滑な運営 

25. 障害者福祉 ①福祉サービス基盤の整備と充実 
②地域での支え合いの推進　③就労の促進と拠点の整備 
④余暇活動・芸術活動の支援 

26. 児童福祉 ①保育施設の整備・適正化　②保育の充実 
③児童育成環境の整備　④保育所・幼稚園の連携強化 

27. 母子（父子）福祉 ①経済的自立の支援　②精神的自立の支援 

28. 社会保障制度 ①国民健康保険　②国民年金　③低所得者福祉 

29. コミュニティ ①コミュニティ意識の高揚　②コミュニティ組織の活性化 
③活動の場の充実 

30. 健康づくり ①健康づくり活動の推進　②保健指導等の充実 

32. 防犯 ①防犯施設の整備・充実　②関係団体との連携 
③防犯教育の充実 

33. 交通安全 ①ひとと車が共生する環境づくり 
②交通安全意識の高揚 

34. 防災 ①災害を防ぐまちづくり　②災害時に強いまちづくり 
③地域防災活動の充実 

35. 消防 ①消防力の強化　②予防体制の強化 

36. 救急・救助 ①救急体制の充実　②救助体制の充実 

37. 市民相談 ①相談体制の充実 
②消費者問題に関する啓発活動の充実 

31. 医療 ①地域医療体制の充実　②救急医療体制の充実 
③市民病院・診療所経営の健全化 

目　標　3 安心して暮らせるまちづくり 
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（項目） （施策） （項目） （施策） 

38. 中心市街地の活性化 ①徳山駅周辺整備事業の推進 
②魅力ある中心市街地の再生 

39. 工業・中小企業 ①特区等を活用した産業の振興 
②中小企業の振興 

40. 農業 ①多様な担い手づくり　②農業生産基盤の整備 
③農畜産物の振興　④農村の活性化 

41. 林業 ①担い手の確保　②林業生産基盤の整備 
③森林の適正管理　④森林資源の有効活用 

42. 水産業 ①漁業経営の安定化推進　②計画的な漁港整備の推進 
③水産資源を生かした交流の促進 

43. 市場 ①施設の適正な管理運営　②水産物市場の整備 

44. 商業 ①商店街活性化の促進　②活力ある商業の振興 

45. 新産業創出・企業誘致 ①新産業の育成及び起業家支援　②企業誘致の推進 

47. 観光 ①観光資源の発掘及び活用　②体験型観光の振興 

46. 勤労者 ①関係機関との連携による就業支援 
②勤労者福祉の充実 

目　標　4 生き生きと活躍できるまちづくり 
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第
一
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目
的
、
期
間
及
び
計
画
の
体
系

前 期 基 本 計 画

（項目） （施策） 

48. 市民と行政の 
パートナーシップ 
の構築 

①情報の共有化の推進 
②市民参画の推進 
③まちづくりに主体的に取り組む市民の活動の支援 
④協働のための環境整備 

49. 人権 ①人権教育の推進 
②人権啓発の推進 
③関係機関との連携 

50. 男女共同参画 ①推進体制の充実 
②男女共同参画意識の醸成 
③能力発揮と就業のための条件整備 
④男女間における暴力等の根絶 

目　標　5 ともに活躍できるまちづくり 



第１節　心豊かに暮らせるまちづくり

（１）現況と課題

1． 地域連携による青少年の健全育成

64

思いやりと創造性豊かな青少年を育てていくためには、地域

社会全体としての取り組みが不可欠であるとの観点から、これ

まで、家庭や地域、学校をはじめ、青少年問題協議会や青少年

育成センター等との連携を図りながら、学校教育の充実やさま

ざまな体験学習事業の実施、健全育成に関する市民活動への支

援等の取り組みを進めてきました。

しかしながら、各取り組みの情報が必ずしも共有されておら

ず、事業実施主体相互間の連携も十分に図られていないのが実

態です。

また、いじめや不登校、家庭内暴力や児童虐待、あるいは少

年犯罪の増加、低年齢化など、青少年を取り巻く環境の悪化が

大きな社会問題となっており、本市においても、核家族化や少

子化が進行する中で、家庭、学校、地域内におけるコミュニケ

ーションの不足が懸念材料になっています。

こうしたことから、教育をはじめ、保健、福祉など、幅広い

分野にわたる施策を全市的に取り組んでいくため、平成16年に

「元気こども室」を設置するとともに、施策推進の指針となる

「青少年健全育成プラン」の策定を進めています。

このプランに基づき、最大の課題である青少年の健全育成に

かかわる組織、人材のネットワークの整備を進め、それをベー

スとして、家庭、学校、地域、行政が一体となって、元気な周

南っ子が育ち活躍できるまちづくりに取り組んでいくことが大

切です。

第２章　各論



（３）施策の体系

（２）施策の方向

65

青少年がのびのびと健やかに成長するように、地域社会全体

で連携、協力して青少年の健全育成に取り組む環境づくりを推

進します。

前 期 基 本 計 画

第
二
章
　
第
一
節

心
豊
か
に
暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り

■周南市（周南警察署・周南西警察署管内）の少年非行の推移 

区　　分 

特別法犯少年 

合　　計 
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小　計 

刑
法
犯 
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（単位：人） 

H11 H12 H13 H14 H15 H16

266

19

285

12

297

261

22

283

10

293

191

17

208

29

237

186

12

198

17

215

172

27

199

9

208

157

32

189

18

207

190

15

205

3

208

163

20

183

18

201

罪を犯した14歳以上20歳未満の少年 
刑罰法令に触れる行為をした14歳未満の少年 
犯罪・触法少年のうち、刑法に規定する罪（窃盗・傷害等）で検挙・補導された少年 
犯罪・触法少年のうち、刑法以外の法令（薬物乱用等）で検挙・補導された少年 
 

※犯 罪 少 年  
　触 法 少 年  
　刑法犯少年 
　特別法犯少年 

刑法犯少年 

特別法犯少年 

H9

12 10 29 17 9 18 3 18

183189 205199198208283285

0
50
100
150
200
250
300
（人） 

H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16

地域連携による青少年の健全育成

�青少年健全育成に関するネットワークの整備

�家庭・地域・学校における取り組みの充実

�青少年の社会参加機会の充実

�青少年を取り巻く社会環境の改善



（４）施　策
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1青少年健全育成に関するネットワークの整備

�健全育成活動の指針となる「青少年健全育成プラン」を策

定し、未来を担う子どもたちを地域の中で育てていくため

の推進方策や行政の役割を具体的に示し、施策の総合的、

計画的な推進に努めます。

�健全育成にかかわる関係機関や諸団体の活動に係る情報の

収集と周知により、その連携の強化を図るとともに、連絡

調整機能の強化を図ります。

�青少年育成団体や関係機関で構成する「周南市青少年育成

市民会議」の活動を支援し、市民の手による「地域で子ど

もを育て、見守る運動」を推進します。また、その活動の

推進基盤となる市民ファンドの設立や活動拠点の整備を検

討します。

�大人一人ひとりが、子どもたちと共に学び合うことの大切

さを自覚し、自分にできることを通じて、地域づくりに参

加しようという機運の醸成に努め、市民と行政が協働して

地域共育力※の向上を図ります。

2家庭・地域・学校における取り組みの充実

�健全な家庭づくりや家庭の教育力の向上を図るため、育児

相談、教育相談等の子育て支援体制の充実や家庭教育出前

講座、子育て講座等の情報の提供に努めます。

�スポーツ少年団や子ども会、自然体験学習クラブなど、ボ

ランティアにより支えられた地域の青少年健全育成活動に

対して、ＰＲの協力、他団体の活動や助成制度に関する情

報提供等の支援を行います。また、シルバーボランティア

の活用など、地域の活動において中心的な役割を果たす人

材の確保、養成に努めます。
地域共育力
大人と子どもが共に
学び合い、共に育む
地域づくりを実現し
ていくための原動力
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�学校においては、思いやりと創造性を育む教育の充実を

図るとともに、子ども達が地域の一員として自覚が持て

るように、家庭だけでなく、地域との連携を深め、地域

に開かれた学校づくりや地域の資源、人材の活用を進め

ます。

3青少年の社会参加機会の充実

�青少年が地域の一員として自主性や社会性を持って、そ

の個性や能力を発揮することができるよう、学校と協力

して、青少年のボランティア活動や地域活動への参加を

促進します。

�青少年がより広い視野で社会参加経験を積むために、国

内外における相互交流機会の充実を図ります。

�青少年の自立を促し、生きる力を育むため、自然体験、

生活体験等のさまざまな体験活動の場や機会の提供に努

めます。

4青少年を取り巻く社会環境の改善

�啓発活動の充実を図り、市民ぐるみの運動として、青少

年を取り巻く社会環境の改善に取り組みます。

�非行や問題行動を未然に防ぐため、家庭、地域、学校相

互のコミュニケーションの機会を増やし、関係機関や地

域と連携した補導体制の整備と情報の共有化に努めます。

前 期 基 本 計 画
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（１）現況と課題

2． 幼児教育
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幼児期は、人間形成の基礎が培われる時期であり、幼児教育

は同世代の幼児と一緒に過ごす集団生活を通じて、基本的な生

活習慣を身につけさせるとともに、豊かな人間性を育むという

役割を担っています。

最近では、主体的な思考や道徳性を培うことなどを目的に、

自然体験をはじめ、地域のお年寄りや保護者との三世代交流行

事、「まちのせんせい」を招いての音楽や陶芸など、特色ある

教育が実践されています。

今後、このような幼児教育の一層の充実を図るために、園と

地域との連携の強化を図っていくことが課題になっています。

本市には、公立、私立の幼稚園が各14園、計28園あり、園児

数は2,469人（平成16年5月1日現在）となっています。少子化

の影響により園児数は減少傾向にありますが、反面、市内27箇

所の保育所に入所する児童の数は増加してきています。

今後、女性の社会活動の進展に伴うニーズの変化や地域ごと

のニーズの相違に対応するため、施設の適正配置の検討や幼稚

園と保育所の連携が課題となっています。

■周南市の幼稚園園児数・保育所児童数の推移 

※幼稚園　各年５月１日現在　資料：教育委員会総務課 
※保育所　各年４月１日現在　資料：児童家庭課 

幼稚園 
保育所 

H12

1,831 1,903 1,991 2,081
2,259

2,4692,5082,5202,5202,641

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

H13 H14 H15 H16

（人） 



（４）施　策

（３）施策の体系

（２）施策の方向
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家庭や地域との連携を図りながら、心のふれあいを基本とし

て、感受性と創造性を培い、心豊かな幼児を育成していきます。

前 期 基 本 計 画
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り1施設・設備及び教育内容の充実

�幼稚園の施設・設備の維持改修に努め、安全な教育環境の

整備に努めます。

�幼児数の推移や各地区の状況を踏まえながら、施設の適正

配置について検討を行います。

�家庭や地域との連携を図りながら、教育内容の充実を図り、

「生きる力」の基礎や豊かな人間性を育む教育を推進します。

�研修体制の充実により、幼稚園教諭の資質の向上に努めます。

2支援体制の整備

�家庭や社会の要請、時代の変化に対応するため、幼稚園と

保育所それぞれの特性や地域の実情を踏まえながら、幼稚

園・保育所の連携強化に向けた研究を進めます。

�幼稚園就園に伴う保護者の経済的負担の軽減に努めます。

幼児教育

�施設・設備及び教育内容の充実

�支援体制の整備



本市には、小学校が34校1分校、中学校が18校あり、児童生

徒数は、12,767人（平成16年5月1日現在）となっています。こ

れらの学校施設の多くは、整備後30年以上経過しており、老朽

化が進み、安全面、衛生面からも、また教育内容の充実を図る

上からも、計画的な改築を進めることが課題となっています。

各学校では、「確かな学力」や「生きる力」を育むために、

児童生徒一人ひとりの個性や能力に応じたきめ細かな指導や体

験的・問題解決的な活動の充実を図っています。また、豊かな

人間性を育むために、「心の教育」をすべての教育活動の根幹

に位置づけ、特に力を注いでいるところです。

しかしながら、教育内容の一層の充実を図る上でも、また、

不登校対策や生徒指導の面でも、家庭や地域に期待される面も

多く、学校と家庭、地域社会との連携をより緊密にしていくこ

とが課題となっています。特に、地域ぐるみでたくましく元気

な「周南っ子」の育成に向けて取り組むために、開かれた学校

づくりと柔軟な学校運営に努めることが課題となっています。

（１）現況と課題

3． 義務教育

70



義務教育

�教育内容の充実

�地域との連携強化と学校運営の充実

�教育環境の整備

安全で快適な教育環境の整備に努めるとともに、豊かな心の

育成を基本として、「確かな学力」や「生きる力」を育む教育

の充実を図ります。

（２）施策の方向

（３）施策の体系
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■周南市の小学校の状況 

※各年５月１日現在　資料：学校教育課 

12年 

本　　校 

分　　校 

計 

単式学級 

複式学級 

特殊学級 

計 

児童数 

学
校
数 

学
級
数 

13年 14年 15年 16年 

35 

1 

36 

304 

23 

23 

350 

8,807 

35 

1 

36 

277 

23 

23 

323 

8,751 

35 

1 

36 

292 

24 

26 

342 

8,548 

35 

1 

36 

292 

24 

28 

344 

8,572 

34 

1 

35 

295 

24 

29 

348 

8,595 

■周南市の中学校の状況 

※各年５月１日現在　資料：学校教育課 

12年 

学校数 

単式学級 

複式学級 

特殊学級 

計 

生徒数 

学
級
数 

13年 14年 15年 16年 

19 

158 

－ 
10 

168 

5,134 

18 

150 

－ 

12 

162 

4,884 

18 

150 

－ 

11 

161 

4,602 

18 

142 

－ 

11 

153 

4,334 

18 

147 

1 

18 

166 

4,172 



（４）施　策
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1教育内容の充実

Ａ．教育内容の改善、充実

�各校の創意のもと、特色ある教育を推進し、児童生徒の基

礎学力を育むために、学習指導の改善に取り組むとともに、

一人ひとりの心に働きかける生徒指導、進路指導の充実を

図ります。

�豊かな心を育む道徳教育と学級活動や学校行事などの特別

活動を充実するとともに、学校生活を豊かにするための体

育・文化活動の推進に努めます。

�環境問題への理解を深め、環境を守るための実践力を育て

る環境教育を推進します。

�地域の自然や文化・人物等を生かして、「ふるさと学習」

や特色ある学校づくりに取り組みます。

�児童生徒が自立した社会人となるために必要な基礎や集団

生活上の規律を確実に習得させるとともに、正しい倫理観

を醸成する教育の充実を図ります。

�たくましく生きるための健康教育を推進するとともに、学

校環境衛生の改善・充実に努め、児童生徒及び教職員の保

健管理の充実を図ります。

Ｂ．一人ひとりの可能性を引き出す特別支援教育の充実

�障害のある児童生徒に対する教職員の理解を促進し、組織

的な支援体制の整備に取り組むとともに、一人ひとりの可

能性を引き出す指導や支援が計画的に実施できるよう、特

別支援教育の充実を図ります。

Ｃ．不登校対策の拡充と生徒指導の強化

�不登校の未然防止に取り組むモデル校を設置するととも

に、適応指導教室での指導や学習支援員の派遣等により、

不登校問題に対する施策を拡充します。

�生徒指導上の諸課題に対応するため、学校の教育相談体制

の充実を図るとともに、家庭や地域、関係機関との連携を

推進します。
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2地域との連携強化と学校運営の充実

�保護者や地域住民との連携を強化し、地域や学校の特性、

実情等を踏まえた教育内容の充実に努めます。

�学校評議員制度※の活用により、開かれた学校づくりを一

層推進し、学校運営の充実に努めます。

�ホームページ等を通じ、教育活動に関する情報を発信する

とともに、地域の教育機関や産業界との新しい連携のあり

方を模索します。

�時代の要請や社会の変化に応え、多様性と柔軟性に富んだ

学校運営の充実を図るため、地域運営学校等の新たな制度

についても研究を行います。

3教育環境の整備

Ａ．安全な通学路と学校区の見直し

�安全な通学路の確保に努めるとともに、児童生徒数の推移

や地域住民の要望により、学校区を見直し、教育の条件整

備に取り組みます。

Ｂ．学校施設の整備

�学校施設の維持・補修に努めるとともに、老朽化した施設

については計画的に改築を進めます。

�耐震診断を行い、耐震補強、改築などの耐震化計画を作成

し、計画的な整備を行います。

Ｃ．学校給食センターの整備

�学校給食衛生管理の基準に沿って、給食センターの施設改

善を行うとともに、老朽化した施設の統廃合を図るなど、

効率的で衛生的なセンター運営を行います。

前 期 基 本 計 画
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学校評議員制度
校長が学校運営にあ
たり、保護者や地域
の方々の意見を聞く
とともに、その理解
や協力を得て、特色あ
る教育活動を展開し
ていくための仕組み。



（１）現況と課題

4． 高等学校教育
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本市には、全日制高校が9校（県立8校、私立1校）、定時制高

校が1校（県立）あり、これまでの偏差値教育に代表される画

一的な教育から、一人ひとりの個性や能力を大切にするゆとり

教育への転換が図られ、時代のニーズや地域の要請に応えなが

ら、特色ある学校づくりが進められています。

また、単位制の導入や中高一貫教育への取り組み、さらには、

地元企業等の協力を得て、就業体験を行うインターンシップ制

度等も積極的に実施されています。

一方、課外活動においても、活発な活動が展開されており、

全国大会への出場や全国的な表彰を受けるケースも多く見受け

られます。

今後とも社会の変化に対応した魅力ある学校づくりを進めて

いくことが重要です。

■周南市の高等学校 

県　立 

名　称 

私　立 

学科・コース 

熊毛北高等学校 

徳山高等学校 

徳山北高等学校 

徳山商業高等学校 

徳山工業高等学校 

鹿野高等学校 

新南陽高等学校 

南陽工業高等学校 

山口県桜ケ丘高等学校 

普通科・ライフデザイン科 

理数科・普通科・定時制普通科 

普通科 

商業ビジネス科・情報ビジネス科 

機械科・情報技術科・環境システム科 

普通科 

普通科 

機械システム科・電気科・応用化学科 

普通科・商業科・電気科 
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地域や中学校との連携を図り、高等学校での教育効果を高め

るとともに、良好な教育環境の充実を促進します。

1教育ニーズの多様化への対応

�学科の新設等を関係機関に要望し、教育ニーズの多様化へ

の対応に努めるとともに、地域や中学校との交流機会の増

加など、魅力ある高等学校づくりを促進します。

2保護者等の負担軽減

Ａ．奨学金制度の活用促進

�経済的理由により、就学が困難な生徒の学業継続を支援す

るため、奨学金制度の活用促進を図ります。

Ｂ．私立高校への助成

�保護者の負担軽減を図るため、私立高校への助成の充実を

図ります。

高等学校教育

�教育ニーズの多様化への対応

�保護者等の負担軽減



（２）施策の方向

（１）現況と課題

5． 高等教育機関（大学教育等）
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本市には、徳山大学と徳山工業高等専門学校の２つの高等教

育機関が設置されており、地域の産業・経済・教育・福祉・文

化など、幅広い分野の振興に大きな役割を果たしています。

大学等の高等教育機関を取り巻く環境は、急速に進む少子化

や国立大学・高専の法人化等の影響により大きく変化してお

り、それぞれの学校では、時代に合わせた組織の改編や個性と

創造力あふれる人材の育成に向けた施策の展開など、特色のあ

る取り組みが行われています。

今後、高等教育機関が地域に根ざした特色ある教育機関とし

て発展していくためには、地域にある教育資源を有効に活用す

る一方で、知的資源の地域への還元や公開講座、リカレント教

育※等の学習機会の提供など、地域と高等教育機関がお互いに

支えあう関係を構築していくことが課題となっています。

リカレント教育
学校を修了した社会
人が、必要に応じて
再び学校の教育を受
けるシステム。具体
的には、大学等の高
等教育機関が、その
ような人のニ－ズに
応えて、さまざまな
学習の場を提供する
というもの。

「産・学・公・民」の連携により、高等教育の充実を図ると

ともに、まちの活性化を図ります。

■周南市の高等教育機関 

名　称 

徳山大学 

徳山工業高等 

専 門 学 校 

種　別 

4年制大学 

 

高等専門学校 

及び専攻科 

学部・学科 
経 済 学 部 

福 祉情報学部 

機 械 電 気 工 学 科・機 械 制 御 工 学 専 攻 

情 報 電 子 工 学 科・情 報 電 子 工 学 専 攻 

土 木 建 築 工 学 科・環 境 建 設 工 学 専 攻 

経済学科・ビジネス戦略学科 

福 祉 情 報 学 科 



（４）施　策

（３）施策の体系
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オープンカレッジや
サテライトカレッジ
高等教育機関を地域
に開かれた生涯学習
の拠点として、学生
だけでなく広く一般
市民を対象とした各
種講座を開催するこ
と。（オープンカレッ
ジは市が主催で行う
講座。サテライトカ
レッジは市と大学等
が共同で開催する講
座。）

前 期 基 本 計 画
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1高等教育を支える地域連携の促進

�高等教育機関におけるインターンシップなどの実践教育や

シンポジウムなどの研究活動について、情報や場を提供す

るなど、地域として支援していきます。

�高等教育機関の学生が、その力を発揮して挑戦できる機会

を提供するとともに、その活動を支援・奨励します。

�経済的理由により、就学が困難な学生の学業継続を支援す

るため、奨学金制度の活用促進を図ります。

2高等教育機関の活用によるまちの活性化

�多様化していく市民の学習ニーズに対応していくために、

オープンカレッジやサテライトカレッジ※など、公開講座

の開催を促進します。また、地域のニーズを踏まえ、社会

人のリカレント教育のあり方について研究します。

�産業の活性化に向けた産学連携の取り組みをはじめ、生涯

学習や地域活性化など、さまざまな分野での地域との連携

を促進し、高等教育機関が有する知的資源のまちづくりへ

の還元を図ります。

�高等教育機関の教員や学生による、地域活性化につながる

特色ある取り組みを支援します。

高等教育機関（大学教育等）

�高等教育を支える地域連携の促進

�高等教育機関の活用によるまちの活性化



（１）現況と課題

6． 生涯学習
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市内の公民館等においては、市民に広く開放された各種学習

講座が提供されています。特に、周辺の大学等と共同で実施す

るオープンカレッジやサテライトカレッジでは、幅広い分野で

それぞれの特性・特色を生かした講座が開設されており、多く

の受講者を集めています。一方、市民自らが学習グループを結

成し、自分たちのライフスタイルにあわせて自由な時間に自由

な題材で学習するといった動きも多く見受けられるようになり

ました。

しかしながら、これらの情報が周知されているか、また、講

座の内容が多様なニーズに応えるものになっているかといった

点については、十分な検証がなされていません。また、生涯学

習の基本は、市民一人ひとりが意欲と主体性を持って、計画し、

参加することにありますが、そのような活動を支援する体制は

十分ではなく、高等教育機関や専門学校、関係団体と連携して、

市民自らが行う講座や教室の開催を支援するなど、市民の多様

な学習ニーズに応えていくことが今後の課題となっています。

一方、図書館については、生涯学習拠点の一つとして、市民

の読書や学習、研究等のさまざまなニーズに応えられるよう、

資料の充実やコンピュータ化等の整備を進めていますが、利用

者の増加や多様化･専門化に対応するとともに、多角的な図書

館サービスを提供することが課題となっています。

また、平和の大切さについて考える施設である回天記念館は、

歴史的遺産を次世代に継承するとともに、学習機会の拡充を図

るため、資料の収集や展示の充実など一層の整備が求められて

います。



（４）施　策

（３）施策の体系

（２）施策の方向
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誰もが生涯のあらゆる時期において学習機会を選択して学ぶ

ことができ、その学習効果が生かされる生涯学習社会を構築し

ます。
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1市民主導・地域主導の生涯学習支援

�「生涯学習推進プラン」に基づき、さまざまな施策が計画

的・効果的に展開できる体制を整備します。

�多様なライフスタイルに対応した、生涯学習の活動機会の

拡充を図るとともに、その学習環境を整備し、市民の生涯

にわたる自主的・意欲的な活動の支援に努めます。

（構成比） 
■周南市民の「生涯学習の場や機会の提供」に関する満足度 

※資料：まちづくり市民アンケート（平成15年８月実施） 

0％ 

8.5％ 62.4％ 17.9％ 

6.0％ 4.1％ 

20％ 

大変満足 

40％ 60％ 80％ 100％ 

まあまあ満足 普通 やや不満 不満 無回答 

1.1％ 

生涯学習

�市民主導・地域主導の生涯学習支援

�情報の周知等

�図書館機能の充実
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�市民参画により、高等教育機関や専門学校等と連携して、

現代的課題や生涯各期に応じた特色ある学習事業を実施し

ます。

2情報の周知等

�学習情報の提供機能や学習相談機能、学習支援機能を持っ

た生涯学習センター（学び・交流プラザ）の整備を推進す

るとともに、地域活動の拠点となる公民館施設の充実を図

ります。

�広く市民に開かれた講演会、シンポジウム、コンテストな

どについて、後援、広報支援を行います。

�回天記念館は、資料の収集・整備を進めるとともに、展示

内容の充実やホームページでの情報発信等により、一層、

幅広い世代への平和学習機会の提供、拡充に努めます。

3図書館機能の充実

Ａ．資料・情報及びサービスの充実

�図書館においては、利用者の多様なニーズに対応した新鮮

で豊富な資料・情報の充実を図るとともに、歴史や文化等

に関する地域資料の収集保存に努めます。

�誰もが利用しやすい読書環境の提供に向け、インターネッ

トによる予約や移動図書館等のサービスの充実を図ります。

Ｂ．子どもの読書活動の推進

�学校図書館との連携を図りながら、児童図書コーナーの充

実や幼児・児童を対象としたお話し会の開催等により、子

どもが読書に親しむことができる環境づくりを推進します。



7． 文化・芸術

（１）現況と課題
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本市には、文化会館をはじめ、美術博物館や郷土美術資料館

等の文化施設が整備されており、優れた芸術や美術品等に親し

み鑑賞できる場として活用されています。また、市民自らの文

化・芸術活動を支援するため、公民館等において学習講座が開

設され、活動成果の発表の場として展覧会や音楽会等も開催さ

れています。

一方、各地域には伝統ある文化財等が多く残されており、市

民に郷土の歴史や伝統に興味や関心を持ってもらうための展示

活動や保存活動等も行われてきました。また、重要無形民俗文

化財として国に指定されている三作神楽や、八代の花笠踊など

の伝統芸能についても、保存会の活動や学校行事を通じて、そ

の継承が図られています。さらに、各地区の伝統芸能が一堂に

会する伝統芸能大会が定期的に開催され、相互交流の促進や内

外への情報発信の場となっています。

今後も、市民が優れた芸術や文化に触れる機会の充実に努め

るとともに、市民の文化・芸術活動を支援し、これまで培われ

てきた文化的土壌の上に、周南市民としての誇りと自信の持て

る特色ある文化・芸術活動を促進していくことが重要です。

■周南市文化会館のコンサート等開催状況（平成15年度主要事業） 

  7/25

  8/31

  9/  8

  9/  2

11/  2

11/  8

11/26

1,022人 

870人

1,301人

2,911人

1,657人

998人

1,600人 

事　　　業　　　名 

劇団四季ミュージカル「青い鳥」 

チェコ国立プルゼーニュ歌劇場オペラ「椿姫」 

松竹大歌舞伎四代目尾上松緑襲名披露公演　（昼夜2回） 

松浦亜弥コンサートツアー2003　秋　　（昼夜2回） 

スタニスラフ・ブーニン　ピアノリサイタル 

伝統芸能ｉｎ周南 

第11回まど・みちおコスモス音楽祭 

開催日 入場者数 



（３）施策の体系

（２）施策の方向
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地域の歴史・風土等を反映した特色ある文化・芸術活動の振

興を図るとともに、優れた芸術にふれる機会を充実し、文化の

香り高い周南市の建設を推進します。

■周南市美術博物館の展覧会開催状況（平成15年度主要事業） 

■周南市の国指定文化財 

周南美術のあけぼの展 

あるサラリーマン・コレクション～戦後日本美術の場所 

第１回周南市美術展2003 

川端康成　文豪が愛した美の世界 

第13回林忠彦賞記念オリジナルプリント展「日本の家元」 

5/23～  6/29

7/11～  9/21

10/17～10/29

11/14～  1/12

3/ 5 ～  3/21

4,145人 

6,409人

3,421人

6,688人

697人 

開催日 事　　　業　　　名 

種　別 名　称 所在地 指定日 

入場者数 

特 別 天 然 

記 念 物 

重 要 文 化 財 

（ 絵 　 画 ） 

重 要 文 化 財 

（ 考 古 資 料 ） 

記 念 物 

（天然記念物） 

重 要 無 形 

民 俗 文 化 財 

大 字 八 代 ・ 

大 字 中 須 南 

美 術 博 物 館 

　（ 寄 　 託 ）　 

 
本 陣 町 

 
大 字 須 々 万 本 郷

 

 
大 字 夏 切 

 

平 成 元 年 8月 1 4日 

 

昭 和 4 9 年 6 月 8 日 

 

昭 和 6 3 年 6 月 6 日 

 

昭 和 5 年 8 月 2 5 日 

 

平成12年12月27日 

八 代 の ツ ル 

及 び そ の 渡 来 地 

 
絹本著色　陶弘護像 

 
山口県竹島古墳出土品 

 
大 玉 杉 

 
三 作 神 楽 

文化・芸術

�文化・芸術活動の振興

�文化財の保護と活用



（４）施　策
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1文化・芸術活動の振興

�文化会館でのコンサートの開催や美術博物館での展覧会の

開催等により、内外の優れた作品の鑑賞の機会の充実を図

り、文化・芸術に気軽に親しむことができる環境づくりを

進めます。

�文化振興財団、文化協会をはじめ、各種文化団体の活動を

支援するとともに、芸術祭等の活動発表の場の充実に努め、

地域に根づいた文化・芸術活動の振興に努めます。

�伝統芸能への理解を深めるとともに、継承を図るための後

継者の育成や他地域との交流による地域情報の発信に努め

ます。

�本市ゆかりの著名な先人達の功績を次の世代に伝え残して

いくため、身近に、継続的に学習、体験できる機会の充実

を図るとともに、こうした取り組みを全国へ発信すること

などにより、郷土への誇りと愛着を高めることに努めます。

�文化・芸術活動の拠点施設として、文化会館、美術博物館、

郷土美術資料館の整備・充実を図ります。

2文化財の保護と活用

�文化財の計画的な保存・修復を進め、必要に応じて美術博

物館、郷土美術資料館等へ保存し、市民への公開に努める

など、積極的な活用を図ります。

�学校や地域において、子どもたちが身近に継続的に文化財

を学習、体験できる機会の充実を図ります。

�ＮＰＯ等の民間団体や文化ボランティア団体等との連携協

力を図りながら、建造物や史跡等の文化財及び周辺環境の

保存・活用に努めます。

�特別天然記念物であるナベヅルについては、八代地区周辺

が本州唯一の渡来地であることから、ネグラ等の生育環境

の整備に努めるとともに、渡来数の回復を図るため、保護

増殖事業を推進します。
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（１）現況と課題

8． スポーツ・レクリエーション
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市民の健康づくりの促進とスポーツ・レクリエーションの振

興を図るため、関係団体等との連携の下に、各種スポーツ教室

やスポーツ大会を開催するとともに、市民のスポーツ・レクリ

エーションに対するニーズに応えるため、総合スポーツセンタ

ーをはじめとする各種施設の整備・充実、小・中学校の体育館

等の開放を実施しています。

さらに、平成10年のバレーボール世界選手権や平成16年の高

校総体ハンドボール競技をはじめ、バスケットボール、バドミ

ントンの日本リーグ開催など、スポーツイベント誘致に努め、

市民に優れたスポーツを楽しむことのできる機会の提供を図っ

ています。

今後、ライフスタイルの変化等に伴って、スポーツ・レクリ

エーションに対するニーズはますます高まることが予想されて

おり、市民の誰もが生活の一部として気軽にスポーツに親しめ

る環境づくりを進めていくことが必要です。

このため、子どもから高齢者まで、個々のニーズに幅広く対

応できるスポーツクラブの育成や指導者の養成が課題となって

います。



（３）施策の体系

（２）施策の方向
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誰もが生涯のあらゆる時期において、それぞれの体力や技術

等に応じて、スポーツ・レクリエーション活動を楽しむことが

できる機会と場の提供に努めます。

■周南市の主なスポーツ施設 

■周南市の学校施設スポーツ開放の状況（15年度） 

地域名 

区　分 

小 学 校 

中 学 校 

市内34校の体育館・グラウンド 

市内18校の体育館・グラウンド 

 

対　　　象 利用延べ人数 

徳　山 

総合スポーツセンター（メインアリーナ、多目的ホール、弓道場、 

健康ルーム、カルチャールームなど） 

陸上競技場、野球場、水泳場、庭球場、ソフトボール球場、 

サッカー場、アーチェリー場など 

新南陽体育館 

新南陽体育センター 

高瀬サン・スポーツランド（全天候テニスコート、ゲートボール場、 

多目的グラウンド、キャンプ場） 

新南陽武道館、福川武道館、新南陽プール、新南陽球場 

熊毛体育センター 

熊毛武道館、大河内プール 

鹿野総合体育館（アリーナ、柔剣道場、トレーニング室、 

シャワー室など） 

鹿野プール、鹿野庭球場 

 

体育館 

体育館 

体育館 

体育館 

その他 

その他 

その他 

その他 

新南陽 

熊　毛 

鹿　野 

区　分 施設名称 

259,613人 

53,036人 

※資料：市民スポーツ課 

スポーツ・レクリエーション

�スポーツ・レクリエーション活動の振興

�施設の整備・充実



（４）施　策

1スポーツ・レクリエーション活動の振興

�一人ひとりの目的や体力に合わせたスポーツ・レクリエー

ション活動を生涯にわたって楽しむという生涯スポーツの

観点からその振興を図るため、施策の指針となる「スポー

ツ振興基本計画（仮称）」を策定します。

�指導者を確保するため、（財）日本体育協会や県教育委員

会が行う生涯スポーツや少年スポーツの指導者のための研

修会、講習会への派遣等により、指導資格の取得を積極的

に促進し、指導者の資質や指導力の向上に努めます。

�体育協会や地域レクリエーション・スポーツ推進団体、自

治会等との連携を図るとともに、活動に対する助成や各種

大会、講習会に関する情報提供等により、地域スポーツ団

体、スポーツ少年団等のスポーツ・レクリエーション組織

の育成強化に努めます。

�市民が広く参加できる各種スポーツ教室やスポーツ行事の

開催及びスポーツ・レクリエーション活動の啓発、情報提

供に努めます。

�プロスポーツや全国大会等の誘致を促進し、優れたスポー

ツに身近に接することのできる機会の拡充を図ります。

�子どもから高齢者まで、また、初心者からトップレベルの

競技者まで、個々のニーズに応じたスポーツ活動を行うこ

とができる総合型地域スポーツクラブの整備を地域住民と

連携を図りながら促進します。

2施設の整備・充実

�学校体育施設の開放をはじめ、各種スポーツ施設の整備を

推進するとともに、民間施設の市民への開放など事業者の

協力も得ながら、市民の身近なスポーツ・レクリエーショ

ン活動の場の充実を図ります。

86
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9． 国際交流
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本市は、ブラジルのサンベルナルド・ド・カンポ市、オラン

ダのデルフザイル市、オーストラリアのタウンズビル市と姉妹

都市提携を結び、教育・文化・スポーツなどの交流、定期的な

相互訪問などを行っています。さらに、青少年の国際感覚の醸

成と国際社会に対応できる人材の育成を目的として、中高校生

等の海外派遣事業や外国青年語学指導助手の招へい事業を進め

ています。

民間の事業所では、韓国、中国等の事業所と友好関係を結び、

それぞれの分野で交流が図られているほか、市民団体等におい

ても、ホームステイによる青少年の派遣・受け入れや在住外国

人との交流、日本文化の紹介など、市民レベルでの交流が盛ん

に行われています。

また、徳山下松港には外国船舶の入港も多く、街なかを歩く

外国人も多く見受けられます。

今後とも内外に開かれた周南市の建設は重要な課題であり、

国際交流の推進や国際社会に対応した都市基盤の整備、環境づ

くりを進めていく必要があります。

さらに、世界の中の周南市という観点から、環境問題等の地

球規模の課題に関し、国際社会の一員として何ができるか検討

し、実施していくことも課題です。

■周南市の姉妹都市 

国　名 

ブラジル 

オランダ 

オーストラリア 

サンベルナルド・ド・カンポ市 

デルフザイル市 

タウンズビル市 

 

昭和49年（1974年）　4月23日　（旧徳山市） 

平成  2年（1990年）　5月22日　（旧新南陽市） 

平成  2年（1990年）　9月30日　（旧徳山市） 

都市名 提携年月日 
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さまざまな国際交流を通じて、各々の文化や価値観を認め、

相互理解を深めることにより、国際社会の一員として貢献でき

る周南市を目指します。

■周南市の外国人登録者数の推移 

■周南市の国際交流・国際協力を主な活動分野とする市民活動団体 

※資料：「山口県の国際活動団体」、「市民活動ガイドブック2004」 

※各年３月末現在 
　資料：市民課 

H12
1,000
1,050
1,100
1,150
1,200
1,250
1,300
（人） 

H13 H14 H15 H16

カナダ友好協会 

�ガールスカウト日本連盟山口県支部 

国際ソロプチミスト新南陽 

国際ソロプチミスト徳山 

周南市民国際交流ネットワーク 

周南地区日本中国友好協会 

周南日韓親善協会 

青年国際交流好感会 

世界青年徳山友の会 

曹洞宗国際ボランティア会山口県支部 

徳山ユネスコ協会 

日本語クラブ周南 

ヒッポファミリークラブ周南 

山口県シニア専門家発展協会（AYSA） 

山口県日中友好教育基金会 

山口モンゴル友好協会 

「友愛」会 

GCN（Global Communication Network） 

ＨＯＰＥ 

ＩＦＦ新南陽 

NHCN（Nature and Human Communication Network） 

ＮＰＯ法人　ＪＡＣＦＡ 

S.P.A2004(Shunan Peace Academy) 

青少年国際交流実行委員会（周南国際交流児童クラブ） 

1,093 1,091

1,172
1,213

1,270

国際交流

�多様な交流活動の推進

�外国人にやさしい環境づくり

�国際社会への貢献
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1多様な交流活動の推進

�多くの国々との交流の推進を図るため、民間の国際交流団

体、ＮＧＯ等への情報提供や活動ＰＲ、助成等の活動支援、

団体間相互のネットワーク形成支援などにより、市民レベ

ルの国際交流、国際協力活動を促進します。

�姉妹都市については、その意義、成果について検証しつつ、

双方の市民交流の促進につながる実効ある協力関係の樹立

に努めます。

�中高校生等の海外派遣や外国青年語学指導助手の招へい等

により、国際性豊かな人材を育成するとともに、国際感覚

の醸成に努め、市民の国際化への理解を高めます。

2外国人にやさしい環境づくり

�市内で生活する外国人の増加に対応するため、外国語標記

の案内板の整備や情報提供の充実を図るなど、外国人が安

心して暮らせる環境の整備に努めます。

�ホストファミリーの登録など留学生の受け入れ体制の整備

や留学生と市民との交流機会の拡充を図ります。

3国際社会への貢献

�地球環境問題への対応や途上国支援など、周南市としてど

のような国際社会への貢献が可能か、現状を踏まえ、検討

していきます。



（１）現況と課題

10．道　路

90

本市は、市域が656�と県下第1位＊の面積を有しており、市

域の一体化がまちづくりにおける重要課題の一つとなっていま

す。

市内には中国縦貫自動車道と山陽自動車道の高速道路をはじ

め、国道2号や国道315号、国道376号、国道434号、国道489号、

また、県道下松新南陽線、県道新南陽日原線、県道徳山光線な

ど、幹線道路ネットワークは比較的整備されています。

しかし、東西に走る国道2号等においては、特に早朝通勤時

の交通渋滞が慢性化しており、大きな問題となっています。

このため、慢性化した交通渋滞への対応や市域の一体化推進

のための道路環境の整備に向け、既存道路の整備、充実を図る

とともに、新たな幹線道路の整備が大きな課題となっています。

平成10年に候補路線となった地域高規格道路「周南道路」に

ついては、山陽自動車道・徳山西インターチェンジから光市ま

での臨海部を結ぶ延長約30kmの道路であることから、産業の

活性化や交通渋滞の緩和、沿道環境の改善にも寄与することが

期待されており、早期建設を図る必要があります。

市街地の生活基幹道として機能する都市計画道路について

は、67路線、総延長116.65kmを都市計画決定し、その整備状

況は、整備済延長79.97km、整備率68.6％（平成16年3月末現在）

となっており、今後とも、計画的な整備を図っていく必要があ

ります。

一方、地域に密着し、市民生活にとって最も関わりの深い生

活道路である市道は、総延長約1,171km、道路改良率62.0％、

舗装率93.5％（平成16年3月末現在）で、比較的高い整備状況

となっていますが、より市民の利便性の向上を図るとともに、

安全を確保する上からも、各地域において一体的な整備、改良

を促進する必要があります。

第２節　快適に暮らせるまちづくり

＊平成15年（2003年）
4月21日現在［ ］
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高速道路網を中心とした有機的なネットワーク構築の促進を

国、県に働きかけます。

生活道路については、地域活性化やコミュニケーション空間

としての活用とあわせ、地域の実情を勘案しながら、市民参加

型の道路環境づくりを進めます。

また、市民の誰もが道路を安全・快適に利用できるよう、

歩車道の段差解消等のバリアフリー化や、新設にあたっては、

ユニバーサルデザインの導入により整備を進めることが求め

られます。
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■周南市の地域別道路状況（市道） 

1,089

1,064

446

153

2,752

584,592.7

257,098.0

201,795.0

127,142.6

1,170,628.3

415,488.6

117,039.5

122,617.0

70,577.1

725,722.2

71.1

45.5

60.8

55.5

62.0

566,817.1

215,759.7

190,134.0

121,461.1

1,094,171.9

97.0

83.9

94.2

95.5

93.5

地域名 

徳　山 

新南陽 

熊　毛 

鹿　野 

合　計 

路線数 
総延長 

（km） 

改良済区間 

（km） 

改良率 

（％） 

舗装済区間 

（km） 

舗装率 

（％） 

※平成16年３月末現在　資料：道路課 

道　路

�広域ネットワークの充実

�市内ネットワークの拡充

�安心・安全・快適な道路環境づくり

�公共空間としての生活道路整備

�新しい道路をつくるための基準づくり
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1広域ネットワークの充実

Ａ．既存幹線の改良・改善

�東西の大動脈・国道2号は徳山地域（戸田地区）や熊毛地

域において、４車線化の拡幅事業が進むなど、渋滞の緩和

策が進められていますが、その他の渋滞、事故多発箇所に

ついても、改良改善策の実施を国・県に働きかけます。

Ｂ．新規路線の整備促進

�「周南道路」の早期実現に向けた取り組みを推進し、候補

路線から、計画路線となるよう、整備促進に努めます。

2市内ネットワークの拡充

Ａ．地域拠点間道路の改良・改善

�活発化する地域間交流に対応するため、市内の拠点地区を

結ぶ国道、県道の改良を国・県に働きかけます。

Ｂ．都市計画道路の整備

�市内移動の円滑化と都市活動の活発化の基礎となる都市計

画道路については、継続事業を引き続き推進するとともに、

新規路線については、その有効性についての綿密な検討に

基づき、計画的な推進に努めます。

�土地区画整理事業等を通じて、都市計画道路と周辺地区の

調和したまちづくりを推進します。

3安心・安全・快適な道路環境づくり

�歩道と車道の段差を解消するなど、バリアフリー化を推進

し、誰もが安心して利用できる道路環境を創出します。

�交通量の多い幹線道路において、歩行者や自転車、車椅子

利用者の安全を確保するため、歩道・自転車道の整備を進

めるとともに、生活道路や通学路の安全対策の充実に努め

ます。
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�安全性の向上や騒音の軽減等を図るため、排水性舗装など

の道路構造の導入に努めます。

�定期的な点検、早急な補修事業を行い、安全な道路環境の

維持を図るとともに、緑地帯の整備や電線類の地中化等に

より、災害に強く、景観にも配慮した快適な歩道空間の創

出を図ります。

4公共空間としての生活道路整備

Ａ．市民の憩いの場としての道路整備

�市民生活に潤いや安らぎを与える道路の環境づくりを目指

し、ベンチやポケットパークなど、市民の憩いの場として

の整備に努めます。

Ｂ．市民との協働による道路環境づくり

�「つくる」から「使う」道路としての視点で、市民の声や

利用者のニーズを反映した道路づくりに努め、親しまれ、

愛される道路の整備を進めます。

�生活基盤である市道の維持・管理については、市民とのパ

ートナーシップにより、市民とともに守り育てる「市民道」

としての環境整備を目指します。

5新しい道路をつくるための基準づくり

�市民の一体感の醸成や地域の均衡ある発展、また、円滑な地

域間交流の促進を図るため、新たな道路整備の推進に努める

とともに、新規道路の選定には、緊急性や効率性など、事業

評価の基準を設け、公平で公正な事業の選定に努めます。

�民間開発による宅地内道路については、市道の認定基準に

適合する道路構造での指導を行い、また、新たな道路整備

にあたっては、地域の活性化や民間活力の導入など総合的

な視点から取り組みを進めます。
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本市はこれまで、天然の良港である特定重要港湾徳山下松港

を基盤に発展を遂げてきました。

臨海部には石油化学コンビナートが形成され、石油や化学、

鉄鋼等の基礎素材型産業をはじめ多くの企業が立地しています。

徳山下松港（徳山地区、新南陽地区）にはマイナス14ｍの大

型岸壁をはじめとして、マイナス12ｍ岸壁やマイナス10ｍ岸壁

等の公共岸壁（マイナス4.5ｍ以上）が14バース、各企業の専

用施設が123箇所整備されており、平成14年における年間の取

扱貨物量は5,890万トンと、山口県1位、全国でも16位の高い数

値を示しています。

特に、マイナス12ｍの徳山コンテナターミナルの整備により、

国際定期航路も9航路となり、取扱量も大幅な伸びを示してい

ます。このため、2バース目のマイナス12ｍのコンテナターミ

ナルの整備が求められています。

こうした中、徳山下松港は平成15年に、新たにリサイクルポ

ートの指定を受け、今後は動脈物流に加え、静脈物流の拠点港

としても大きな役割を果たしていくことが期待されており、さ

らに港湾機能の充実を図っていくことが大切です。

一方、徳山地区においては、「ポートルネッサンス21計画」

に基づき、山口県において、晴海地区に親水公園等の整備も進

められており、中心市街地に隣接する港としての特性・特長を

踏まえ、徳山駅周辺で予定されている中心市街地活性化事業と

整合性を図りながら、市民に親しまれる空間の整備を図ってい

くことが必要です。
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国際港としての地位強化に向けた施策を充実し、道路と有機

的に連携するとともに、憩いの場としての港湾の整備を促進し

ます。

■徳山下松港年間貨物取扱量の推移 

H10

5,543

5,300

5,400

5,500

5,600

5,700

5,800

5,900

6,000
（万トン） 

H11

5,680

H12

5,883

H13

5,648

H14

5,890

※徳山下松港全体の数値（徳山地区・新南陽地区のほか、光・下松地区を含む）
資料：港湾統計

港　湾

�港湾の整備

�憩いの場としての港湾づくり
（ポートルネッサンス21計画の促進）



（４）施　策

96

1港湾の整備

Ａ．港湾施設・環境の整備

�産業活性化の基盤となる港湾施設・環境の整備を促進します。

�徳山地区のマイナス12ｍ岸壁や新南陽地区のマイナス12ｍ

航路・泊地浚渫等の整備を国・県に要望するとともに、港

湾施設と高速道路ネットワークとのアクセス改善に取り組

み、国際競争力のある港湾施設の整備を促進します。

�新南陽地区におけるＮ７埋立事業及び徳山地区のＴ１０埋

立事業を積極的に推進します。

�安全性強化のため、高潮対策や浸水防止等の施設改修、適

切な管理を県に要請します。

Ｂ．リサイクルポート関連施策の充実

�環境にやさしい海上交通の拠点として、その特性を生かし

た静脈物流の拠点としての役割を強化し、そのための埋立

事業を推進するなど、リサイクル産業施設の立地促進等を

通じて、良好な環境の創出と地域経済の活性化を図ります。

2憩いの場としての港湾づくり

（ポートルネッサンス21計画の促進）

�中心市街地との連続性に配慮しながらポートルネッサンス21

計画を引き続き促進し、歩道や散策広場等の整備により、市

民や観光客が集い、憩い、楽しめる空間づくりに努めます。
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本市は、国道２号をはじめ、山陽自動車道、中国縦貫自動車

道が走り、広域的な道路交通網の要衝となっています。さらに、

徳山港と九州（大分県）とを結ぶフェリー航路やその徳山港に

隣接してＪＲ山陽本線・山陽新幹線の徳山駅もあり、海上交通

と陸上交通を結ぶ結節点となっていることから、この利点を生

かした交通ネットワークの形成が必要となっています。

また、本市は、市域が広く、日常生活における移動の必要性

が高い都市構造となっていることから、通勤・通学者の交通手

段として自家用車と公共交通機関の利用が高い状況となってい

ます。

公共交通機関としては、私営バスとＪＲ山陽本線、岩徳線、

そして離島航路である大津島航路がありますが、いずれも市民

の日常生活に不可欠な生活交通として重要な役割を果たしてお

り、利便性の向上を図っていくことが求められます。

しかしながら、採算性の問題もあることから、利用の促進等

により、これらの生活交通の維持・確保を図ることが重要な課

題となっています。

また、公共交通機関の路線周辺以外の地域における、高齢者

や子どもをはじめとした車を持たない交通弱者に対する交通手

段の確保が重要な課題となっています。

公共交通機関の利用促進や交通事業者に対する支援等によ

り、生活交通の維持確保を図り、市民が利用しやすい公共交通

体系の確立を図ります。
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○駅別乗車人数の推移（年間総数） 

3,007,651

318,809

411,286

369,451

179,476

50,332

100,730

116,138

4,553,873

H11

2,880,119

325,859

395,653

362,045

163,366

45,802

97,463

112,311

4,382,618

H12

2,795,636

323,124

385,930

349,884

151,682

40,110

91,830

106,671

4,244,867

H13

2,666,523

320,004

382,416

332,402

152,602

47,504

85,425

94,522

4,081,398

H14

2,891,040

310,798

390,790

329,053

157,107

43,980

77,582

91,828

3,982,178

H15

徳山駅 

櫛ヶ浜駅 

新南陽駅 

福川駅 

戸田駅 

大河内駅 

勝間駅 

高水駅 

総　数 

※徳山駅は新幹線を含む。　資料：山口県統計書 

■周南市の鉄道旅客実績の推移 

総数 徳山駅 

○乗車人数（年間総数） 

H11
0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

H12 H13 H14 H15

4,554 4,383 4,245 4,081 3,928

3,008 2,880 2,796 2,667 2,891

（千人） 

総数 徳山駅 

○乗車人数（一日あたり） 

H11
0

6,000

4,000

2,000

8,000

10,000

12,000

14,000

H12 H13 H14 H15

12,442 11,916 11,630 11,183 10,910

8,218 7,891 7,659 7,306 7,899

（人） 

（単位：人） 
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1公共交通機関の充実

�鉄道については、利用の促進を図りつつ、新幹線「のぞみ」

の徳山駅停車の増便や山陽本線、岩徳線の市民の利用実態

に合わせた運行ダイヤの適正化を関係機関に要請します。

�バスについては、児童生徒の通学や高齢者の移動の手段と

して重要な役割を果たしていることから、利用者のニーズ

に対応した利便性の高い運行を要請します。

2生活交通の維持・確保

�市民生活に欠かすことのできない生活交通の維持・確保を

図るため、不採算バス路線についての助成制度の維持、拡

充を国・県に働きかけるとともに、事業者に対し路線の存

続を図るよう要請します。

�生活圏の広域化や進行する高齢化等に対応して、地域住民

の移動手段の確保を図るため各地域の状況を踏まえなが

ら、それぞれの特性に応じた交通システムを検討し、交通

サービスの整備充実を図ります。

�離島航路については、引き続き、島民の生活や観光のため

の交通の確保に努めます。

公共交通

�公共交通機関の充実

�生活交通の維持・確保



（１）現況と課題

13．公園・都市緑化
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公園は市民に潤いのスペースやスポーツ・レクリエーション

の場を提供するだけでなく、コミュニティ活動の拠点として、

また、災害時における避難場所としても重要な役割を果たして

います。

本市の都市公園は141箇所あり、その面積は170.6haで、都市

計画区域内の一人当たりの公園面積は12.1gと、全国の平均

8.5g、山口県の平均11.3gをそれぞれ上回っています。また、

永源山公園や周南緑地等の大規模な公園緑地は、広場や遊具の

ほか、文化・スポーツ施設も整備されており、周南地域におけ

る憩いの場となっています。

このように、本市は比較的、公園の整備は進んでいるものの、

設置箇所が既成市街地に集中していることなどから、今後とも

整備水準の低い地区等において周囲の状況を考慮しながら計画

的に整備を図っていく必要があります。

また、公園を誰もが安心して利用できるよう、既存施設のバ

リアフリー化や新たな整備にあたってはユニバーサルデザイン

の考えに基づき、事業を進めていくことが求められています。

さらに、公園は市民が最も利用する公共施設の一つであるこ

とから、施設内容等を立案・決定する際には、市民の意見を積

極的に取り入れ、市民参画のもと、事業展開を図っていくこと

が大切です。

また、公園・緑地の管理については、必要に応じて維持管理

体制の充実を図り、地元自治会や公園愛護会等の市民参画によ

り、潤いのある快適な環境を持続していく必要があります。
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（２）施策の方向
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都市環境の改善や市民のレクリエーション需要に応えるた

め、さらには防災拠点としての機能を踏まえ、適正な規模と配

置に基づき、公園・緑地の効果的な整備を進めます。

住区基幹公園 

 

都市基幹公園 

緩 衝 緑 地 

緑　　　道 

都 市 緑 地 

 

特 殊 公 園 

■周南市の都市公園の状況 

公園種別 

合計 

都市計画区域内人口　　（人） 

人口一人当たり公園面積（�） 

街区公園 

近隣公園 

計 

総合公園 

動植物公園 

墓地公園 

計 

箇所数 面積（ｈａ） 

※平成16年４月１日現在　資料：都市整備課 

117

13

130

1

1

1

6

1

1

2

141

24.10

33.31

57.41

13.33

79.61

1.60

1.47

8.10

9.05

17.15

170.57

141,100

12.09

公園・都市緑化

�公園・緑地の整備

�緑化の推進
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1公園・緑地の整備

�公園・緑地の整備により、都市生活環境を改善し、憩いや

潤いの場を提供するだけでなく、市民の安全確保を目指し

ます。

�「緑の基本計画」を策定し、防災拠点、交流拠点としての

機能や整備水準等を踏まえ、公園・緑地の適正な配置と計

画的な整備を図ります。

Ａ．生活に身近な公園の整備

（住区基幹公園：街区・近隣公園）

�地域コミュニティ内や徒歩圏内に位置する身近な公園とし

て、市街地開発に合わせて整備を図ります。

�高水近隣公園については、施設の整備を図り、早期開設に

努めます。

Ｂ．市民の多様なニーズに対応する公園

（都市基幹公園：総合公園）

�市内外から多くの利用者が訪れる永源山公園は、入り口や

駐車場等の整備・充実を図り、利便性の向上に努めます。

Ｃ．緑地の整備・保全

�工業地帯からの公害や火災等に対する緩衝機能だけでな

く、緑あふれる市街地のオアシスとして市民に親しまれて

いる周南緑地については、幅広い世代が集い、憩い、遊ぶ

ことのできる憩いの里やテニスコートの整備・充実を図り

ます。

�周南緑道緑地については、再整備により防災拠点としての

機能の充実を図ります。

Ｄ．ユニバーサルデザイン化の推進

�公園の整備や改修において、緩やかなスロープや多目的ト

イレの設置など、すべての市民が安全に安心して利用でき

る施設の整備を図ります。
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Ｅ．市民参画による公園づくり

�新しい公園の整備や既存の公園の改修にあたっては、ワー

クショップの開催等を通じ、計画づくりからの市民の参画

を促進し、意見やアイデアの反映により、愛着が感じられ

る個性ある公園づくりを目指します。

2緑化の推進

Ａ．街路整備や公共施設の緑化推進

�都市計画道路やシンボルロード等の美化・緑化、学校や公

営住宅等の公共施設への緑化を推進します。

�街路樹については、沿道の住民との協働により引き続き適

正な維持・管理に努めます。

Ｂ．市民レベルでの緑化の促進

�宅地開発における建築協定や地区計画に基づく生垣設置を

はじめ、民有地の緑化や花いっぱい運動等による潤いのあ

るまちづくりを促進します。

�緑化に関する情報提供や相談を行う窓口の設置を検討し、

市民レベルでの緑化意識の高揚を目指します。

Ｃ．市民との協働による管理運営

�公園愛護会をはじめとする市民団体等との協働による、身

近な公園・緑地の管理運営に市民が参加できる体制を目指

します。



（１）現況と課題

14．まちの景観
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まちの景観は、地域の歴史や文化、自然環境、市民とまちと

の関わりなど、さまざまな要素が作用して形成されます。

本市においても、徳山地域の市街地では、戦後の復興事業に

より緑豊かな美しい街並みが整備され、鹿野地域においては、

潮音洞や漢陽寺を中心として、周辺の歴史資源と調和した清流

通りが整備されるなど、各地域において、地域特性を生かした

景観を形成するまちづくりが行われ、市民に安らぎと潤いを与

えています。

また、市街地においては、都市計画に沿った計画的な整備に

加え、建築物の色や敷地の利用等について一定の取り決めを行

う地区計画を秋月地区や夢ヶ丘地区において導入するととも

に、電線類の地中化等により快適な都市景観の形成に努めてい

ます。

平成16年6月には、良好な景観を「国民共通の資産」として

位置づけた「景観法」が制定されるなど、景観の重要性はます

ます高まっており、今後もこうした取り組みにより、地域の歴

史や伝統に配慮したまちづくりを計画的に進め、美しい街並み

を残していくことが必要です。

特に、公共施設の整備にあたっては、景観形成の模範となる

よう、周辺環境への配慮が大切です。
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（３）施策の体系

（２）施策の方向

1地域特性に応じた景観の形成

�海岸部における都市集積や山間部、島しょ部等における豊

かな自然など、多彩な地域特性を生かした景観の形成に努

めます。

�学校や公民館をはじめとする公共施設の整備の際には、地

域の歴史や文化、周辺の環境、景観に配慮したデザインの

採用に努めます。

2美しい景観の形成

�大規模な民間宅地開発等においては、地区計画等を誘導し、

地区全体の住環境の保全、緑地の確保等に配慮した開発の

指導に努めるほか、周辺景観との調和を優先させた適切な

指導・誘導を行います。
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地域の歴史、文化を考慮し、周辺の景観と調和した美しいま

ちの景観を形成します。

まちの景観

�地域特性に応じた景観の形成

�美しい景観の形成

�市民参画による景観の形成
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3市民参画による景観の形成

�公共施設や道路の整備の際には、計画段階から市民の意見

や要望を取り入れながら進めるほか、緑化運動、花いっぱ

い運動等を通じて、市民の参画による景観形成を図ります。

�「景観形成セミナー・ワークショップ」の開催等を通じて、

市民とともに個性ある美しい街並みの形成や良好な景観の

保全に努めます。



（１）現況と課題

15．住宅・住環境
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本市の人口は少子化等の影響により減少傾向にありますが、

世帯数は、核家族化の進展等を背景に年々増加しており、平成

12年の国勢調査によると総世帯数は60,805世帯で、今後、さら

に増加することが予測されます。

こうした中、住宅状況は持ち家比率が62.4％で、その他を公

営や民間等の賃貸住宅でまかなっている状況です。地域別に見

ると、熊毛地域や鹿野地域においては持ち家比率が90％を超え

て高く、徳山地域や新南陽地域においては平均を下回っており、

地域によって居住形態やニーズが異なっています。

一方、市営住宅は、管理戸数が4,009戸（平成16年3月末現在）

で、他市と比較するとかなり高い水準にありますが、高度成長

期の昭和30年～40年代にかけて整備、建設されたものが多く、

施設の老朽化が進んでいます。

このため、計画的に補修、改善等を実施するとともに、耐用年

数を経過した住宅については除却、建替え等を実施していますが、

その際には、県営住宅や民間住宅等の需給状況を勘案した上で、

管理戸数の見直しを図っていくことが求められています。

また、住宅の建替えに際しては、施設のバリアフリー化を図

るなど、年齢や障害の有無等にかかわらず快適な生活を送るこ

とができるよう、配慮して進めていくことが重要です。

民間住宅については、宅地開発やマンションの建設等によっ

て供給が図られていますが、良好な居住環境や住宅供給の実現

に向けて、適切な指導・誘導に努めていくことが必要です。



（３）施策の体系

（２）施策の方向
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地域特性や家族形態等に応じた良好な住環境を提供するため

の住宅マスタープランを策定し、快適な住環境づくりに向けた

施策の充実に努めます。

■周南市の住宅種類別世帯数・割合 

■周南市の市営住宅の状況 

持ち家 

公営借家 

民間借家・その他 

木造住宅 

中層耐火住宅 

高層耐火住宅 

準耐火平屋建住宅 

準耐火２階建住宅 

　　　　合計 

区　分 

住宅の種類 管理戸数 

世帯数 割　合 

※住宅以外に住む一般世帯は含まない 
　資料：平成12年国勢調査 

※平成16年3月末現在　資料：建築住宅課 

37,063

5,335

17,029

62.4%

9.0%

28.7%

132

2,653

607

137

480

4,009

住宅・住環境

�住宅マスタープランの策定

�市営住宅の整備

�良好な宅地・住宅の供給促進
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1住宅マスタープランの策定

�都市から農山漁村に至るまでさまざまな要素を持つ本市に

おいて、地域特性や家族形態、社会状況に応じた住環境の

提供を図るため、住宅施策の基本となる「住宅マスタープ

ラン」を策定します。

2市営住宅の整備

�補修・改善事業、建替事業、維持保全等の適切な選択に活

用するため、「ストック総合活用計画」を策定し、施設の

補修、設備の改善が必要なものについては、早急に実施す

るとともに、耐用年数の経過した住宅については、住宅の

需給状況を勘案して計画的に建替えを実施します。

�建替えに際しては、施設内のバリアフリーを標準仕様とす

るとともに、100戸以上の住宅団地については福祉施設と

の併設等を考慮します。

�施設内だけでなく周囲の環境にも配慮した、ユニバーサル

デザインの住環境づくりに努めます。

3良好な宅地・住宅の供給促進

�風光明媚な地域や歴史資源に恵まれた地区が点在してお

り、民間事業者による宅地開発に際しては、これらの地域

の財産や環境と調和した良好な宅地・住宅の供給が行われ

るよう、事業者に対して適切な指導・誘導に努めます。



（２）施策の方向

（１）現況と課題

16．市街地の整備
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本市では、市街地を中心とした都市的地域の一体的・総合的

な土地利用計画の推進を図るため、２つの地域で都市計画区域

の指定を受けています。このうち、徳山地域及び新南陽地域の

南部を中心とした周南都市計画区域（周南市）は197.45ｋm2、

熊毛地域の南部を中心とした熊毛都市計画区域は52.44ｋm2とな

っており、周南都市計画区域（周南市）においては、無秩序な

市街化を防止し、計画的な市街化を図るため、38.84ｋm2が市街

化区域に指定されています。

こうした中、それぞれの都市計画区域内において、市街地に

おける快適な市民生活のための空間づくりを目指して都市計画

道路、公園、下水道等の都市基盤の整備を進めています。

しかしながら、既存市街地の中にも道路や下水道が未整備の

地区もあるほか、市街地周辺部においては、家屋の密集した地

区もあり、生活面や防災面からも改善の必要があります。

こうしたことから、健全な市街地の形成を図るために、道

路・公園等の都市基盤施設の整備と宅地の利用増進を一体的に

進める土地区画整理事業を推進し、これまで23箇所、643.9ha

の整備を完了しています。現在は、久米中央地区（27.1ha）、

富田西部第一地区（23.5ha）、熊毛中央地区（14.1ha）の３地

区で事業を施行中であり、早期完成を図る必要があります。

地域特性を生かした快適な市街地の創造に向けて適切な都市

計画の推進を図るとともに、市街地の面的な整備を一体的に促

進し、災害に強いまちづくりを進めるため、土地区画整理事業

を推進します。
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（３）施策の体系
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1都市計画の推進

�都市計画の総合的な指針となる「都市計画マスタープラン」

を策定し、これに基づき地域特性に応じた個性あるまちづ

くりを進めます。

2土地区画整理事業の推進

�３地区の事業について、引き続き市民の合意形成を図りな

がら計画的に推進し、早期完成に努めます。

Ａ．安全性の向上

�区画道路や公園等の整備によるオープンスペースの増加や

防災機能の向上を図り、災害に強い安全なまちづくりを推

進します。

�幹線道路等における歩道やコミュニティ道路の設置により、

歩車分離の体系を確保し、交通にかかわる安全性の向上を

図ります。

Ｂ．快適性の向上

�快適な住環境や浸水対策、衛生面の向上を図るため、上下

水道、排水路等の整備を推進します。

�区画道路や公園等の一体的な整備を図り、公共空間の増加

による良好な生活環境の形成を推進します。

市街地の整備

�都市計画の推進

�土地区画整理事業の推進



（２）施策の方向

（１）現況と課題

17．水道事業
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市民の豊かで健康的な生活の確保や産業活動の活性化を図る

ためには、安全で豊富な水源を確保するとともに、良質な水道

水を安定的に供給することが不可欠です。

本市の水道事業は、合併に伴い旧２市２町の事業を引き継い

だことから、旧市町単位での事業運営を行っており、効率化に

向けた事業の統合が課題となっています。

給水人口は、139,198人、普及率は88.5％（平成16年3月末現

在）となっており、給水区域の拡張事業を計画的に進めるとと

もに、安定給水を行うためには、施設の計画的な更新を進めて

いく必要があります。

特に、熊毛地域の水道は、住宅団地単位の簡易水道であり、

団地以外の地域は水道未普及地域であることから、安定した水

源を確保し、水道基盤を整備することが急務の課題となってい

ます。

水道事業の早期統合により、効率的な運営と良質な水道水の

安定供給に努めます。

■周南市の水道の状況 

徳　山 

新南陽 

熊　毛 

鹿　野 

合　計 

 

90,439

30,666

－
－

121,105

4,258

579

9,224

3,691

17,752

－
－

341

－
341

94,697

31,245

9,565

3,691

139,198

91.6%

95.3%

57.3%

83.8%

88.5%

上水道 
地域名 

簡易水道 専用水道等 合計 

給水人口 
普及率 

※平成16年3月末現在　資料：水道局、環境政策課 
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1上水道事業の統合

�旧市単位で運営している水道事業を早期に経営統合し、市

内均一の水道料金体系の実施や効率的な運営による経営基

盤の強化を図ります。

2未普及地域への整備拡大

�給水区域の拡張事業を計画的に進め、水道未普及地域の解

消に努めます。

�熊毛地域においては、安定した水源を確保し、水道基盤整

備を進めます。

3施設の維持・補修

�浄水施設の改修・補修を定期的に行います。

�老朽化が進み、漏水の可能性がある配水管の計画的な布設

替えや効率的な配水管整備を行います。

�災害時にも水の安定供給が行われるように、配水池や配水

管網の整備を推進します。

水道事業

�上水道事業の統合

�未普及地域への整備拡大

�施設の維持・補修

�水質の維持・管理の強化
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4水質の維持・管理の強化

�水道水の安全を確保するため、検査体制の強化を図るとと

もに、熊毛地域や鹿野地域の簡易水道の水質検査体制を充

実します。

�良質な水道水を供給するため、高度浄水処理施設の整備を

検討します。

（周南市水道局マスコットキャラクター）
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18．下水道
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下水道をはじめとする汚水処理施設は、市民が快適で文化的

な生活を送る上で欠かせない施設であり、豊かな自然環境を保

全する上においても、非常に重要な役割を担っています。

本市の下水道処理人口は、約12万8,300人（平成16年3月末現

在）で、処理区域の計画人口に対する普及率は82.2％となって

おり、これに農業集落排水や漁業集落排水、合併処理浄化槽を

加えた汚水処理施設整備率は89.2％となっています。地域別に

見ると、徳山地域が89.9％、新南陽地域が97.1％、熊毛地域が

76.4％、鹿野地域が62.2％となっており、さらに地域特性に応

じた汚水処理施設の整備を促進し、未整備区域の解消に努めて

いく必要があります。

一方、徳山、新南陽地域の公共下水道においては、整備後か

なりの年数が経過し、管渠をはじめ、ポンプ場、浄化センター

等の老朽化が進んでおり、計画的に更新を図っていくことが求

められています。

また、徳山地域の市街地の一部においては、汚水と雨水を同

じ管渠で処理する合流式下水道方式が採用されているため、大

雨の際には、汚水が周辺の河川や港湾に流れ出すなどの事態も

生じていることから、衛生上、水質管理上、改善を図る必要が

あります。

さらに、市街地の浸水被害対策も重要な課題となっています。



（４）施　策

（３）施策の体系

（２）施策の方向
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快適な生活環境の形成と美しい地域の形成を目指す観点か

ら、汚水、雨水対策を進めます。

1汚水処理施設の整備推進

Ａ．処理区域の拡大

�既成市街地内の未整備地区を早期に解消するほか、公共下

水道普及率の比較的低い熊毛地域や鹿野地域の公共下水道

の整備に努めます。

�山間部等の集落においては、農業集落排水事業や合併処理

浄化槽の整備など、地域特性に応じた処理方法を検討し、

快適で環境にやさしい生活環境を創出します。

■周南市の汚水処理施設整備率 

徳　山 

新南陽 

熊　毛 

鹿　野 

合　計 

 

83,141

31,029

11,997

2,120

128,287

6,005

447

－
－

6,452

494

－
－
－

494

2,453

147

699

616

3,915

92,093

31,623

12,696

2,736

139,148

102,431

32,581

16,621

4,402

156,035

89.9%

97.1%

76.4%

62.2%

89.2%

公共 
下水道 

農業集落 
排水 

漁業集落 
排水 

処理人口 

合併処理 
浄化槽 

住民基本 

台帳人口 

汚水処理 

施設整備率 

 

合計 
地域名 

※平成16年3月末現在　資料：下水道整備課、農政課、水産課、環境政策課 

×100

※汚水処理施設整備率（％） 

　　下水道、農業・漁業集落排水施設等、合併処理浄化槽の処理区域内人口　 
　　　　　　　　　総人口（住民基本台帳人口） 
 

下水道

�汚水処理施設の整備推進

�雨水対策の充実

�効率的な管理の実現
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Ｂ．施設の維持・更新

�下水道施設の適正な維持管理を行いながら、老朽化が進む

管渠を計画的に改築していくとともに、ポンプ場や浄化セ

ンターについても施設の改築・更新や増設を進め、増加す

る処理量への対応を図ります。

�合流式下水道区域においては、水環境等の改善を図るため、

施設の改善に努めます。

2雨水対策の充実

Ａ．公共下水道（雨水）の整備

�街路事業や土地区画整理事業等の市街地整備に合わせて、

公共下水道（雨水）の整備を進めます。

Ｂ．浸水対策の充実

�都市化の進展による保水力の低下に伴い、市街地を中心に

豪雨時の浸水被害の危険性が増しており、雨水路の整備や

ポンプ場等の施設の能力向上を図るとともに、市民との協

働による雨水排水の排出抑制等についても検討を進めます。

3効率的な管理の実現

Ａ．維持・管理の効率化

�下水道施設の「改築計画」を策定し、施設や管渠の効率的

な維持・管理に努めます。

Ｂ．情報技術の導入による効率化

�広範囲にわたる管路施設情報の適正な管理を行うととも

に、窓口業務の迅速化による市民サービスの向上を目的に、

情報技術を活用した「下水道総合情報管理システム」を構

築します。



（３）施策の体系

（２）施策の方向

（１）現況と課題

19．河川・水路
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本市には河川が79あり、このうち、1級河川が4（1水系）、2

級河川が23（7水系）、準用河川が52となっています。

河川は利水や治水において重要な役割を果しているだけでな

く、潤いのある空間の提供など、市民生活において欠かせない

ものとなっており、そのため、周辺住民やボランティアグルー

プ等が中心となって、河川の清掃や浄化活動が行われています。

また、河川にはさまざまな動植物も生育しており、夏休みな

どにはこれらの生態系を観察する自然教室も開かれています。

このように、河川は多くの機能を有する、市民にとって大変

貴重な財産であることから、これら河川が本来持つさまざまな

機能が十分発揮されるように、適切な維持・保全に努めていく

ことが必要です。

一方、排水路については、大雨時等において雨水が適正に排

水処理されるように、公共下水道における雨水路の整備と連携

を図りながら、計画的な整備を図っていくことが求められてい

ます。

市民の生命や財産を水害から守るための整備推進と快適な

水辺空間の創出に努めます。

河川・水路

�河川・水路の整備

�市民とともに育む水辺空間
（子どもが遊べるせせらぎに）
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1河川・水路の整備

Ａ．安全性の確保

�水害の恐れのある地域については、堤防の強化や河積の拡

大、ポンプの設置等を行い、安全性の確保に努めます。

�2級河川については、高潮対策や浸水防止等の安全性の強化

のための改修や施設の適切な管理を県に対して要請します。

また、準用河川などについても、適正な管理に努めます。

�市街地においては、公共下水道事業と連携して、効率的な

雨水対策を行います。

Ｂ．親水空間の創出

�周囲の自然や景観に配慮した親水空間の整備に努め、市民

が河川に親しみを持てる機会を創出します。

2市民とともに育む水辺空間（子どもが遊べるせせらぎに）

�地元ボランティアや学生等が行っている河川の清掃活動や

浄化活動を積極的に支援するほか、整備においては市民か

らの提案の反映を図るなど、市民に愛され、市民とともに

生きる水辺空間づくりに取り組みます。

�親水空間の周辺への植栽等により、快適な瀬づくりに努め、

子どもたちが集える場を創出します。



（１）現況と課題

20．循環型社会
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地球の温暖化や酸性雨、オゾン層の破壊など、地球規模での

環境問題への対応が求められる中、環境への関心が高まってい

ます。

山口県においても、ゼロエミッション※社会の構築を県政の

最重要課題と位置づけ、山口エコタウン事業の推進が図られて

います。

こうした中、本市では、「一般廃棄物処理基本計画」を策定

し、ごみの減量化に取り組む一方、環境に負荷の少ない循環型

社会の実現に向けて、ごみの再資源化を促進し、リサイクルセ

ンター・ストックヤードを活用したリサイクルの推進に取り組

んでいます。

また、地球温暖化の原因である温室効果ガス排出量削減のた

めに、平成15年6月に市役所事務を対象とした「エコ・オフィ

ス実践プラン」、さらに平成16年3月には市全域を対象とした

「地域省エネルギービジョン」を策定し実践しています。

こうした取り組みを体系的に推進していくため、平成16年8

月に、市民、事業者、行政の役割と責務を明確にし、環境への

取り組みを示す「環境基本条例」を施行しました。現在、環境

施策に関する基本的な方針を示す「環境基本計画（仮称）」の

策定を進めているところです。

また、平成15年4月に、臨海部に立地している石油化学コン

ビナートの区域が、全国有数の自家発電施設を有する特性を生

かし、企業間の電力相互融通によるエネルギー消費の高効率化

を図るための電気事業法の特例措置を認める「環境対応型コン

ビナート特区」の認定を受け、続いて、徳山下松港が静脈物流

の拠点施設として「リサイクルポート」の指定を受けました。

ゼロエミッション
あらゆる廃棄物を原
材料等として有効活
用することにより、
廃棄物を一切出さな
い資源循環型の社会
システム。
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これに伴い、企業活動の分野においても、環境との調和に向

けた取り組みが活発に展開されています。また、世界初となる

ペットボトル樹脂再生プラントが稼動するなど、廃棄物を原材

料とする新たな産業も育ちつつあります。

さらに、平成16年6月には、特区との相乗効果により、一層

の地球温暖化対策と地域経済の活性化、雇用の創出を図るため

の「地球温暖化防止まちづくり計画」が地域再生計画として認

定されました。また、森林バイオマスなどの再生可能エネルギ

ー※をはじめ、新エネルギーの導入促進に向けた「地域新エネ

ルギービジョン」を策定しました。これにより、地域の特色を

生かした「環境と経済の好循環のまちづくり」への取り組みが

一層進められることになります。

こうしたさまざまな取り組みにより、大量生産や大量消費、

大量廃棄の社会経済活動のあり方を見直し、市民、事業者、行

政が協働して循環型社会づくりに取り組んでいくことが必要です。

資源やエネルギーの循環・効率化を進め、循環型社会の周

南モデルの形成を目指します。

再生可能エネルギー
石油、石炭等の有限
な化石燃料等に対し、
自然環境の中で繰り
返し起こる現象から
取り出すエネルギー
の総称。太陽光や太
陽熱、風力、バイオ
マス、地熱、波力、
温度差等を差し、自
然エネルギーともい
う。新エネルギーに
含まれる。

循環型社会

�「環境と経済の好循環のまちづくり」の推進

�ごみの発生抑制・再使用・再生利用の推進

�効率的な廃棄物処理システムの確立

�環境教育の推進

�環境自治体のシステムづくり
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1「環境と経済の好循環のまちづくり」の推進

�「地球温暖化防止まちづくり計画」及び「地域新エネルギ

ービジョン」に基づき、民間事業者や県との協働により、

二酸化炭素排出量の削減や新エネルギー導入等を通じた地

域経済の活性化、雇用の創出に努め、特徴ある「環境と経

済の好循環のまちづくり」を進めます。

Ａ．産業特性を生かしたエネルギー対策の推進

�石油化学コンビナートのソーダ工場が有する全国一の水素

副生能力を活用した燃料電池※の実証研究をはじめ、地域

の産業特性を生かした新エネルギー導入への取り組みを進

めます。

�「環境対応型コンビナート特区」の認定に基づく地区内事

業所におけるエネルギーの効率的な供給・利用に向けた取

り組みを支援します。

Ｂ．自然資源を生かした再生可能エネルギーの活用

�中山間地域における県下有数の森林資源を生かした森林バ

イオマスエネルギーをはじめ、風力、太陽光などの再生可

能なエネルギーの活用について検討を進めます。

Ｃ．港湾機能を生かした新たな環境関連産業の創出

�リサイクルポートに指定された徳山下松港を静脈物流拠点

として位置づけ、臨海部における基礎素材型産業の集積を

生かした新たな環境関連産業の創出や、既存産業の環境分

野への事業展開の促進を図るとともに、環境関連事業を手

がける中小企業に対しても、情報提供や技術供与が可能と

なるシステムの構築を目指します。

燃料電池
水素と酸素の化学的
な結合反応によって
生じるエネルギーに
より発電させる装置
のこと。この反応に
より生じる物質は水
だけであり、クリー
ンで高いエネルギー
効率であるため、地
球温暖化問題の解決
策として期待されて
いる。
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�市民、事業者、行政それぞれが主体となり協働して、ごみ

の発生・排出削減や再資源化に取り組みます。

Ａ．家庭でのごみの減量化・再資源化の推進

�発生抑制（リデュース）、再使用（リユース）、再生利用

（リサイクル）の３Ｒを基本とし、家庭での分別・資源物

回収の徹底によるごみ減量運動に取り組みます。

�家庭ごみコンポスト化事業の積極的な推進により、生ごみ

の減量化・再資源化に取り組むなど、市民と協働した施策

を進めます。

Ｂ．リサイクルプラザ、リサイクルセンターの整備、充実

�収集された資源ごみ、粗大ごみ等の効率的な選別、再資源

化を行うため、ごみ減量化やリサイクルに関する体験学

習・啓発のための機能を併設する「リサイクルプラザ」の

整備を進めます。

�既存のリサイクルセンター・ストックヤードを有効に活用

し、地域に密着したリサイクルを推進します。

周南市地球温暖化防止まちづくり計画 
（施設整備計画の概要） 

施設整備計画 
環
境 

地
球
温
暖
化
防
止 

と
経
済 

環
境
産
業
の
育
成 

の
好
循
環 

地域の産業特性 
太陽光発電等クリーンエネルギーの導入 

石炭火力発電施設へのバイオマス導入 

クリーン 
エネルギー 
導入促進 

小型風力発電等の導入 

石炭燃料への木質バイオマスの混焼 

燃料電池コージェネレーションシステム導入 

県産温暖化防止製品の導入 

灯油・LPG改質燃料電池 

水素の安定供給 

太陽光発電 
の導入 

定置用燃料電池 
水素供給インフラ 

地球温暖化防止 
機器・設備等の導入 

太陽電池の 
原材料供給 

多結晶シリコン製造 
世界2位、国内1位 
の製造能力 

国内最大級の石炭 
火力自家発電施設 

ソーダ工場の全国一 
の水素副生能力 

石油精製 石油化学工場の 
　○水素製造余力 副生水素 
　○改質技術 
　　灯油、LPG、DME 水素 

太陽電池式白色LED街灯 
地下設置式メタン発酵システム 
地熱利用省エネシステム 
セルロースファイバー利用断熱工法 
超熱伝導サーマルクィック 
GS外断熱工法 
紫外線・熱線カットコーティング剤 
間伐材利用温水式床暖房　など 

県産温暖化防止製品 

■周南市地球温暖化防止まちづくり計画の概要 
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3効率的な廃棄物処理システムの確立

Ａ．ごみ収集体制の統一

�「一般廃棄物処理基本計画」に基づき、各地域で異なって

いるごみ収集・処理システムを統一し、市全域のごみ処理

の効率化を図ります。

Ｂ．し尿収集、処理の適正化の推進

�老朽化が進むし尿処理場の早急な整備を図ります。

�市域全体での適正なし尿処理について検討を進めます。

Ｃ．廃棄物不適正処理の防止

�関係機関と協力して行う不法投棄パトロールや放置自動

車・自転車対策等により、廃棄物の不適正処理の防止対策

を図ります。

Ｄ．将来の廃棄物処理システムの構築

�海面埋立事業を活用した将来の廃棄物処理システムの構築

について検討します。

4環境教育の推進

�市内外のごみ処理施設、リサイクル施設及び環境関連企業

の見学会や環境問題についての勉強会・出前講座の実施、

リサイクル啓発イベントの開催、環境教育資料の作成・配

布などにより、市民生活や事業活動を環境配慮型に転換す

るための教育・啓発活動の推進を図ります。

�小中学校における環境教育の推進・拡充を図り、子どもの

頃からの環境意識の醸成に努めます。

�環境衛生推進団体と連携した啓発事業の実施や環境衛生自

治会活動及びクリーンリーダー制度の充実、環境にやさし

い企業登録制度の導入等の推進により、循環型社会づくり

においてリーダーとなる人材の育成や団体等への支援に努

めます。
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5環境自治体のシステムづくり

�職員の環境保全意識の向上を図り、ＩＳＯ１４００１の認

証取得等による環境自治体を目指したシステムづくりを進

めます。

�「エコ・オフィス実践プラン」に基づき、省エネルギーや

ごみの減量化・再資源化をはじめ、建築物の建設・管理に

あたっての環境への配慮や、環境に配慮した製品の購入・

使用を推進し、環境にやさしいエコ・オフィスづくりを進

めます。

�「地域省エネルギービジョン」に基づき、公共施設の省エ

ネルギー設備改修等を推進します。



（１）現況と課題

21．自然環境
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本市は、山と海に囲まれた豊かで美しい自然を有しています。

また、八代地区周辺は本州で唯一のナベヅルの渡来地となって

いるなど、各地に希少動植物が生息・群生しています。さらに、

臨海部の大島半島や大津島は、瀬戸内海国立公園として指定さ

れているほか、鹿野地域には、錦川や佐波川の源流部をはじめ

として、重要な水源林があり、豊かな自然に恵まれています。

こうした豊かで貴重な自然は、農林水産業の振興上、重要な

要素であるとともに、水源については、水道水等の重要な供給

源となっており、国土の保全やゆとりある市民生活を送る上で

欠かすことのできない市民共有の財産です。

このため、関係団体や市民グループ等と連携を図りながら、

自然環境の保全に努めており、今後も自然保護活動や環境保全

活動等の事業の展開を図りながら自然環境の保全や自然を大切

にする豊かな心を後世に受け継いでいく必要があります。

一方、「エコロジー」という言葉に代表されるように、自然

と人との関わり方も「自然を守る」から「自然とともに生きる」

という姿勢に変化しつつあり、こうした時代の流れにも対応し

た施策の展開が求められています。



（４）施　策

（３）施策の体系

（２）施策の方向

127

前 期 基 本 計 画

第
二
章
　
第
二
節

快
適
に
暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り

自然環境との共生を基本に、地域特性に応じた自然環境の保

全と活用を市民とともに推進します。

1自然の保全と活用施策の充実

�自然環境の適切な把握により、地域特性に応じた農林水産

業の振興や都市住民との交流活動のほか、観光資源等への

活用法を検討します。

�かけがえのない自然を後世に引き継いでいくため、ナベヅ

ルやブナの原生林など希少動植物の保護の徹底を図ります。

�宅地開発等が行われる際には、周囲の自然環境と調和したも

のとなるように、事業者への指導の徹底と誘導に努めます。

2自然と市民のかかわりの創出

Ａ．市民参加の自然保護活動

�農林業従事者の減少等により、農地や森林の荒廃が進んで

おり、地域住民やボランティア団体等と協力しながら、潤

いのある自然の再生に取り組みます。

�河川の持つ潤いのある空間や水資源としての重要性を再認

識するため、地域住民やボランティア団体等と協力しなが

ら、河川や水源森林の保全に努めます。

自然環境

�自然の保全と活用施策の充実

�自然と市民のかかわりの創出
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Ｂ．市民の自然共生意識の啓発

�一人ひとりの市民が自然との共生意識を持てるように、

自然環境の保全に関する情報提供や啓発活動を積極的に

行います。

�環境美化推進運動や「花いっぱい運動」等の活動の促進

を図ります。

Ｃ．交流手段としての自然の活用

�自然との関わりの少ない都市部の人たちが、自然との共

生意識を体験することのできる「グリーンツーリズム」

等を実施し、自然を舞台とした「都市と農村との交流」

の活性化を図ります。



（１）現況と課題

22．地域情報化
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パソコンや携帯電話をはじめとする情報機器の急速な普及と

ともに、インターネットの発達により、情報通信の分野は大き

く様変わりしてきました。文字、音声、動画など、マルチメデ

ィアでの情報のやり取りが日常的に行われ、インターネットに

接続すれば世界中のさまざまな情報の入手や世界中に向けた情

報発信を簡単に行うことができる時代となりました。

こうした情報化社会の恩恵を享受するには、画像や動画など、

データ量の多い情報を短時間に送受信できるブロードバンド※

の通信環境が必要とされ、市内でも、人口密集度が高い地域に

おいては、ＡＤＳＬ※やＦＴＴＨ※等の高速通信サービスが提

供されています。

しかし、山間部や島しょ部等の人口密集度が低い地域にあっ

ては、こうしたサービスが提供されていないなど、地域間の情

報通信格差が課題となっています。

このため、本市では第三セクターのケーブルテレビ事業者に

よるエリア拡張を支援し、テレビ視聴における格差是正ととも

に、ＣＡＴＶインターネットが利用できる区域の拡大に努めて

います。

また、こうした高度情報化時代に対応するため、市では行政

分野における情報化も積極的に進めており、ＣＡＴＶをネット

ワーク回線として利用した行政イントラネット※を整備し、市

のホームページを通じて、さまざまな市政情報を発信・提供し

ているところです。

今後は、より高度な行政サービスを提供していくため、行政

のあらゆる分野での電子化を進め、「電子自治体」の構築を目

指すことが求められています。

こうした情報化の推進にあたっては、十分なセキュリティ対

策を講ずるとともに、市民や市職員の情報活用能力の向上にも

努めていくことが必要となります。

ブロードバンド
（Broadband）
広帯域。データが行
き来するための道幅
が広いという意味で
使われる。高速で大
容量の情報のやりと
りが可能なインター
ネット接続のこと。

ADSL
（Asymmetric
Digital Subscriber Line）

一般の電話回線を用
い、音声を伝えるの
には使わない高い周
波数帯を利用して高
速データ通信を行う
もの。

FTTH
（Fiber To The  Home）
家庭やオフィスに光
ファイバーをダイレ
クトに引き込む超高
速通信サービス。

イントラネット
（intranet）
インターネットの通
信技術を使って構築
した企業や団体の組
織内ネットワーク。



（４）施　策

（３）施策の体系

（２）施策の方向

130

「人、モノ、情報」の交流促進のため、地域と行政の両面で

情報化を推進します。

1情報通信基盤の整備

�高度情報化社会の基盤となる高速通信回線網として、ＣＡ

ＴＶを市内全域に整備し、市民生活や産業活動の利便性の

向上を図ります。

�高速通信回線網を活用し、行政サービスの向上に取り組み

ます。

2電子自治体の推進

�市役所業務の電子化を推進し、行政運営の効率性や透明性

を高めるとともに、情報公開を進め、市民の市政への参画

を促進します。

�家庭や職場から24時間いつでも各種申請や届出ができる電

子申請受付システムの構築やホームページの充実強化等を

進めます。

�電子化の推進にあたっては、システムの安定稼動とセキュ

リティへの十分な配慮のもとで取り組みを進めます。

地域情報化

�情報通信基盤の整備

�電子自治体の推進

�ＩＴ活用能力の向上
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�内部事務の電子化として、電子決裁基盤を構築し、文書管

理、財務会計等のシステムとの連携を図って、総合的な行

政情報システムを確立するとともに、電子入札などができ

る体制を構築します。

3ＩＴ活用能力の向上

�電子自治体を推進し、ＩＴを活用して高度な市民サービス

を提供するためには、サービスを提供する側も受ける側も、

パソコン等の情報機器に対する知識や利活用能力が必要と

なるため、ＩＴ活用能力の普及向上に向けた取り組みを進

めます。



（１）現況と課題

23．地域福祉（社会福祉）
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平成１２年に改正された社会福祉法において、「誰もが地域

での通常の社会参加の機会を得ることができる地域の体制づく

り（ノーマライゼーション社会の実現）」を目標に、社会福祉

の基本理念として「地域福祉の推進」が明確に位置づけられま

した。そのためには、地域における人と人とのつながりを維持

し、その中で一人ひとりのその人らしい暮らしの質を保障する

ための条件整備や確実な情報提供、バリアフリー化等を推進す

ることが重要となります。

さらには、介護保険・障害者支援費制度の導入によって、行

政が福祉サービスを決定する「措置」制度から、サービス利用

者の「選択」の権利を保障し、個人の尊厳を尊重する制度へと

転換を遂げました。

こうした中、市民が住み慣れた地域の中で、その人らしい豊

かな暮らしが実現できるように、一人ひとりが選択するライフ

スタイルに応じた福祉サービスを提供するために、保健や医療

との連携のもと、総合的な施策の推進に努めていくことが求め

られています。

これは、行政の施策のみで実現できるものではなく、地域福祉

の場合、人々が日常生活圏で地域関係を維持しながら営まれるこ

とが望ましいことから、地域住民が相互に助け合うシステムや環

境を構築することが必要です。このような住民組織やボランティ

ア、福祉ＮＰＯ等を育成、支援していくことは、地域福祉のより

重層な展開を図る上で、たいへん重要になっています。

こうしたことから、地域福祉の一層の充実に向けて「地域福

祉計画」の策定を進めており、今後、この計画に基づく諸施策

の推進に努め、市民一人ひとりが地域で安心して生き生きと生

活できる地域社会の実現を図っていきます。

第3節　安心して暮らせるまちづくり
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（３）施策の体系

（２）施策の方向
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ノーマライゼーションの理念のもと、すべての人にやさしい

福祉のまちづくりを目指します。

1福祉サービスの充実・開発

Ａ．個別ニーズへの対応

�公平・平等の理念を貫きながらも、一人ひとりのニーズに

応じた福祉サービスの提供に努めます。

�衣・食・住の充足にとどまらない、文化的・社会的な生活

こそが人間らしい暮らしであり、地域生活の全体像を視野

に入れながら、「生活の質を高める支援」を目標に掲げ、

その対応を図ります。

Ｂ．地域の福祉課題や福祉ニーズの把握

�刻々と変化する状況の中、一般的な福祉課題やニーズの変

化ばかりではなく、地域固有の福祉課題やニーズの変化を

すみやかに把握するシステムを構築し、新たなサービスの

開発に努めます。
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地域福祉（社会福祉）

�福祉サービスの充実・開発

�福祉サービスの適切な利用促進

�地域福祉活動への住民参加の促進

�ユニバーサルデザインのまちづくりの推進
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Ｃ．民間事業者との協働・連携

�市民一人ひとりの多様なニーズへ対応し、きめ細かなサー

ビスを展開するため、民間事業者・福祉ＮＰＯ等との連携

を密にし、総合的な施策の推進に努めます。

�福祉ニーズの増大や多様化、高度化に対応するため、関係

機関と連携し、人材の育成に努めていくほか、福祉従事者

に対して多彩な学習とスキルアップの機会を提供し、資質

の向上を図ります。

Ｄ．福祉施設の適正な整備と地域開放

�在宅福祉サービス時代の今日にあっても、市民の福祉施設

に対する期待は大きく、こうした声に応えるため、適切な

施設整備に努めるほか、介護技術などの施設の持つ機能の

地域への開放を促進します。

2福祉サービスの適切な利用促進

Ａ．福祉サービスの利用の促進に関する情報提供システムの構築

�今日の福祉サービスは多岐にわたって展開されており、そ

の情報を入手、あるいは適切に理解できない市民も多く存

在するものと考えられることから、関係機関とのネットワ

ークを形成し、福祉サービスの情報提供システムの構築に

努めます。

Ｂ．総合相談体制の確立

�健康に関する教育・相談体制、健康診査や予防施策等の保

健福祉の情報提供、また、疾病対策としての一次医療と入

院可能な二次医療体制等、関係機関との連携をさらに強化

し、ケアマネジメントシステムの充実を図ります。

�地域で安心して自立した生活を継続できるよう、判断能力

が不十分な人の成年後見制度や福祉サービス利用援助事業

の活用への支援を進めます。
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3地域福祉活動への住民参加の促進

Ａ．地域福祉活動組織の育成・支援

�地域生活支援は、地域における人と人とのつながりを断ち

切らないケアが必要であり、住民の関わりはもっとも重要

視されるものです。民生委員児童委員協議会、地区社会福

祉協議会、福祉員会等、地域福祉活動を展開する組織の活

性化を図るほか、市民一人ひとりのボランティア活動等へ

の参画意識の高揚やボランティアグループ、福祉ＮＰＯ等

の育成・支援に努め、日常生活圏域において、地域住民参

加のもとで展開されるネットワーク型のサービス形態の育

成・支援を推進します。

Ｂ．福祉教育の推進

�学校や社会教育機関と連携し、学校・地域社会における福祉

教育の推進に努めるほか、家庭における教育機能の回復を図

り、市民参加型福祉社会の構築に向けた基礎を築きます。

4ユニバーサルデザインのまちづくりの推進

�公共施設や歩車道の段差の解消、道路の斜度の改善、低床

バスの導入支援などのバリアフリー化や、子どもや高齢者、

障害のある人等にも理解できる情報伝達手段等の整備を推

進することにより、すべての人が安心して暮らせるユニバ

ーサルデザインのまちづくりを推進します。
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（１）現況と課題

24．高齢者福祉
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本市においても、高齢化が急速に進展しており、65歳以上の

高齢者の人口に占める割合は21.6％（平成16年4月1日現在）と

なっており、今後、ますますこの傾向が進むことが予測され、

また、高齢者の中で一人暮らしの占める割合も13.8％（平成15

年5月1日現在）と年々高くなっています。

こうした状況に伴って、寝たきりや認知症等の介護を必要と

する高齢者も急速に増加しており、高齢者を取り巻く環境は大

きく変化しています。

こうしたことから、平成15年に高齢者の介護、保健及び福祉

等に関する総合的な計画として「高齢者にやさしいまちづくり

プラン（介護保険事業計画・老人保健福祉計画）」を策定しま

した。

このプランに沿って、高齢者が社会の一員として、さまざま

な社会活動を通じて、生きがいを持ち、活力を持って日々暮ら

せるように、就労の機会をはじめ、高齢者の社会参加のための

環境づくりを推進することが重要です。

また、介護が必要となった場合においても、できる限り住み

慣れた家庭や地域で安心して生活が送れるように、利用者本位

の福祉サービス提供の実現に向け、支援体制の確立が必要です。

一方、施設入所が必要な場合についても、そのニーズについ

て細かな分析を行っており、真に高齢者の幸せにつながる高齢

者福祉施設の整備、充実にも努めています。

高齢者が安心して生き生きと暮らすことのできる社会の実現

は、すべての市民にとって非常に重要な課題であり、今後とも

市民、地域、企業、行政が一体となって、保健、医療、福祉の

連携による高齢者施策の総合的な推進を図っていくことが大切

です。
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特に、住み慣れた地域で安定した暮らしが実現できるように、

在宅福祉サービスの充実に努めることが必要であるとともに、

高齢者が生涯を通じて、長年培ってきた知識や経験を生かし、

健やかで自立した生活ができるように、生涯現役社会に向けた

環境づくりが求められています。
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■周南市の高齢者人口・高齢化率の推移 

■周南市の一人暮らしの高齢者の推移 

■周南市の地域別高齢化率の推移 
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（４）施　策

（３）施策の体系

（２）施策の方向
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高齢者が生涯を通じて健やかで自立した生活を送ることがで

きる社会的支援システムの構築を目指します。

1介護予防の推進

Ａ．高齢者保健事業の充実

�生活習慣病の予防を図ることを目標に、健康相談、健康診

査、訪問指導等を実施します。

Ｂ．高齢者生活支援施策の充実

�高齢者の自立した生活を支援するため、配食サービスやデ

イサービス等の各種生活支援施策の充実を図ります。

Ｃ．生きがい・健康づくり施策の充実

�敬老会、介護予防教室等の各種事業を地域と一体となり推

進します。

Ｄ．認知症性高齢者に対する総合的な施策の推進

�認知症に対する正しい理解、適切な介護の方法等の普及啓

発や、予防対策としての健康教育・健康相談の実施、相談

体制・サービス提供体制の整備に努めます。

高齢者福祉

�介護予防の推進

�生涯現役社会づくりの推進

�高齢者の生活環境の整備

�介護保険制度の円滑な運営
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Ｅ．家族介護支援事業の充実

�高齢者が住み慣れた自宅で自立した生活をするためには、

家族による支えが重要となることから、家族介護者を支援

するための事業を実施します。

Ｆ．介護予防施策の推進体制の整備

�支援を必要とする高齢者が地域で自立した生活ができるよ

うに、地域住民の参画を得ながら、保健センター、在宅介

護支援センターを中心に総合的にサービスが提供できる体

制づくりを推進します。

2生涯現役社会づくりの推進

Ａ．生涯現役社会の実現に向けた環境づくり

�生涯現役社会の実現に向け、各種イベントの開催や広報等

による周知やさまざまな分野におけるリーダーの育成を推

進します。

Ｂ．社会参加・社会貢献活動の促進

�地域社会の一員として、高齢者が長年培ってきた経験、知

識を生かして積極的に地域活動に参加できる機会づくりや

環境づくりを進めるとともに、地域で尊敬される存在とな

れるような生きがいづくり・仲間づくりの支援をします。

Ｃ．多様な就労機会の確保・働く環境づくり

�シルバー人材センター、高齢者生産活動センターなどの機

能の充実を図りながら、就労機会の確保を一層推進すると

ともに、個々の状態に応じて働くことのできる環境づくり

に努めます。

Ｄ．生涯にわたる学習・スポーツ活動の推進

�高齢者の学習・文化活動を推進するため、福祉センター等

での趣味・教養講座の開催等を図るとともに、スポーツ活

動へのニーズに対応できる体制づくりに努めます。
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3高齢者の生活環境の整備

Ａ．高齢者の多様なニーズに対応した居住関係施策の推進

�住み慣れた地域において、だれもが安心して生活できるよ

う必要に応じ、従来の画一化したケアハウス※や養護老人

ホームといった施設のみならず、世代間交流も可能な新た

なスタイルの居住関係施設の整備や住宅改修支援の充実に

努めます。

Ｂ．地域における高齢者の支援体制の確立

�在宅介護支援センター等による総合的な相談体制を充実す

るとともに、地域住民、ボランティア、関係団体、行政が

一体となって支えあう体制づくりや緊急通報体制の拡充を

推進します。

Ｃ．高齢者が安心して外出できる環境の整備

�すべての市民が安全で快適な日常生活を送れるよう、公共

施設等のバリアフリー化をはじめ、ハード・ソフト両面に

わたる福祉のまちづくりを推進します。

4介護保険制度の円滑な運営

Ａ．サービス提供基盤の整備

�居宅サービスについて、安定的な提供が図られるよう、サ

ービス基盤の維持・強化に努めます。

�施設サービスについては、的確な介護需要の把握をもとに

整備を進めるとともに、ユニットケア方式※によるサービ

スの質の向上や、グループホーム※等の在宅的施設の整備

についても検討していきます。

Ｂ．利用者主体の体制づくり

�利用者がサービス内容について、主体的に事業者の選択が

できるように情報提供を行うとともに、さまざまな相談、

苦情に対応できる体制づくりに努めます。

�特別養護老人ホームへの入所希望者については、必要性の

高い方からの入所を進めるために、施設の入所検討委員会

との連携により、円滑な施設入所に努めます。

ケアハウス
60歳以上の身体機能
の低下があるかまた
は独立して生活する
ことに不安のある高
齢者で、家族による
援助を受けることが
困難な方が入所でき
る施設。自立した生
活を送れるように配
慮されており、介護
を必要とする状態に
なった場合は、訪問
介護等の介護保険サ
ービスも利用できる。

ユニットケア方式
施設の居室をいくつ
かのグループに分け
て、それぞれを一つ
の生活単位とし、少
人数の家庭的な雰囲
気の中でケアを行う
もの。

グループホーム
地域社会のなかにあ
る住宅（アパート、マ
ンション、一戸建て
等）において、数人
の認知症性高齢者が
共同生活を営むもの。
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Ｃ．介護サービスの質的向上の促進

�介護支援専門員（ケアマネジャー）※が適切な居宅サービス

計画を作成できるように、情報の提供や研修の実施、事業

者間の連携の促進を図ります。

Ｄ．円滑な制度運営のための体制づくり

�介護保険制度のより一層の理解を深めるための普及啓発活

動を進めます。

�要介護認定の質を向上し、均質化を図るための研修を実施

するとともに、情報提供を行い、より公平公正な認定に努

めます。
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介護支援専門員
（ケアマネジャー）
居宅要介護者等の依
頼を受けて、その心
身の状況、置かれて
いる環境、家族の希
望等を勘案し、居宅
サービス計画を立て
る専門家。



（１）現況と課題

25．障害者福祉
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本市ではノーマライゼーションの理念のもと、「自立と社会

参加」を基本として、障害者福祉サービスの提供に努めてきま

した。

こうした中、社会福祉法等の一部が改正され、平成15年度か

ら、これまで行政がサービスの受け手を特定し、サービスの内

容を決定していた「措置制度」にかわり、障害のある人自らが

サービスを選択し、事業者や施設と対等な立場に立って契約に

よりサービスを利用できる「支援費制度」がスタートするなど、

障害のある人を取り巻く環境も大きく変化しています。

障害のある人が住み慣れた地域の中で、安心して生き生きと

暮らしていけるように、利用者の視点に立って、ホームヘルプ

サービスやデイサービス、ショートステイ等の在宅福祉サービ

スの充実に努め、一人ひとりのニーズに応えていくことが必要

です。

このためには、協働、支え合いの精神のもと、地域での支援

体制を整備していくとともに、その担い手として期待されてい

るボランティア団体やＮＰＯ等の育成や活動の支援に取り組ん

でいくことも大切です。

また、「自立と社会参加」の促進に向けて、市街地や施設に

おけるバリアフリー化、ユニバーサルデザインの導入や、通所

授産施設、福祉作業所及び共同作業所等の整備・充実を図るな

ど、人にやさしいまちづくりを推進していくことが必要です。



（４）施　策

（３）施策の体系

（２）施策の方向
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障害のある人もない人も、ともに社会の一員として生活し、

活動する地域社会づくりを目指します。

1福祉サービス基盤の整備と充実

Ａ．福祉サービス基盤の整備

�グループホームなど居住環境を整備するとともに、安心し

て外出できるような基盤の整備を目指します。

Ｂ．在宅福祉サービスの充実

�補装具等の給付や重度障害者医療費等の各種助成制度の充

実を図るとともに、ホームヘルプサービス等の支援費制度

事業についても、周知の徹底と制度の充実を図ります。

Ｃ．施設福祉サービスの充実

�地域における既存施設の有効活用のため、相互利用の推進

やそれぞれのニーズに応じた施設の整備を図ります。

障害者福祉

�福祉サービス基盤の整備と充実

�地域での支え合いの推進

�就労の促進と拠点の整備

�余暇活動・芸術活動の支援
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2地域での支え合いの推進

Ａ．障害者支援ボランティアの育成

�手話サークルや要約筆記サークル、点訳・音訳サークルな

ど、障害のある人を支える障害者支援ボランティアやＮＰ

Ｏの育成の取り組みを進めます。

Ｂ．保健・医療・福祉のネットワークの構築

�医療・保健関係機関との連携を図り、保健・医療・福祉の

ネットワークを構築し、総合的な支援を行います。

3就労の促進と拠点の整備

Ａ．雇用対策の推進

�公共職業安定所をはじめ、関係機関との連絡を強化し、障

害のある人の雇用に関する啓発活動を推進するなど、雇用

環境の整備を促進します。

Ｂ．就労施設の整備促進

�地域における昼間活動の場として重要な役割を果たしてい

る福祉作業所や共同作業所等の施設の充実に努めます。

4余暇活動・芸術活動の支援

�ノーマライゼーションの理念に従い、障害のある人の余暇

活動や芸術活動を支援します。



（１）現況と課題

26．児童福祉
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本市の5歳以下の乳幼児数は、平成7年の国勢調査での8,857

人から、平成12年の国勢調査では8,738人となり、119人減少し

ており、少子化傾向にあります。

一方、本市には公立19園、私立8園の計27園（平成16年4月現

在）の保育所があり、乳幼児人口が減っているにもかかわらず、

女性の社会進出等の影響により、入所児童数は増加しています。

現在、保護者の保育料の負担の軽減を図るため、二人以上の子

どもが保育所に通っている場合、一人のみ保育料を徴収し、他の

子どもについては保育料を無料とする制度を実施しています。

また、現在の社会情勢を踏まえ、多様化する保育ニーズに応

えるため、延長保育や一時保育、休日保育、病後児保育等の拡

充に努めています。

さらに、子育て交流センターを設置して子育ての支援を行う

とともに、会員相互で育児の支援を行うファミリーサポート事

業や、育児に対する不安や悩みの相談、親子ふれあいの場を提

供する子育て支援事業にも積極的に取り組んでいます。

今後も、子どもを安心して育てられる地域社会の実現に向け

て、子育てのための環境づくりを推進していくことが求められ

ています。

また、新たな課題として、保育所と幼稚園の連携強化につい

ても検討する必要があります。
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子どもと子育てにやさしいまちを目指し、子どもを安心して

育てることができる環境づくりを進めます。

■周南市の乳幼児人口の推移（0～5歳） 

■周南市の保育所入所児童数の推移 
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※各年４月１日現在 
　資料：児童家庭課 
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乳幼児人口 

総人口に占める割合 

※資料：国勢調査 

児童福祉

�保育施設の整備・適正化

�保育の充実

�児童育成環境の整備

�保育所・幼稚園の連携強化
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1保育施設の整備・適正化

�保育ニーズへの適切な対応や良好な保育環境の確保を図る

ため、施設の整備・充実に努めるとともに、民営化の促進

を図るなど、運営の健全化に努めます。

2保育の充実

Ａ．特別保育事業の実施

�延長保育、一時保育、乳児保育、障害児保育、休日保育、

病後児保育など、さまざまな保育ニーズへのきめ細かな対

応に努めます。

Ｂ．保育士等の資質の向上

�多様化する保育ニーズに対応するため、研修制度を拡充し、

保育士等の資質の向上を図ります。

Ｃ．保護者負担の軽減化

�２子以上入所世帯の１子以外の保育料の無料化や３子以上

世帯における３才未満児の保育料の減額など、多子世帯に

対する保護者負担の軽減に努めます。

3児童育成環境の整備

�地域における児童の活動拠点として、計画的に児童館の整

備を図るとともに、児童クラブの充実に努めます。

�子育て交流センターを拠点とし、各保育所に設置する子育

て支援センターと連携しながら、子育て支援に努めます。

�子育てに関するさまざまな問題に対応できるように、相談

体制の充実に努めます。

4保育所・幼稚園の連携強化

�家庭や社会の要請、時代の変化への対応を図るため、両者

の特性や地域の実情を踏まえながら、保育所・幼稚園の連

携強化に向けた研究を進めます。



（２）施策の方向

（１）現況と課題

27．母子（父子）福祉
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母子（父子）家庭は、経済的な問題や精神的な悩み等を抱え

ているケースが多く、このため、児童扶養手当等の諸手当や医

療費の助成等の経済的支援とともに、母子自立支援員、児童家

庭相談員による生活相談等の精神面に対する支援に努めてきま

した。

また、安定した暮らしを実現するためには、就業の場の確保

が大切であることから、公共職業安定所等と連携し、就労に向

けての相談や情報提供等も実施しています。

今後とも、諸手当の拡充や医療費等の助成、生活面での悩み

や就労のための相談業務の充実など、経済的、精神的な自立支

援に努めるとともに、子どもの健全育成を図っていく必要があ

ります。

母子（父子）家庭において親と子が、ともに健康で文化的な

安定した生活が送れるように、生活支援策の充実や相談体制の

拡充に努めます。



（４）施　策

（３）施策の体系

149

前 期 基 本 計 画

第
二
章
　
第
三
節

安
心
し
て
暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り

1経済的自立の支援

�児童扶養手当等の諸手当の拡充とともに、就労の相談・情

報提供や資格取得に対する支援、公営住宅優先入居制度等

により、母子（父子）家庭の生活の安定と経済的自立を支

援します。

�母子（父子）家庭の健康の増進と児童の健やかな成長を支

援するため、医療費の一部助成を行います。

2精神的自立の支援

�母子自立支援員、家庭児童相談員、民生・児童委員等の連

携により、生活実態を把握するとともに、子育てや生活面

での専門的な相談体制を充実し、家庭の事情に応じて身近

で適切な対応ができる相談業務の推進を図ります。

�母子（父子）家庭の精神的安定と生活の自立を促進すると

ともに、母子・寡婦福祉団体等の育成・支援に努めます。

母子（父子）福祉

�経済的自立の支援

�精神的自立の支援
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28．社会保障制度
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社会保障制度は、市民のだれもが安心して健康的な生活が送

れるように、社会全体でともに支え合う相互扶助の制度です。

このうち、国民健康保険は、市民の福祉と健康を維持する上

で欠かせない制度ですが、急速な高齢化や疾病構造の変化、医

療の高度化等によって、医療費は年々増加しており、国民健康

保険の会計を圧迫しています。このため、医療給付費等の支出

見込額を的確に把握し保険料の決定を行い、保険料収入確保の

ため収納率の向上を図ることが必要であるとともに、加入者で

ある市民の健康増進に努めていくことも重要です。

老人保健医療については、平成14年の制度改正により老人医

療の受給者は平成19年9月までは減少しますが、一人当たりの

医療費は増加傾向にあるため、健全な運営と高齢者の健康保持

に努めることが必要です。

また、国民年金も今日の社会情勢により、未納・未加入者の

増加や高齢少子社会の到来による現役世代の負担増が生じてい

ます。今後さらに進む高齢化・少子化に対応できるように、負

担・給付・制度のあり方を踏まえ、市民の理解を得るための周

知、啓発に努めていくことが重要です。

生活保護制度は、さまざまな事情で生活に困っている人々に

対して、その生活を保障する制度であるとともに、自立を支援

していくことを目的としています。被保護者世帯は、今日の社

会経済情勢を反映して微増傾向にあり、中でも、高齢者の占め

る割合が高く、さらに一人暮らしの高齢者が増加しており、こ

れらの人々が心豊かに安心して生活できるように、保護の適正

実施に努めることが大切です。
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すべての市民が、将来にわたり健康で文化的な生活が送れる

ように、国民健康保険や国民年金制度の周知、啓発を図ります。

（３）施策の体系

（２）施策の方向
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1国民健康保険

Ａ．運営の健全化

�財源の確保の面から、口座振替の推進や収納強化策の実施

により、保険料収入の確保に努めます。

Ｂ．医療費の適正化

�レセプト点検の充実強化、重複受診者等に対する適正受診

の指導による医療費の適正化に努めます。

Ｃ．保健事業の充実

�訪問による日常生活指導をはじめ、家庭、学校、地域など、

それぞれの場において健康管理意識の高揚に努めます。

�健康診断の推進による疾病の早期発見や予防、健康づくり

のための各種健康相談等の保健事業を推進します。

社会保障制度

�国民健康保険

�国民年金

�低所得者福祉
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2国民年金

Ａ．相談業務の推進

�市民の年金制度に対する理解を深め、確実な受給権を確保

するための相談業務の一層の充実を図ります。

Ｂ．制度啓発の推進

�広報やパンフレット等を通じて年金制度の周知、啓発に努

めます。

3低所得者福祉

Ａ．自立更生の支援

�要保護世帯等の低所得者対策として、関係機関との連携の

もと、個々の実情に即した指導・援助が行われるように、

相談業務を拡充するとともに、各種制度や諸施策の活用を

図りながら、就労の促進、技術の習得など、自立への支援

に努めます。

Ｂ．救護施設の充実

�老朽化が進んでいる施設において、補修等の整備を進めます。
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29．コミュニティ
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一体感のあるまちづくりと各地域の新たな発展を図っていく

ことは、活力に満ちた周南市を創造していく上でたいへん重要

であり、この基盤として期待されているのが各地域のコミュニ

ティです。

徳山地域においては、全21の小学校区単位ごとに、コミュニ

ティ推進協議会が設立され、それぞれの地域の特性を生かしな

がら、特色のあるコミュニティ活動が展開されています。

また、新南陽地域では、自治会連合会を中心に、他の公共的

団体も加わり、地域内のコミュニティセンターや公民館等を活

動拠点として活発な活動が展開されています。

熊毛地域、鹿野地域においては、ふるさとづくり推進会議等

が中心となって活動が行われています。

このように、本市では、コミュニティ活動が積極的に展開さ

れており、地域の発展に大きく貢献していますが、今後さらに、

地域活動のリーダーとなる人材の発掘、養成を図るとともに、

各地区のコミュニティ組織の連携を強化するため、横断的な組

織を設置するなど、コミュニティ基盤の整備・充実に努めてい

くことが重要です。

超高齢少子社会等に対応していくためにも、地域の連帯感を

深め、ともに支え合う地域社会を実現することが求められてお

り、その基盤となるコミュニティの果たす役割は一層重要なも

のとなっています。

コミュニティ意識の高揚とコミュニティ組織に対する支援に

より、各地域における活動の活性化を図ります。
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1コミュニティ意識の高揚

�住民が地域に誇りと愛着を持つことができるよう、地域の

ことを知り学び、地域の抱える課題を解消する活動を支援

し、コミュニティ意識の高揚を図ります。

2コミュニティ組織の活性化

�自治会や町内会等の地域を単位とする組織の再活性化に努

めるとともに、増加しつつある趣味やまちづくりなど特定

の目的を持って組織された市民団体や、ボランティア団体、

ＮＰＯ等を支援し、両者の連携を促進して、コミュニティ

組織の活性化を図ります。

�コミュニティ活動の活性化を図るために、地域や団体の相

互交流を促進し、連携強化を図ります。

�コミュニティ・リーダーの発掘と育成に努め、インターネ

ット等での情報発信により、人材の活用を図ります。

3活動の場の充実

�コミュニティ活動の場として、公民館等の整備を行うとと

もに、自治会集会所等の整備に対する支援に努めます。

�地域の祭りやイベントのできる広場、ゲートボール場、子

ども広場等の整備への支援に努めます。

コミュニティ

�コミュニティ意識の高揚

�コミュニティ組織の活性化

�活動の場の充実
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生涯にわたり健やかで心豊かに生活を送ることは市民共通の

願いであり、健康に対する関心はますます高まっています。

こうした中、健康づくりは、それぞれの健康観に基づく一人

ひとりの自主的、主体的な取り組みが基本となるとともに、地

域社会全体で個人の健康づくりを支援する環境づくりが不可欠

です。

このため、地域をあげて積極的に健康づくりを推進するため

に、各地域で住民参画による「健康づくり計画」を策定し、地

域特性に応じた健康づくり事業を展開しています。

今後とも、市民の健康づくりに関する啓発や支援に努め、疾

病の発病を予防する「一次予防」に一層重点的な取り組みを進

めるとともに、早期発見、早期治療を目的とした各種健康診査

の充実や健康管理システムを活用した健診結果に基づく健康相

談、保健指導の実施等により、生涯を通じた市民の健康づくり

を総合的に支援する体制づくりを進めていくことが重要です。

従来の健康づくり 

長く生きるために… 
★自分の健康は自分で守る。 

もはや、ひとりでは 
支えきれない… 

知識や技術 
の礎 

高齢化、飽食時代、車社会、ストレス社会 

住　民 

坂
は
ど
ん
ど
ん
き
つ
く
な
る 

新たな健康づくり 

質の高い生活を 
より長く続けるために… 

★健康は個人の力と併せて 
　地域・社会全体で支援する。 

みんなで力を合わせれば 
楽だね… 

知識や技術 
の提供 

地域活動の強化 
（住民組織活動） 

（住民組織活動） 

住民参画 

健
康
を
支
援
す
る
環
境
づ
く
り 

坂
は
ゆ
る
や
か
に
な
る 

豊かな 
人生 

豊かな 
人生 

■「健康づくり計画」における新たな健康づくりのイメージ 
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心身ともに健やかな生活を支えるために、健康づくり計画に

基づき、生涯現役のまちづくりを推進します。

1健康づくり活動の推進

�健康づくりを目的とした市民活動グループの育成支援を行

います。

�「健康づくり計画」に基づき、ウォーキングマップの作成

やイベント・講座の開催等による啓発活動に努め、市民の

健康づくり活動を促す環境づくりを進めます。

2保健指導等の充実

�各種健診データの一元管理を行う健康管理システムを活用

し、継続性のある保健指導を推進することにより、生涯を

通じた健康支援に努めます。

�生活習慣病の予防対策として、各種健康診査をはじめ、健

康相談、健康教育、訪問指導や正確で迅速な情報提供に努

め、一人ひとりに応じた保健指導の充実を図ります。

健康づくり

�健康づくり活動の推進

�保健指導等の充実
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本市の医療は周南医療圏の中心都市として、医療機関の数、

診療科目数、診療設備等についても充実しており高い水準にあ

ります。

こうした中、より高い地域の医療ニーズに応えるため、新南

陽市民病院を設置するとともに、地理的条件により医療に恵ま

れない離島や山間部における地域医療の充実を図るため、徳山

地域に7箇所、熊毛地域に1箇所、鹿野地域に1箇所、計9箇所の

診療所を設けています。

特に、新南陽市民病院は内科、外科、整形外科、泌尿器科、

脳神経外科、眼科、麻酔科の７つの標榜科目があり、病床数は

150床を数え、本市西部の中核医療施設としての役割を果たし

ていますが、さらに診療科目の新設や外来棟の拡張、各診療室

の拡充、健診センターの設置等を検討し、施設の一層の充実や

経営の安定化を図っていくことが必要です。

また、休日・夜間の救急医療を確保するため、休日夜間急病

診療所を設け、医師会や薬剤師会、放射線技師会等の関係機関

や団体の協力を得て、初期の救急医療に対応するとともに、重

症患者（二次）の救急医療に対応するため、周南地域の医療機

関が協力し輪番制による診療を実施しているほか、県内の他の

地域に先駆けて、輪番制病院を支援する小児二次救急医療を実

施する医療機関を設け、小児救急医療体制の充実にも努めてい

ます。

今後、高齢化の進展への対応として、より有効な医療サービ

スを実施するため、保健や福祉との相互の連携を一層強化し、

総合的な取り組みを行っていくことが求められており、さらに

医療に対する市民のニーズの高度化・多様化への対応も必要と

なっています。



（４）施　策

（３）施策の体系

（２）施策の方向
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市民のだれもが住み慣れた地域で健やかに生活できるように

地域医療及び救急医療体制の充実を図ります。

1地域医療体制の充実

Ａ．関係機関との連携

�医師会・歯科医師会や薬剤師会、医療機関等の関係機関、

団体及び保健、福祉サービス機関との連携の強化を図りな

がら、地域医療体制の整備拡充に努めます。

Ｂ．医療技術者の養成機関の充実

�医療技術者の養成及び人材の確保を図るため、看護学校等

の養成研修機関の整備拡充に対する支援に努めます。

Ｃ．病・診連携強化への支援

�医師会との協力により病院と診療所の機能分担及び連携強

化への支援を図ります。

2救急医療体制の充実

�周南地域の医師会をはじめとする関係機関、団体との連携

をさらに強化し、休日・夜間を含めた救急医療体制の充実

に努めます。

医　療

�地域医療体制の充実

�救急医療体制の充実

�市民病院・診療所経営の健全化
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3市民病院・診療所経営の健全化

�市民病院の維持管理経費の節減を図り、効率的な経営に努

めます。

�経営の健全化を図りながら、他の医療機関との機能分担や

連携を進め、診療科目の増設や健診センターの設置につい

て検討します。

�直営の診療所の経営健全化を図るとともに、公設の診療所

の経営安定化のための支援を行い、市民のニーズに沿った

医療体制の整備を図ります。

前 期 基 本 計 画
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（１）現況と課題

32．防　犯
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本市ではこれまで「犯罪や事故のない安全で明るい社会」を

目指して、警察署や防犯協議会と連携するとともに、市民と一

体となって社会を明るくする運動等に取り組んできました。

こうした取り組みにより、大きな事件や事故は発生していな

いものの、全国的には犯罪件数が増加し、加えて犯罪が多様化、

凶悪化、低年齢化する傾向にあることなどから、市民の防犯に

対する意識が急速に高まっており、平成16年にはボランティア

グループ「安心周南つくり隊」が結成され、自主的な防犯活動

が行われています。

今後とも、明るく住みよい地域社会の実現に向けて、「自分

たちの地域は自分たちで守る」という認識のもと、地域安全活

動を積極的に推進し、各種犯罪や事故の防止に努めていくこと

が必要です。



（４）施　策

（２）施策の方向
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警察署や地域組織等と連携、協力して、防犯活動を推進します。

1防犯施設の整備・充実

�防犯灯設置に対する支援や「こども110番の家」の設置など、

「犯罪を起こさせない」安全なまちづくりを推進します。

2関係団体との連携　

�警察署や防犯協議会、防犯ボランティアなど、関係機関、

団体と連携、協力しながら、パトロール活動や情報交換を

行うなど、地域が一体となった防犯活動を展開します。

3防犯教育の充実

�学校教育や地域活動など、さまざまな場面で非行・犯罪防

止や防犯教育を行い、防犯に対する意識向上と青少年の健

全育成に努めます。

（３）施策の体系

防　犯

�防犯施設の整備・充実

�関係団体との連携

�防犯教育の充実



（１）現況と課題

33．交通安全
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本市における交通事故の発生件数は平成15年において1,051

件で前年と比較すると100件の減少となっており、これに伴っ

て、傷者の数も平成14年の1,346人から1,242人へと減少してい

ますが、死者数は15人で、平成14年と同数となっています。

また、高齢化の進展により、高齢者の交通事故の増加が全国

的にも大きな問題となっており、本市においても、交通事故に

占める高齢者の割合が高く、平成15年における死者数のうち、

約半数が高齢者という状況となっています。

こうした中、警察署をはじめとする関係機関、団体との緊密

な連携のもと、全市的に交通安全を推進していく組織として設

置した交通安全対策推進協議会を中心に、交通安全に対する意

識の高揚を図るため、交通安全教室や啓発活動に取り組んでい

ます。

また、重大事故が多発している危険箇所の点検や改良など、

道路管理者等と協議しながら交通安全施設の整備、充実に努め

ています。

今後とも、交通事故件数を減らすため、運転者や歩行者等の

交通マナーの向上を目指し、特に児童・生徒への交通安全教育

の推進、高齢者の交通事故防止対策の強化を図るとともに、危

険箇所の解消やガードレール、カーブミラー等の安全施設の整

備、充実を図り、安全で住みよい交通社会づくりを進めていく

ことが重要です。



（４）施　策

（３）施策の体系

（２）施策の方向
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交通事故多発箇所や通学路の安全確保対策の積極的な推進を

図るとともに、交通安全教育の充実を図ります。

1ひとと車が共生する環境づくり

Ａ．交通事故多発箇所の解消

�交通事故多発箇所については、十分な検証を行い、信号・

交通標識や横断歩道、カーブミラー等の安全施設の設置や

道路整備により、交通事故の防止に努めます。

Ｂ．交通環境の整備

�違法駐車や迷惑駐車は通行の障害になり、事故の一因とも

なるため、駐車場･駐輪場の活用や警察等の関係機関との

協力による違法駐車の取締り強化など、安全で障害のない

交通環境の整備に努めます。

■周南市の交通事故発生状況の推移 
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交通事故件数 
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H12年 H13年 H14年 H15年 

※資料：生活安全課 

交通安全

�ひとと車が共生する環境づくり

�交通安全意識の高揚
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2交通安全意識の高揚

Ａ．交通安全啓発活動の推進

�「交通事故0の日」を設置し、交通安全を繰り返し呼びか

けることにより、市民の交通安全意識の高揚を図ります。

Ｂ．交通安全教育の推進

�交通教育センターを活用し、幼児から高齢者までを対象に、

歩行者や自転車利用者に必要なさまざまな知識や技術を修

得し正しい交通ルールと交通マナーを実践するための交通

安全教育を推進します。

Ｃ．安全運転の励行

�警察署や交通安全協会、地域組織等と協力し、交通安全の啓

発活動を強化し、思いやりのあるドライバーを育成します。



（２）施策の方向

（１）現況と課題

34．防　災
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市民の生命や財産を地震や火災等から守り、安心して暮らせ

るまちづくりを行っていくことは重要課題の一つです。

本市は地震が比較的少なく、これまで市民生活に重大な影響

を及ぼす大きな災害はありませんでしたが、平成15年に実施し

た市民アンケートにおいても、今後のまちづくりのイメージと

して「安心・安全」が最も高い値を示しており、市民の防災に

対する意識が非常に高いことがわかります。

こうしたことから、万一の災害に備えて、避難場所の確保や

避難路の整備を図るとともに、毛布や土のう袋等の備蓄に努め

ています。

また、防災無線の整備を図る一方、平成15年に開局したコミ

ュニティＦＭ局と非常時における防災情報の放送について協定

を結ぶなど、大規模災害を想定した基盤づくり、体制づくりを

進めています。

今後とも、平成16年に策定した「地域防災計画」に基づいて、

防災資機材や避難場所、避難路の整備、充実に努めるとともに、

「自分たちの地域は自分たちで守る」という地域助け合いの精

神のもと、自主防災組織や災害ボランティア等の育成を図って

いくことが非常に重要です。

また、防災訓練等を通じて、常日頃から防災意識の向上に努

めることが大切です。

「発生防止」と「備え」の両面から総合的な防災対策を推進

するとともに、危機管理上の広報活動を強化し、市民とともに

災害に強い安全なまちづくりを進めます。



（４）施　策

（３）施策の体系
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1災害を防ぐまちづくり

Ａ．耐震化、耐火性の向上

�多くの公共施設が災害発生時の避難場所に指定されているこ

とから、公民館や学校、公営住宅の耐震化、耐火性向上事業

を重点的に実施し、公共施設の安全性の確保に努めます。

Ｂ．安全な市街地の形成

�木造家屋の密集地や消防車のアクセスが困難な地域等の解

消を目指し、土地区画整理事業を推進し、道路の拡幅や避

難地としての公園（オープンスペース）の確保など、安全

な市街地形成に向けた事業を積極的に展開します。

�電線等の地中化事業を進め、ライフラインの確保に努めます。

�「山口県石油コンビナート等防災計画」に基づき、コンビ

ナート等の危険物の安全対策について、事業者に協力を要

請します。

Ｃ．危険地対策の推進

�急傾斜地の土砂崩れや地すべり、河川や傾斜地における土

石流等の防止対策を推進するほか、定期的なパトロールを

行うなど、災害発生の未然防止に努めます。

防　災

�災害を防ぐまちづくり

�災害時に強いまちづくり

�地域防災活動の充実
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2災害時に強いまちづくり

�旧市町で異なっている避難場所の指定基準を統一し、効率

的な避難場所と避難路の確保、防災資機材の充実に努める

とともに、毛布や土のう袋等の備蓄に努めます。

�市役所を基点として各地域に効率的に情報を伝達する防災

無線を整備し、災害の発生時に被害を最小限に食い止める

ための施策の充実に努めます。

3地域防災活動の充実

Ａ．市民組織の育成、強化

�各地区で防災訓練や防災マップづくり等の各種活動を行

い、市民の防災意識の向上や災害ボランティアの育成に努

めるとともに、地域コミュニティによる自主防災組織の育

成、強化を図ります。

Ｂ．事業者との協力体制の強化

�民間事業所とも災害時の協力体制について確認を行い、官

民一体となって非常事態を乗り切ることができる体制の構

築を図ります。
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35．消　防

（１）現況と課題
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本市における平成16年中の火災件数は57件で、地域別に見る

と、徳山地域が36件、新南陽地域が8件、熊毛地域が9件、鹿野

地域が4件で、火災原因の主なものとしては、たき火や枯草焼

き、コンロとなっています。

本市の消防体制は、徳山地域、新南陽地域、鹿野地域は市の

常備消防（消防本部）が管轄していますが、熊毛地域について

は、光地区広域消防組合に加入しており、両者の連携強化、あ

るいは、一元化が課題となっています。

また、近年、大規模な火災はないものの、臨海部には石油や

ガス等の引火性の高い貯蔵施設や、これらを取り扱う事業所が

多く、また、市街地を中心に都市化が一層進展し、建築物もま

すます高層化する傾向にあります。

このような状況に対応するため、大型化学消防車をはじめ、

救助工作車等の消防資機材の充実や、隊員の資質の向上に努め

るとともに、消防無線の整備を図るなど、消防体制や基盤の整

備を進めてきましたが、一層の充実・強化が求められています。

■周南市の火災発生状況推移（件数等） 
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■周南市の種類別火災発生状況（平成16年） 
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■周南市の原因別火災発生状況（平成16年） 
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※資料：消防本部 



（４）施　策

（３）施策の体系

（２）施策の方向
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市民の生命と財産を守るため、施設の更新や組織体制の充実

により、火災の予防と消防力の強化に努めます。
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1消防力の強化

Ａ．効率的な管轄体制の構築

�二つに分かれている本市の消防体制について、活動の迅速

性、安全性等を考慮しながら、最善の活動のための方向性

を検討していきます。

�市域の拡大に対応するため、無線や緊急通報体制のさらな

る充実を図り、現場到着時間の短縮化を図るとともに、出

張所、分遣所を含めた各消防署所の機能の充実、強化や適

正配置に関する検討を行います。

Ｂ．消防装備の強化

�消防力の強化を図るため、消防車両の計画的な更新を行う

とともに、老朽化した各消防署所の整備に努めます。

�沿岸部の工業地帯における災害に備え、化学消火剤の備蓄

など、設備の強化に努めます。

Ｃ．消防水利の整備

�消防水利の不足しがちな山間部を中心に防火水槽を整備す

るほか、耐震性防火水槽の計画的な設置を図ります。

消　防

�消防力の強化

�予防体制の強化
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Ｄ．高度な能力を持った消防署員の育成

�臨海部には全国屈指の石油コンビナートを有し、また建築

物高層化や高速道路の整備など、これらの特殊災害に備え

た高度な消防活動が求められることから、消防学校におけ

る技術、知識の習得など、署員の教育訓練に積極的に取り

組みます。

�計画的な人員補充、育成を図り、活動の質の維持・強化に

努めます。

Ｅ．消防団の充実

�青年層からの入団を促進することにより、団員の若返りに

よる活性化と組織の充実を図ります。

�老朽化が進む消防機庫や消防団の車両を更新し、消防力の

強化に努めます。

2予防体制の強化

Ａ．各種訓練・啓発事業の実施

�子どもたちで組織する幼年・少年消防クラブなど、19団体

ある消防クラブの活動を通じて、正しい防災・防火知識の

普及に努めるとともに、市民対象の防火講習会や訓練活動

等を通じて、初期対応の迅速化を図ります。

Ｂ．検査、指導の実施

�危険物を取り扱う事業所への立入検査を定期的に実施し、安

全確保に努め、火災の起こりにくいまちの実現を図ります。

Ｃ．住宅防火対策の実施

�高齢化・核家族化が一層進展する中、市民の生命・財産を

火災等から守るため、消防団や防火クラブ等と連携し、住

宅防火診断等を通じて、安全で安心して暮らせるまちづく

りを推進します。
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36．救急・救助
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救急・救助活動は、市民の生命、身体を守る大変重要な業務

です。

本市においては、18名（平成16年12月末現在）の救急救命士

を中央消防署、東消防署、西消防署に配置し、救急出場に対応

していますが、高齢化の進展等の影響により、出場件数が年々

増加する傾向にあり、平成16年中においては、5,435件（１日

平均約15件）となっています。

こうした救急医療ニーズに対応していくため、救急救命士を

計画的に養成し、各消防署所に配置していくことが必要である

とともに、特殊災害、交通事故等に対応し、多様かつ高度な救

急活動、救助活動を実施するため、救急隊員・救助隊員の能力

向上と、救急・救助資機材及び車両の整備も必要であり、これ

に伴って、各消防署所への高規格救急自動車や救助工作車の配

備が求められています。

さらに、救命処置をより効果的なものとするためには、医療

機関との一層の連携強化に努め、救急業務の高度化に取り組ん

でいくことが重要です。

また、救急車が到着するまでの間の応急処置が非常に大切と

なることから、応急手当に関する啓発活動や普通救命講習など

による市民への知識や技術の普及が重要です。

■周南市の救急出場状況推移（件数） 
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資料：消防本部 
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メディカルコントロ
ール
医師が行う救急隊へ
の事前の教育及び救
急現場において救急
救命士が行う救急処
置に対する医師の指
導、助言、指示及び事
後の検証を行うこと
で、その救命処置の
質を保証すること。

市民の誰もが安心して暮らすことのできる救急・救助体制の

構築を目指します。

1救急体制の充実

Ａ．救急体制の充実

�救急隊を適正に配置するとともに、メディカルコントロー

ル※体制を基本とした、救急医療機関との密接な連携によ

り、救急業務体制の高度化に努めます。

�救命率の向上を図るため、高度救命処置用資機材や高規格

救急自動車等の計画的な配備、救急救命士の育成に積極的

に取り組みます。

Ｂ．応急手当の普及啓発

�救命には初期の応急処置が重要なことから、市民の応急手

当の知識や技術の向上に向けた普及啓発に努めます。

2救助体制の充実

�救助隊の充実強化を図るため、高度な救助技術の習得など、

隊員の教育訓練を推進するとともに、救助資機材の整備と

救助工作車等の配備に努めます。

救急・救助

�救急体制の充実

�救助体制の充実
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37．市民相談
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急激な社会変化等により、市民生活を取り巻く環境も大きく

変化しており、これに伴って、市民が直面する問題も多岐にわ

たっています。

このため、消費者問題や家庭内暴力の問題をはじめ、日々の

暮らしの中で発生するあらゆる問題に関する、市民に最も身近

な一次的、総合的な相談窓口として、専門の相談員や職員を配

置し、行政相談や民事相談、消費者相談、あるいは無料の法律

相談等の相談業務にあたっています。

特に、経済情勢等を反映して、架空請求・多重債務、内職商

法や訪問販売等の消費生活にかかわるトラブルが大幅に増え、

その内容は複雑、深刻なものとなっています。

こうしたことから、急増し複雑化する消費者問題への対応と

して、平成16年に新たに消費生活センターを設置し、相談体制

の充実に努めています。

今後とも、相談件数の増加や相談内容の多様化が予想される

ことから、市民が安心して暮らすことのできる生活を確保、支

援するため、専門相談員、職員の資質向上に努めるとともに、

県や警察、各種団体等との連携、協力により、相談体制の拡充

を図ることが必要です。

また、市民がこうしたトラブルに巻き込まれないよう、未然

に被害を防ぐことが大切であることから、啓発活動の一層の充

実を図ることが大変重要です。



（３）施策の体系

（２）施策の方向
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暮らしにかかわる各種の相談体制の充実を図るとともに、多

様化、複雑化する消費者相談に対応できるように、専門相談員

や職員の適正配置と資質の向上に努めます。

■周南市の市民相談受理件数の推移 

○行政相談 ○民事相談 

○消費者相談 
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※資料：生活安全課 
　（H13年度までは旧徳山市のみの件数） 

（件） （件） 

（件） （件） 

市民相談

�相談体制の充実

�消費者問題に関する啓発活動の充実
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1相談体制の充実

�研修会への派遣等により、多様化、複雑化する市民からの

相談に的確に対応できる職員、専門相談員の資質の向上を

図るとともに、無料法律相談の開催や消費生活センターの

充実など、相談体制の拡充に努めます。

2消費者問題に関する啓発活動の充実

�消費者問題等に関する被害の未然防止の観点から、出前講

座など、各種啓発活動の充実を図り、問題や悩みの発生を

未然に防ぐことに努めます。



（１）現況と課題

38．中心市街地の活性化
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徳山駅を中心とする中心市街地は、交通の要衝として商業・

業務機能が集積し、周南地域はもとより山口県の発展をリード

してきました。また、今後も「新市の顔」として機能すること

が期待されています。

しかしながら、モータリゼーションの進展や消費者ニーズの

多様化、郊外型大型店の進出等のさまざまな環境の変化により

空洞化が進み、また、駅周辺施設の老朽化が目立つなど、中心

市街地の活力が低下しており、市域全体への影響が懸念されて

います。

このため、徳山駅前広場や南北自由通路の整備等を主要事業

とする徳山駅周辺整備事業を推進するとともに、山口県が周南

地域に計画している「新たな交流拠点施設」を誘致し、魅力あ

る高次都市機能を備えた、賑わいと活気のある中心市街地を再

生することが求められています。

こうしたことから、平成16年度に、市民との協働により、実

現されなかった過去の計画の問題等を踏まえながら、合併を最

大の契機と捉え、その整備効果が早期に発現されるよう、駅周

辺整備の基本方針を定める「徳山駅周辺整備構想」を策定しま

した。

今後とも、事業の推進にあたっては、市民が「誇りと愛着」

を持つことができるよう、一層の市民参画により進めることが

不可欠です。

さらに、事業効果を十分発揮するためには、駅周辺のハード

整備とあわせて、ＴＭＯ※や商店街等による商業活性化への積

極的な取り組みが不可欠であり、そのためのソフト事業やイン

ターネットを活用した情報発信等の広報事業に対する支援が求

められます。

ＴＭＯ（タウンマネ
ジメント機関）
「Town
Management
Organization」の
略で、さまざまな主
体が参加するまちの
運営（特に中心市街
地商業の活性化に関
する取り組み）を横
断的、総合的に調整
し、プロデュースす
る機関。本市では、
平成13年4月、「Ｔ
ＭＯ徳山」が徳山商
工会議所に設置さ
れ、コミュニティ施
設「街あい」の運営
や街なかふれあいバ
ス運行事業等を展開
している。

第４節　生き生きと活躍できるまちづくり
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市街地と港の一体的な整備を推進し、市民に「憩いと潤い」

を与え、市民が「誇りと愛着」を持てる魅力ある中心市街地の

再生を目指します。

こうした中心市街地活性化への取り組みにおいては、従来か

らの発想の転換を図り、県内外の先進事例や若者等の意見も採

り入れながら実施していくことが重要です。

前 期 基 本 計 画

1徳山駅周辺整備事業の推進

�自然に恵まれた「歴史ある港」、緑豊かな「御幸通」、また、

市街地が港に近いという特色を生かし、市街地と港の一体

的な整備を推進するとともに、バリアフリー、ユニバーサ

ルデザインや駅及び周辺施設の利便性等、さまざまな視点

に立って、市民が集い、市民に「憩いと潤い」を与えられ

る空間を創出します。

2魅力ある中心市街地の再生

�徳山駅周辺整備事業の推進による海や緑を生かした、自然

あふれる「憩いと潤い」の空間整備とあわせ、ＴＭＯ徳山

や商店街との連携のもと、魅力ある商店街づくりに努め、

市街地の整備及び商業等の活性化の一体的な推進により、

魅力ある中心市街地を再生します。

�「新たな交流拠点施設」は内容・場所について十分検討し

た上で誘致を図り、その整備促進に努めます。

第
二
章
　
第
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中心市街地の活性化

�徳山駅周辺整備事業の推進

�魅力ある中心市街地の再生



（１）現況と課題

39．工業・中小企業
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本市の工業は、これまで臨海部に立地する全国有数の石油化

学コンビナートを中心に、石油や化学、鉄鋼等の基礎素材型産

業を核に発展してきており、製造品出荷額は県下第1位となっ

ています。

しかしながら、長引く景気の低迷や経済のグローバル化、ボ

ーダレス化によるアジア諸国等との激しい価格競争は、深刻な

影響をもたらしており、生産施設の海外移転による産業の空洞

化といった問題も現実のものとなっています。

このような状況は地場の中小企業にも大きな影響をもたらし

ていることから、「産業等活性化条例」を制定し、新たな設備

投資等の促進を図るとともに、地場産業の育成を図るため、

産・学・公の連携のもと、地場産業振興センターを中心に新た

な技術・商品の開発、情報化、また、人づくり、ネットワーク

づくりに取り組んでいます。さらに今後の地域経済発展を促す

推進力となり得る、市内企業による知的財産戦略も求められて

おり、こうした取り組みに対する支援として、産・学・公連携

に向けたコーディネート機能の強化が求められています。

一方、物流の効率化を図るための国道２号と高速道路網が利

用しやすい物流拠点の整備や、本市工業の裾野をより広げるた

め、大企業と取引関係にある企業のみならず独立系の中小企業

を育成、支援する体制も必要です。また、若者等の定住対策を

図っていく上でも雇用の確保が重要であり、中小企業の安定し

た成長が求められます。
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こうした中、石油化学コンビナートの活性化を目的として、

企業間の電力の相互融通を柱とする「環境対応型コンビナート

特区」の認定を平成15年に受けたところです。さらに、徳山下

松港が静脈物流の拠点施設として、リサイクルポートの指定を

受け、環境産業等の新たな産業の創生が期待されています。

本市が今後も大きく飛躍を遂げていくためには、既存産業の

振興は不可欠であり、今後とも、既存産業の高度化や多角化等

を支援していくことが重要です。同時に、新たな産業の育成を

図り、バランスの取れた産業構造へ転換を図っていくことも必

要です。

前 期 基 本 計 画

第
二
章
　
第
四
節

生
き
生
き
と
活
躍
で
き
る
ま
ち
づ
く
り

■周南市の工業事業所数の推移 

■周南市の工業従業者数の推移 

■周南市の工業製造品出荷額等の推移 
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※各年12月31日現在。 
　従業員数3人以下の 
　事業所は含まない。 
　資料：工業統計調査 
 

287 270 258 252 232
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地域の優れた特性である港湾等の産業基盤や特区制度等を活

用し、産・学・公の一層の連携のもと、既存産業の活性化と新

たな産業の創出を促進し、地場産業の振興を図ります。
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1特区等を活用した産業の振興

�「産業等活性化条例」に基づき、新たな設備投資や事業展

開に対する支援を行い、既存産業の活性化を促進するとと

もに、都市型産業の立地を促す環境づくりを進め、バラン

スの取れた産業構造の構築を目指します。

�「環境対応型コンビナート特区」における企業間の電力相

互融通など、従来の枠組みにとらわれない新たな手法の導

入による地域資源の有効活用や、新エネルギー・リサイク

ル関連産業の誘致・育成を進め、地域全体の産業の振興を

図ります。

2中小企業の振興

�地場産業振興センターの「ものづくり、ひとづくり、ネッ

トワークづくり」の機能の充実に努め、産業情報ネットワ

ーク化の推進による産・学・公の一層の連携強化を図り、

中小企業の多角化等を支援します。

�中小企業の経営、運営相談に対しては、商工会議所、商工

会等との連携により、経営診断・指導事業や融資制度の充

実を図ります。

工業・中小企業

�特区等を活用した産業の振興

�中小企業の振興
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40．農　業
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農業を取り巻く環境は、農畜産物の輸入自由化、「食料・農

業・農村基本法」の制定により農業政策の抜本的見直しが進む中

で、農業生産物の安全・安心の確保、消費者ニーズの多様化、依

然として続く米消費の減少と過剰米対策、農業従事者の高齢化等

による担い手の不足など、非常に厳しい状況が続いています。

本市の農業は、温暖な南部の瀬戸内海沿岸から冷涼な北部の

山間地域まで幅広い自然環境のもとで、さまざまな形態で営ま

れています。南部は市街化区域が多く、宅地化による農地の減

少が急速に進んでいますが、消費地に近い条件を生かした野菜

の生産が盛んな地域もあります。北部地域においては、ほとん

どが中山間地域であり、米を中心に、野菜、果物、畜産物の生

産が行われており、食料生産や自然環境の保持等の幅広い役割

を担う産業として位置づけられています。

しかしながら、農業の中心である中山間地域を中心とした農

業振興地域内においては、農家戸数の減少や基幹的農業従事者

の高齢化率が70％を超えるなど、担い手の不足から農地の荒廃

が急速に進んでおり、集落等における農地の利用や組織的な生

産活動に取り組む仕組みづくり、意欲的な農家への土地利用集

積等が重要な課題となっています。

また、地域農業のリーダーとなる認定農業者は増加傾向にあ

りますが、こうした農業者や女性農業者、新規就農者等への継

続性のある技術指導や資金的支援、農業研修施設の設置などが

求められるとともに、現状の支援制度についての見直しや制度

の適切な利用についての指導も必要です。
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さらに、本市の農業は、水稲に特化した水稲単作の土地利用

型農業が中心となっていますが、水田の整備率をみると県平均

の69％に対して地域差はあるものの37％台と低く、農業生産の

基本である土地基盤の整備が課題となっています。

販売・流通面においては、朝市や直売所による独自の販売が

増加しており、地元農産物の地元消費（地産地消）が徐々に進

んでいます。

また、中須地区の棚田など、美しい農村景観を保全しながら、

農業体験を通じた都市部との交流を図る活動が見られます。

今後は、本市の都市近郊に位置する農業条件を生かした農産

物の生産や交流による農業・農村の振興を図っていく必要があ

ります。

中山間地域を中心に、それぞれの地域の特性を生かしながら

「人」、「物」、「土地」の３つの要素により農業・農村の振興を

図ります。

■周南市の総農家数の推移 ■周南市の農業就業人口の推移 

■周南市の農業耕地面積の推移 
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4,000
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8,000

H7 H12

6,252 5,582
4,957

H2 H7 H12

313,183
275,784

235,954

H2

農業就業人口 
〃（うち65歳以上） 

※各年2月1日現在 
　資料:農業センサス 
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※H12年の農業就業人口には自給的農家を含まない。
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1多様な担い手づくり

�関係機関と連携しながら経営意欲の高い認定農業者や新規

就農者への融資制度や、生産技術の指導等の支援を行い、

自立できる農業経営体の育成を目指します。

�退職帰農者や女性を新たな担い手として育成するとともに、

地域農産物の加工等による起業活動に対して支援します。

�農業生産法人や受委託組織等の育成により地域全体の農地

の利用調整や農業生産を担うための組織化を進めます。

�農業管理センターへの支援や集落等におけるリーダーの育

成を図るとともに、中山間地域に対する助成制度を活用し

て農地を地域ぐるみで守り、農業・農村の活性化に向けた

体制づくりに努めます。

2農業生産基盤の整備

�「農業振興地域整備計画」に基づき、中山間地域を中心に

自然環境や景観に配慮しながら優良農地の確保に努めます。

�「農村振興基本計画」を策定し、ほ場整備や農道等の農業

生産基盤の整備を推進するとともに、危険ため池の改修等

により生産と生活の場としての農村の総合的な整備を進め

ます。

農　業

�多様な担い手づくり

�農業生産基盤の整備

�農畜産物の振興

�農村の活性化
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3農畜産物の振興

�水稲については、地域に適した品種や栽培管理によるブラ

ンド化を図るとともに、園芸作物については、平成15年度

に策定した「周南地域水田農業ビジョン」をもとに、ホウ

レンソウ、ナス等の野菜やワサビ・イチゴ等の特産品の生

産拡大を進めます。

�農畜産物の生産振興とともに、ナシ・ブドウ等による観光

農業や畜産と連携した循環型農業の推進、鳥獣被害の防止

等により、農家経営の安定化を図ります。

�「食農総合ビジョン」に基づき、地産地消の推進と安全・

安心な農産物の生産促進を図り、地元農産物を利用した食

農教育を推進します。

�外部の専門家の意見等を取り入れながら、安定的な供給体

制の構築や効果的な広告宣伝事業等により、地元農産物の

ブランド化への取り組みを支援します。

4農村の活性化

�中山間地域においては、地域ぐるみで農村の活性化を図る

ため、担い手の育成や農地流動化、農作業受委託を推進す

るための仕組みづくりを進めるとともに、都市と農村との

交流の拡大を図り、市民の農業・農村に対する理解を深め

ます。

�北部地域の農業・農村活性化対策として、ファンタジアフ

ァームの整備について検討を行います。

�農村環境の改善を図るため、農業集落排水事業等による生

活環境の整備を進めます。
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本市の森林面積は、49,632haと市域面積の約76％を占めてお

り、土地利用の上から重要な部分となっています。この内ほと

んどが民有林で、その人工林率は約49％となっており、主とし

てスギとヒノキによる植生となっています。

林家数は、減少傾向が続いているとともに、不在村森林所有

者が増加しており、森林の管理面から問題となっています。さ

らに、1戸当たりの経営規模は、1～5ha未満の零細な林家が林

家総戸数3,190戸に対し約76％を占めています。

担い手については、林家の経営意欲の急速な減退から山林の

放置化が進む中で、零細林家から森林組合等への集約化により

適切な森林管理が可能な体制の整備と労働力の確保が重要な課

題となっています。

木材生産は、輸入外在への依存等により国産材の需要が低

迷・減少傾向にありますが、本市の一部においては、「和田丸

太（磨き丸太）」等の優良材の生産が行われ、市場からも高い

評価を得ているものの、これから伐採期を迎える多くの森林に

ついては、新たな需要の確保や学校をはじめとする公共施設等

への利用促進のほか、木材加工、流通体制の整備が求められて

います。あわせて、間伐材の有効利用も重要な課題であること

から、魚礁の一部に間伐材を利用する実験などが行われていま

す。そのほか、林道整備等による生産コスト低減に向けた従来

の支援策とともに、森林整備地域活動支援交付金制度等による

新たな支援も必要となっています。

また、水資源のかん養や国土の保全、地球温暖化防止、保健

機能など、森林の持つ多面的な機能について、広く市民の理解

と認識を深めていくことが重要であると同時に、森林整備をは

じめとする森林機能の維持・保全に要する財源の確保が課題と

なっています。



（３）施策の体系

（２）施策の方向
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本市の特性である「豊かな自然環境」を生かした林業振興を

図り、魅力ある林業経営と森林の整備に努めます。

■周南市の林種別森林面積（計画面積）の状況 

23,967

148

24,115

5,384

17,891

23,275

47,390

1,294

98

541

49,323

46.6%

0.3%

48.9%

10.9%

36.3%

47.2%

96.1%

2.6%

0.2%

1.1%

樹林地 

人工林 

針葉樹 

広葉樹 

合　計 

針葉樹 

広葉樹 

合　計 

面積（ha） 構成比 

天然林 

合　計 

竹林 

人工林の伐採跡地 

未林立地 

森林面積（計画面積）合計 

 ※本文中は現況森林面積を記載 
　資料：平成12年林業地域調査（平成12年８月１日現在） 

林　業

�担い手の確保

�林業生産基盤の整備

�森林の適正管理

�森林資源の有効活用



（４）施　策

187

前 期 基 本 計 画

1担い手の確保

�森林組合を担い手の中心とするほか、地域林業のリーダー

となる人材の育成について、関係機関との連携により林業

事業体の確保と育成、基幹労働力の確保に向けた改善に努

めます。

2林業生産基盤の整備

�木材生産コストの低減に向けた林道網の整備とこれを補完す

る施業道の適正配置により、林業経営の合理化を進めます。

3森林の適正管理

�森林の持つ水資源のかん養、生物多様性の保全等の公益的

機能を発揮できる健全で多様な森林づくりを目指して、適

切な間伐や択伐施業を促進するとともに、針葉樹と広葉樹

との混交林化や複層林化のほか、放置される人工林や生産

性の低い森林については間伐を繰り返して長伐期施業への

誘導を図ります。

�小規模森林所有者や不在村森林所有者に対しては、森林組

合や意欲ある林家等との長期施業受委託による経営の集約

化を促進します。

�生産基盤の整備により搬出コストの軽減が期待される森林

については、良質材生産に向けた保育施業の実施と木材生

産を主体とした循環資源林の確保・整備に努めます。

4森林資源の有効活用

�自然植生を生かした奥山森林、木材生産を主体とする循環

林、日常的に利活用が容易な里山林など、地域資源の特性

に応じた森林の確保と整備を図ります。
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�気候風土に即した日本古来の木造文化を守るため、地域材

の積極的な活用・地産地消に努めます。

�森林の持つ公益的機能に対する市民の認識を深めるための

啓発に努めるとともに、ボランティア活動を通した「森林

づくり」に対する理解と協力、参加と行動を促します。

�集落周辺においては、野生鳥獣との共生を踏まえた森林の

整備や都市住民との交流活動となる拠点の整備について、

協働による里山整備を支援します。

�木材等の林産物は、人や環境にやさしい資源であり、循環

型社会の形成に貢献できることから、公共施設等での森林

バイオマス資源による熱利用や関係機関との連携による新

たな事業活動と木材の利用拡大を推進します。
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42．水産業
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本市の水産業は瀬戸内海沿岸の漁場を中心に行われています

が、漁場環境の悪化や水産資源の枯渇化等から漁獲量は年々減

少しており、また、輸入水産物の増加等により水産物価格も安

定しておらず、大変厳しい状況にあります。

これに伴って、漁業就業者もさらに減る傾向にあり、加えて

高齢化が進んでいます。

本市の漁業者の平均年齢は67歳（平成15年12月末現在）で全

国や山口県の平均を大きく上回っており、50歳未満の漁業者は

5.7％といった状況です。特に、沿岸漁業者は60歳以上が中心

となっており、企業等の早期退職者の就労が少しずつあります

が、後継者の育成・確保が大きな課題となっています。

漁業協同組合は市内に４漁協ありますが、経営基盤や企画力、

指導力の強化等を図る観点から、山口県下一漁協とする方向で

合併への取り組みが進められています。

こうした中、市内の4漁港、13分港においては漁港の建設、

整備を計画的に進める必要があります。なお、整備にあたって

は、地球温暖化等に起因する潮位上昇に伴う影響を把握し、整

備事業に反映する必要があります。

また、「獲る漁業」から「育てる漁業」への転換を図るため、

水産資源の枯渇化の防止を目的とした稚魚の放流や魚礁の設置

等を進めるとともに、最近では、アサリの養殖事業や干潟の整

備等にも関係機関と連携を図りながら取り組んでいます。



（２）施策の方向

近代的な漁業生産活動を展開し、漁家経営の安定を図るため、

資源管理型漁業を基調として漁場の保全とつくり育てる漁業の

振興に取り組みます。
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水産業の置かれている状況は大変厳しいものがありますが、

市民に安定した新鮮な水産物を供給していくためにも、漁港・

漁場の整備や経営の安定化、担い手の育成等に取り組んでいく

必要があります。さらに、地産地消の推進を図るとともに、観

光資源化に向けた取り組みとして、港に隣接した直販施設の設

置や地元水産物と農産物を使用した一品料理の開発などが求め

られます。

■周南市の漁協魚種別漁獲量（平成15年） 

順位 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10

徳山市漁協 櫛ヶ浜漁協 戸田漁協 新南陽市漁協 
（単位：トン） 

※資料　農林水産統計 

ナ マ コ 類 

その他のエビ類 

ト ラ フ グ 

エ ソ 類 

サ ザ エ 

コウイカ 類 

ウシノシタ類 

ハ モ 

その 他 のフグ類 

ア ナ ゴ 類 

38.0

30.3

26.4

15.7

15.6

11.6

10.9

10.3

8.9

8.7

順位 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10

市全体 

カタクチイワシ 

ナ マ コ 類 

その他のエビ類 

マ ア ジ 

ア ナ ゴ 類 

タ コ 類 

カ レ イ 類 

ク ロ ダ イ 

メ バ ル 類 

ス ズ キ 類 

937.5

335.8

191.4

84.2

79.3

60.8

59.4

53.0

42.9

35.8

タ コ 類 

ナ マ コ 類 

カ レ イ 類 

カタクチイワシ 

タ チ ウ オ 

ボ ラ 類 

ス ズ キ 類 

コウイカ 類 

メ バ ル 類 

コ ノ シ ロ 

47.8

15.5

13.7

11.2

10.8

8.5

8.4

8.0

7.2

7.0

カタクチイワシ 

ナ マ コ 類 

その他のエビ類 

ア ナ ゴ 類 

マ ア ジ 

カ レ イ 類 

ク ロ ダ イ 

メ バ ル 類 

マ コ ガレ イ 

ス ズ キ 類 

902.7

277.3

151.8

69.9

66.3

55.1

36.2

25.2

24.4

23.0

カタクチイワシ 

ク ロ ダ イ 

マ ア ジ 

その他のエビ類 

メ バ ル 類 

ナ マ コ 類 

コウイカ 類 

マ コ ガレ イ 

タ コ 類 

ウシノシタ類 

16.0

12.6

8.9

7.8

6.4

5.0

3.3

3.0

2.3

2.2
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1漁業経営の安定化推進

�稚魚の放流や築磯・魚礁の設置等により、水産資源の保

護・育成を図り、つくり育てる漁業の定着化を図ります。

�漁具倉庫や漁船修理施設等の漁業活動に必要な諸施設の整

備を促進し、漁業経営の安定化を図ります。

2計画的な漁港整備の推進

�漁港の整備を計画的に進めることにより、漁労作業の効率

化を推進するとともに、漁港の環境整備や海岸保全を図り、

漁村における安全で快適な生活環境の整備に努めます。

3水産資源を生かした交流の促進

�漁港内へのプレジャーボート係留施設の整備や市民が潮干

狩りを楽しむことができる浜辺の整備、さらには「さかな

まつり」の開催等を通じて、水産業や魚食に対する市民の

理解を深めるとともに、漁村と都市との交流を促進します。

�交流を通じて、将来的な水産業の担い手の確保を図ります。
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水産業

�漁業経営の安定化推進

�計画的な漁港整備の推進

�水産資源を生かした交流の促進



（１）現況と課題

43．市　場
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本市の卸売市場は、青果市場として青果物及び花きを取り扱

う公設市場１箇所と民間市場１箇所の計２箇所が開設されてい

ます。また、水産物市場として公設市場１箇所と漁業協同組合

が設置する民間市場２箇所の計３箇所が開設されています。

このうち、民間市場については、取扱量も小さく小規模な市

場となっています。また、公設市場についても、大型量販店に

代表されるような流通形態や流通機構の変革等を背景とした市

場外流通の拡大により、その取扱量は減少傾向にあり、卸売市

場を取り巻く環境は大変厳しい状況となっています。さらに、

地元水産物は、広島等の大都市市場に一度送られ、再び地元に

戻ってくるという非効率な現象も起きています。

しかしながら、卸売市場は、生産者等にとっては生産物の安

定した出荷による収入を確保するため、また、消費者にとって

は地元の新鮮な生鮮食料品の供給を受ける上で、大変重要な役

割を果たしています。

こうしたことから、流通・市場の活性化を図るために、市場

機能の充実・強化が必要であるとともに、時代に合った市場運

営が求められています。

一方、「山口県卸売市場整備計画」に基づき、市場の整備統

合の計画が示されており、青果物、水産物ともこうしたことへ

の対応が求められています。特に、水産物市場については、漁

業協同組合の合併に向けた取り組みとあわせ、既存の公設市場

の施設の老朽化や民間市場の零細化等により、需要に対応した

地元水産物の安定的な供給が困難となっていることから、一般

流通価格に影響されることなく、地元への恩恵が最大になる新

たな市場整備が望まれています。なお、公設市場の整備にあた

っては、市民が直接買い物できる市場内店舗を併設するなど、

「市民の台所」としての機能が求められます。
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（２）施策の方向
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公設市場の適正な管理運営に努めるとともに、水産物市場に

ついては、市場統合についての取り組みを進めます。
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■周南市の市場取扱量の推移（公設市場） 

○青果市場 

H11
0

1,300

1,350

1,400

1,450

1,500

1,550

1,600

1,650

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

H12 H13 H14 H15

H11 H12 H13 H14 H15

1,611
1,583 1,495

1,430

1,480

20,663
18,856 18,417

17,070 17,028

15,384 14,903 14,903 14,752 14,190

10,449 10,083 8,982
7,681 7,680

（トン、千本） 

○水産物市場 
（トン） 

※資料：市場課 

野菜 

花き 

果実 

市　場

�施設の適正な管理運営

�水産物市場の整備
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1施設の適正な管理運営

�公設市場については、多種多様な生鮮食料品の流通に必要

な市場機能を充実させるため、施設・設備の適切な維持管

理を行い、施設機能の充実に努めます。

�生鮮食料品の価格形成と安定供給の拠点として、経済的・

社会的役割を果たせるように、市場の実態に即した公正な

取引の確保に努めます。

2水産物市場の整備

�水産物の安定供給に向けた市場の効率的な運営を行うた

め、「山口県卸売市場整備計画」に基づき、周南地域にあ

る既存の４市場（市内３市場及び下松市内１市場）を統合

し、広域的な拠点市場となる公設市場と流通関連施設の整

備に向けた取り組みを進めます。
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44．商　業
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ライフスタイルの多様化や流通構造の変革等を背景に、商業

を取り巻く環境は大きく変化しており、徳山駅周辺や新南陽駅

周辺など各地区に形成された既存の商店街や地域に密着して立

地する中小の商店においては、モータリゼーションの進展や郊

外型の大型ショッピングセンターの進出等に加え、長引く景気

低迷の影響により、商店街の空洞化が進展し、大変厳しい状況

となっています。

特に、県下随一の規模を誇る徳山駅周辺の中心市街地商店街

においては、空き店舗率が平成16年4月現在で約13％に増加す

るとともに、過去の投資に対する負担感から新たな投資意欲が

減退するなど、活力が低下しており、まちの顔となる商店街の

活力低下が市域全体に及ぼす影響が懸念されています。

こうしたことから、ソフト事業を中心に徳山商工会議所、商

店街、行政等が連携してＴＭＯ徳山を運営し、空き店舗対策事

業や賑わいの創出を目的としたイベント等の実施による、活力

ある商店街の再生に向けた取り組みが進められています。

また、買い物だけでなく、憩いの場や交流の場としても市民

に親しまれる多様な機能を備えた魅力ある商店街づくりに向

け、市民、教育機関、ＮＰＯによる中心市街地商店街を舞台と

したさまざまな活動の展開を促進するなど、徳山駅周辺の中心

市街地の再構築と連動した商業活性化への取り組みが求められ

ています。

一方、各地区においてもそれぞれの地域に密着したきめ細か

な商業活動の展開が図られていますが、今後は地元商店での購

買を促進するなどの新たな施策を展開していく必要があります。



（２）施策の方向
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徳山駅周辺においては、中心市街地活性化と連動した魅力あ

る商店街づくりを促進するとともに、各地域においては、それ

ぞれの特性を生かした商店街づくりと地域に密着したきめ細か

な商業活動を促進することとし、創業支援や人材育成等により、

多様で活力ある商業の振興を図ります。

■周南市の商店数の推移 

■周南市の商業従業者数の推移 

■周南市の年間商品販売額の推移 

H60
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1,000

1,500

2,000

2,500

H9 H11 H14

H6 H9 H11

※各年６月１日現在 
　資料：商業統計調査 
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1商店街活性化の促進

�徳山駅周辺については、ＴＭＯ徳山を核として計画的・効

果的に事業の展開を図り、中心市街地の活性化にあわせた

商店街の活性化・魅力ある個店づくりを促進します。

�徳山駅北側・南側の再開発と連動して、集客力のある商業

集積の再構築を図ります。

�新南陽駅周辺については、駅から永源山公園にかけての回

遊性を高め、情報と人が集まる「賑わいの場」、「交流の場」

としての商店街づくりを推進します。

�各地域の商店街については、商工会議所、商工会等との連

携により、魅力ある商店街づくりを推進します。

2活力ある商業の振興

�商業者の経営安定化のため、市制度融資の充実を図り、活

用促進に努めます。

�商工会議所、商工会の相談業務やＴＭＯ事業に対する支援

を通じて、新規創業者や将来の本市商業を担う人材の育成

を図り、多様で活力ある商業の振興を図ります。

商　業

�商店街活性化の促進

�活力ある商業の振興



（１）現況と課題

45．新産業創出・企業誘致
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活力ある産業の振興を図るためには、新たな産業の創造によ

り、基礎素材型産業に特化した産業構造からバランスのとれた

産業構造に転換することが重要です。

このため、市内への新たな企業立地や既存企業における環境

関連などの新たな分野への事業展開に対する支援を行う「産業

等活性化条例」等を制定し、新産業・新事業の育成に取り組む

とともに、企業の誘致に向けて積極的な取り組みを展開してき

ました。この結果、環境関連産業やリサイクル関連産業が育ち

つつあり、中心市街地には新たな事業所の進出もなされたとこ

ろです。今後とも、交通の利便性や工業系の教育機関がそろい、

若手の技術者を安定的に確保しやすいといった本市の利点を強

調しながら、積極的な企業誘致への取り組みを進めていくこと

が重要です。あわせて、企業団地の分譲単位の工夫や公共用地

の適正価格による借地などが求められます。

こうした中、本市の石油化学コンビナートを中心とする一帯

が、構造改革特別区域法に基づく「環境対応型コンビナート特

区」に認定されるとともに、徳山下松港がリサイクルポートの

指定を受けるなど、これを契機として、新たな環境・リサイク

ル関連産業の集積が期待されています。

一方、インターネットやＩＴを活用したワークスタイル、ラ

イフスタイルの多様化、企業におけるアウトソーシングの活用

などを背景に、ＳＯＨＯと呼ばれる新たな事業形態が登場して

おり、このようなＳＯＨＯ事業者や技術を持ってＵターンした

人々に対する支援も求められています。



（３）施策の体系

（２）施策の方向
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将来ニーズに対応した都市型産業の育成や起業家支援を進

め、活力ある産業の振興を図ります。

また、起業を目指す若者や女性も増えてきており、こうした

起業への取り組みを支援するため、市民交流センター内に、イ

ンキュベーション施設※を設置するとともに、起業家と投資家

とのマッチングを目的とした「周南ベンチャーマーケット」の

開催等を行っています。

今後とも、既存産業の振興とともに、新産業・新事業の創出、

育成に向けて積極的に取り組んでいくことが必要です。それに

伴い、魅力ある就業の場の確保も図られ、若者定住の促進にも

つながるものと期待されています。
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インキュベーション
施設
インキュベーション
とはふ卵器のこと。
インキュベーション
施設とは、起業家の
育成を目的とした期
限付き賃貸オフィス
スペースなど。

新産業創出・企業誘致

�新産業の育成及び起業家支援

�企業誘致の推進
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1新産業の育成及び起業家支援

�文化・情報等のソフト産業や高齢社会を踏まえた福祉産

業、環境産業など、将来を展望した都市型産業の育成を進

めます。

�ベンチャービジネススクールの実施や、ベンチャーキャピ

タル※をはじめとする投資家との出会いの場を設けるとと

もに、本市での事業化の可能性について検討や助言を行う

組織の設置などにより、企画・計画段階から創業にいたる

までの支援を行い、新産業及び新事業の創出を促進します。

�ＳＯＨＯ事業者や技術を持ったＵターン者などに対する、

人的交流の場の創出やスキル等の情報発信、中小企業との

交流促進、情報提供等による支援を進めます。

�コミュニティビジネスを促進するなど、若者も参加しやす

い環境づくりを推進します。

�将来における創業・起業の促進を図るため、小・中学校等

での起業教育を推進し、若いうちからの起業マインドの育

成や起業に対する機運の醸成に努めます。

2企業誘致の推進

�地域の資源や環境、ニーズ等を十分踏まえる中で、「産業

等活性化条例」を活用し、企業誘致の推進を図ります。

�全国有数の工業集積地、特定重要港湾都市という本市の優

位性や潜在能力に加え、都市基盤、都市機能の整備を行い、

求心力のある拠点性の高いまちづくりを目指すとともに、

「環境対応型コンビナート特区」の認定やリサイクルポー

トの指定等を全国に発信して企業誘致を図ります。

ベンチャーキャピタル
ベンチャー企業に対
し直接金融の形態を
通じて資金の供給を
行う会社や個人
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46．勤労者
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長引く景気の低迷を受け、失業率が上昇するなど、雇用を取

り巻く環境は、非常に厳しい状況となっています。また、正社

員が減少し、契約・臨時社員、パート、アルバイト等が増加す

るなど、雇用形態が変化してきており、その対応も求められて

います。

本市では、県立東部高等産業技術学校等の機関において就業

を支援する取り組みがなされており、引き続き、関係機関と連

携した取り組みを進めていくことが必要です。

また、勤労者が生きがいを持ってゆとりある生活が送れるよ

う、勤労者福祉に積極的に取り組んでおり、勤労者の安定した

生活を確保するため、県と連携して低利の融資制度を設けると

ともに、勤労者の余暇活動を支援するため、勤労青少年ホーム

等において各種講座等の提供を行っています。

■周南市の勤労青少年ホーム教養講座・サークル活動の状況 

○教養講座 

26

362

5,254

26

321

5,312

24

293

4,271

23

259

4,721

23

223

3,778

H11年　度 H12 H13 H14 H15

※徳山勤労青少年ホーム及び新南陽勤労青少年ホームの合計値 
　資料：商工観光課 
 

講座数 

登録者数 

延受講者数 

○サークル活動 

21

150

4,125

17

127

3,817

17

169

4,586

16

173

5,252

16

150

4,897

H11年　度 H12 H13 H14 H15

サークル数 

登録者数 

延利用者数 



（４）施　策

（３）施策の体系

（２）施策の方向

安定的な雇用を促進するとともに、勤労者の福祉向上と生活

の安定を図ります。

1関係機関との連携による就業支援

�国・県の関係機関との連携を図り、職業相談の充実や雇用

情報の提供を進めます。

2勤労者福祉の充実

�勤労者の労働福祉の向上と余暇活動の多様化に対応するた

め、勤労福祉センター、勤労青少年ホーム、勤労者福祉施

設等の活用を図るとともに、施設改善に努めます。

�勤労者の安定した活動を確保するため、生活資金や住宅資

金等の各種融資制度を継続するとともに、中小企業共済制

度や中小企業退職金制度の普及に努めます。

202

勤労者

�関係機関との連携による就業支援

�勤労者福祉の充実
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本市には、それぞれの地区に特色ある景勝地や行楽地、地域

内外に誇れる５つの温泉地（湯野、三丘、呼鶴、石船、鹿野）

等の観光地が数多くあるとともに、各地区では四季を通じて、

多彩な祭りやイベントが開催され、数多くの観光客が本市を訪

れています。

レジャーやレクリエーションの多様化、ライフスタイルの変

化、さらに、観光面においても、都市間競争が激化しており、

こうした影響により集客力が全般的に低下しつつありますが、

観光地や祭り、四季を通じたイベント等の観光資源は本市を情

報発信する上で大変有効な手段であるとともに、地域の活性化

を図る上で欠かすことのできない重要な産業の一つであり、ま

た、観光客の増加を推進することは、新たな産業の創出にもつ

ながるものと期待されます。

このため、観光協会との連携により、情報誌の作成・発行、

携帯電話からも閲覧可能な観光ホームページの充実、観光宣伝

隊の派遣等による広報・宣伝活動を行い、周南ブランドを発信

するとともに、老朽化した観光施設の整備改善、観光客の受け

入れ体制の見直し等により、観光基盤の充実・強化を進めてい

くことが必要です。

さらに、四国への航路を持つ柳井市や県内有数の観光地であ

る萩市などとの連携といった、近隣市町村を含めたいくつかの

観光地を結ぶ観光ルートの開発や、特産品、温泉、料理などを

組み合わせた新たな振興策への取り組みのほか、近年、「観る

観光」から「体験する観光・体験できる観光」へと志向が変わ

りつつあることから、こうしたニーズに応えるため、グリーン

ツーリズムなど、本市の豊かな自然等を生かした、本市に合っ

た新たな観光施策の展開を図っていくことが大切です。
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また、祭りやイベントについても、単に観るだけではなく、

参加・体験できるしかけづくりが求められています。

県外、市外からの観光客の来訪を観光振興の柱と明確に位置

付けて、観光イベントと地区のイベントとは区別して考えてい

く必要があります。

なお、八代のナベヅルなどの自然資源を観光資源として利用

する場合には、自然環境保護の観点から慎重に対処することも

重要です。

■周南市の主な観光施設の来客数推移 

○徳山動物園 ○永源山公園 

○八代の鶴 ○鹿野オートキャンプ場 

H11

0

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

H12 H13 H14 H15

H11 H12 H13 H14 H15

21,706

32,046

27,003
23,931

19,007

H11 H12 H13 H14 H15

H11 H12 H13 H14 H15

9,244
8,154

10,040

10,040

8,489

119,068
139,948

163,600

166,250

174,241228,571

243,370

229,510

236,500

257,206

※資料：商工観光課 
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（３）施策の体系

（２）施策の方向
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観光を重要産業として捉え、地域振興の観点から観光振興に

積極的に取り組みます。

前 期 基 本 計 画

1観光資源の発掘及び活用

�ふぐや温泉などの地域特性を生かした観光振興を図るとと

もに、潜在している認知度の低い観光資源の掘り起こしや新

たな観光資源の開発及び広報・宣伝活動の充実に努めます。

�老朽化の進む動物園の整備改善や多様な観光ニーズに対応

できる温泉地づくりなど、既存の観光施設の整備、充実を

図ります。

�観光地をわかりやすくＰＲする看板の整備や観光客に対す

るホスピタリティの向上を図るなど、観光客を受け入れる

環境の充実に努めます。

2体験型観光の振興

�イベント型観光に注力するとともに、「祭り」の保護、育

成を行います。

�従来の地域性に起因した祭り・イベントに限らず、観光客

が参加できるようなしかけづくりや新たなイベントづくり

を進め、観光交流によって市民の意識や行動の活性化を図

るとともに、交流人口の増加を図ります。

第
二
章
　
第
四
節

生
き
生
き
と
活
躍
で
き
る
ま
ち
づ
く
り

観　光

�観光資源の発掘及び活用

�体験型観光の振興



（１）現況と課題

48．市民と行政のパートナーシップの構築
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市政の運営は、市民の積極的な参画により、進めていくこと

が重要です。このため、まちづくりの課題について市民と行政

が意見を交わす中で解決策を模索するＣＡＡの実施や、審議会

委員等の一般公募、まちづくり懇談会の実施などにより、市政

への市民参画の機会の提供に努めています。また、「情報公開

条例」の制定による市民への情報公開、広報誌やホームページ

を通じての情報提供に努めています。

しかしながら、超高齢少子社会の到来に伴い、市民のライフ

スタイルや価値観がますます多様化する中で、従来のような意

見聴取や情報提供のみでは、多様な市民ニーズを、まちづくり

に生かしていくことが困難となってきています。

他方、現在、300を超える市民活動団体や市民が市民活動グ

ループバンクやボランティア人材バンクに登録され、福祉、教

育、文化、環境、まちづくりなど、さまざまな分野で自主的･

主体的な活動が展開されています。こうした中、本市では、市

民活動支援センターを整備し、さまざまな面から市民活動を支

援しています。

こうした活動を通じて市政への関心も高まっており、今後、

このような市民活動を通じて蓄積された経験を踏まえ、市民が

行政と一体となって、公共の領域を担っていくことが課題です。

また、市民一人ひとりが自立し、自らが考え、創意工夫を重

ね、主体的にまちづくりを推進していくという、自治の文化を

高めていくことも必要です。

このため、今後は、施策・事業のあらゆる分野で、市民と行

政が一体となってまちづくりを推進していくことが必要であ

り、そのための体制づくりが課題となっています。

第５節　ともに活躍できるまちづくり



（３）施策の体系

（２）施策の方向
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市民と行政が一体となってまちづくりを進めるシステムづく

りを推進します。

十分な情報の公開と、まちづくりは自らが担うとの市民意識

を前提に、市民と行政が相互に参画しあいながら、施策・事業

の企画から実施までを、協働して推進していくことが重要です。

前 期 基 本 計 画

第
二
章
　
第
五
節

と
も
に
活
躍
で
き
る
ま
ち
づ
く
り

市民と行政のパートナーシップの構築

�情報の共有化の推進

�市民参画の推進

�まちづくりに主体的に取り組む市民の活動の支援

�協働のための環境整備
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1情報の共有化の推進

�「情報公開条例」及び「個人情報保護条例」の適正な運用

を図り、情報公開を積極的に推進し、市民と行政の情報の

共有化に努めます。

�各種情報を的確に市民に提供するため、広報の充実に努め

るとともに、インターネット、ＣＡＴＶ等を活用した情報

提供活動の充実を図ります。

2市民参画の推進

�「市民参画条例（仮称）」の制定により、各種審議会等の

積極的な活用や委員の公募方式の拡充など、市民参画に向

けた手法や手続きを整備し、政策形成過程のさまざまな段

階で市民参画が可能なシステムづくりに努めます。

3まちづくりに主体的に取り組む市民の活動の支援

�市民によるまちづくり活動の拠点として、市民活動支援セ

ンターが十分に役割を果たせるよう機能の拡充を図り、必

要な資源の提供に努めます。

�まちづくり活動を進める団体間のネットワーク化の促進

や、人材情報を蓄積・提供することによって、活動団体が

新しい人材を確保しやすい環境づくりに努めます。

�まちづくりに参加する自立した市民の層を広げていくた

め、研修機会の充実を図ります。

4協働のための環境整備

�市民活動団体やボランティアの活動情報、イベント情報が

インターネット等を通じて簡単に入手できるシステムの整

備や、市民活動情報誌等の発行を通じて、市民活動団体や

人材の交流を促進します。

�施策計画段階からの市民参画を進めるとともに、市民によ

るまちづくり活動への市職員の参加を促進します。
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（２）施策の方向

（１）現況と課題

49．人　権
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前 期 基 本 計 画

第
二
章
　
第
五
節

と
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り

私たちが、自由で平等な、そして幸せな生活を送るためには、

基本的人権の尊重が何よりも大切です。基本的人権は、「侵す

ことのできない永久の権利として、現在及び将来の国民に与え

られる。」として、日本国憲法で保障されています。

こうしたことから、基本的人権の尊重を基に、さまざまな人権

課題に対応するため、担当部署として人権教育課、人権推進課

を設け、人権教育・人権啓発活動に積極的に取り組んでいます。

今後は、「あらゆる人の人権が尊重されるまち」の実現を目

指して、関係機関と連携して、さまざまな人権課題への対応や

より一層の人権尊重を踏まえた行政の推進など、人権に対する

総合的な取り組みが必要です。

「あらゆる人の人権が尊重されるまち」の実現を目指します。

人　権

�人権教育の推進

�人権啓発の推進

�関係機関との連携
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1人権教育の推進

Ａ．学校における人権教育の推進

�学校における人権教育を推進するため、教職員の人権意識

の高揚や研修機会の充実を図るとともに、人権尊重の視点

に立った指導並びに資料の整備・充実に努め、校内におけ

る人権教育推進体制の確立と人権が尊重される環境づくり

に努めます。

Ｂ．地域社会における人権教育の推進

�全市的な人権教育推進体制の確立を図るとともに、地域に

根ざした人権教育の推進と指導者の養成に努めます。

�公民館や企業職場等における人権教育の推進など、学習機

会の充実を図ります。

2人権啓発の推進

�市民一人ひとりのさまざまな人権問題に対する認識を高め

るとともに、人権思想の普及・高揚を図るため、啓発行事

や自主的な人権学習の取り組みへの支援など、幅広い啓発

活動を推進します。

�隣保館においては、周辺地域を含めた地域社会の中で、福

祉の向上や住民交流の拠点となるコミュニティセンターと

しての機能の充実を図ります。

3関係機関との連携

�人権問題にかかわる関係機関との連携を図るとともに、人

権に関する相談窓口の紹介や関連資料の提供等により、市

民の抱える問題の解決を支援します。
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50．男女共同参画
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前 期 基 本 計 画
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第
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ひとが生き生きと輝くまちづくりを進めていくためには、す

べての人が性別にかかわりなく個人として尊重され、社会の対

等なパートナーとして、ともに責任を担いながら、あらゆる分

野で参画する男女共同参画社会の実現が不可欠です。

しかしながら、本市が平成15年に実施した「男女の平等意識

に関する調査」によると、社会全体での男女の平等感は、「男

性の方が優遇されている」とした人が女性で70.6％、男性で

59.7％となっており、人々の意識の中に形成された固定的な役

割分担意識等からくる事実上の男女格差の是正や各分野での方

針決定過程への男女共同参画の促進、また、男女間における暴

力的行為やセクシュアル・ハラスメントへの対応など、解決す

べき多くの課題があります。

このため、本市では、担当部署として「男女共同参画室」を

設置し、市民意識の調査や啓発活動等に取り組んでおり、さら

に、市民との協働により、一層積極的な取り組みを進めていく

ため、「男女共同参画推進条例」を制定しました。

今後、この条例に基づき、あらゆる分野に男女がともに参画

し、その個性と能力を十分に発揮できるように、男女共同参画

に関する意識の醸成や環境整備など、施策の総合的、計画的な

推進を図ることが求められています。



（３）施策の体系

（２）施策の方向

男女の平等を基礎とし、対等なパートナーとして個性と能力

を存分に発揮できるように、あらゆる分野への男女共同参画を

推進します。
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■周南市民の男女平等観 
（構成比） 

0％ 

15.3％ 

9.1％ 

20.4％ 50.2％ 17.0％ 4.7％ 6.3％ 

50.6％ 25.9％ 4.2％ 4.7％ 4.6％ 

50.3％ 21.0％ 4.8％ 5.5％ 

2.5％ 0.6％ 

女 

男 

全体 

10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％ 

男性が優遇　どちらかといえば男性が優遇　平等　どちらかといえば女性が優遇　女性が優遇　わからない　無回答 

0.9％ 

1.0％ 

0.4％ 

※資料：まちづくり市民アンケート（平成15年8月実施） 

男女共同参画

�推進体制の充実

�男女共同参画意識の醸成

�能力発揮と就業のための条件整備

�男女間における暴力等の根絶
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前 期 基 本 計 画
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1推進体制の充実

�「男女共同参画基本計画」に基づき、施策の総合的で計画

的な推進を図ります。

�推進本部による施策の連携、調整を図るなど、全庁的な取

り組みを強化するとともに、地域での市民推進員活動の充

実やリーダーの養成、推進母体となる市民組織の設立、さ

らには活動拠点となる施設の整備を進めるなど、市民との

協働による推進体制の充実を図ります。

2男女共同参画意識の醸成

�男女の固定的な役割分担意識を見直し、互いに個性と能力

を尊重し合えるように、学習会の開催や情報誌の発行等を

行い、学校、地域、職場など、さまざまな分野での意識啓

発に努めます。

3能力発揮と就業のための条件整備

�施策や方針決定過程への男女共同参画の促進に努めるとと

もに、自らの意思によって、性別にかかわりなく十分に能

力が発揮できるよう、就業環境の整備促進や子育て支援、

介護支援の充実などにより、家庭生活と職業その他の活動

の両立ができる環境づくりに努めます。

4男女間における暴力等の根絶

�男女間の暴力やセクシュアル・ハラスメントの根絶につい

て啓発を進めるとともに、県相談センター、警察署、民生

委員、人権擁護委員等の関係機関との連携による相談体制

の充実に努めます。



1． 行財政改革

長引く景気低迷の影響により歳入の根幹である市税が減少

し、また、国の三位一体の改革に伴い、国庫補助負担金や地方

交付税が削減されるなど、本市の財政状況は非常に厳しい状況

となっています。

一方、少子高齢化、情報化、国際化などの急速な進展や多様

化、高度化する市民ニーズ等により、新たな行政需要は今後ま

すます増加していくことが予想されます。

また、地方分権の進展に伴い、権限の拡大とともに地方自治

体が果たすべき役割と責任は増大しており、自己決定・自己責

任が求められる分権型社会において、本市の都市像である「私

たちが輝く元気発信都市　周南」を実現していくためには、真

に自立できる足腰の強い行財政基盤を確立していかなければな

りません。

このため、組織・機構の見直し、職員定数の削減、民間委託

の推進など行政のスリム化を図るとともに、行政を経営すると

いう視点から、あらゆる分野において発想の転換を図り、従来

の考え方や仕事の進め方を根本的に見直し、コスト意識や経営

感覚を取り入れた行政運営を行うとともに、意欲あふれる職場

の醸成、便利で分かりやすいサービスの提供、そして、市民と

の協働による行政運営の推進を図り、より効率的・効果的な市

民サービスを提供できる行政システムの確立に向けて、行財政

改革に取り組みます。

1行財政改革の推進

�平成16年12月に策定した「行政改革大綱」に基づき、具体

的な実施計画を策定し、計画的に取り組みます。

�実施計画の進捗状況については、民間委員で構成された「行

政改革推進委員会」に定期的に報告し、意見を求めるととも

に、広報紙やホームページにより広く市民に公表します。
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第３章　行財政課題への対応（計画推進のために）
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2具体的方策

Ａ．コスト意識や経営感覚を取り入れた行政運営の確立

�トップマネジメントの強化

施策の選択や実施について迅速かつ適切に意思決定できる

よう行政経営会議※や市政アドバイザー※の積極的な活用

を図り、トップマネジメント※を強化します。

�行政を評価する仕組みづくり

限られた経営資源を最大限に活用し、施策の選択や重点化

を図るため、成果重視の視点に基づき、市の施策や事務事

業の効果、効率性などを客観的に評価する行政評価システ

ムを導入します。

�財政健全化の推進

市税等の収入確保や使用料・手数料等の受益者負担の適正

化、市有財産の有効活用などにより自主財源の確保に努め

るとともに、「歳入に見合った歳出」を基本として、内部

管理経費の削減をはじめ、補助金等の見直しや公共工事コ

ストの縮減を図るなど、財政の健全化を推進します。

�民間活力の活用

「民間にできることは民間に」を基本に、民間事業者に委

ねる方が、より効果的、効率的な業務については、民間活

力を活用します。

�環境と共生する行政運営の推進

環境への負荷低減やコストの削減を図るため、「エコ・オ

フィス実践プラン」を推進し、環境マネジメントシステム

ＩＳＯ１４００１を認証取得するとともに、分別収集等に

よるごみの減量化・再資源化に取り組むなど、環境と共生

する行政運営を推進します。
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行政経営会議
市の長期計画や市政
の重要施策に関する
事項などについて、
コスト意識、費用対
効果といった行政経
営という視点や施策
の重要度、必要性な
ど政策経営の観点か
ら協議を行い、迅速
で円滑な行政経営を
図ろうとするもの。

市政アドバイザー
民間のさまざまな分
野で活躍されている
方々や学識経験者か
らなり、周南市のま
ちづくりに向けて、
民間の視点や専門的
立場から市長へ助
言・提言を行う委員。

トップマネジメント
もともとは、企業に
おいて、企業全体の
舵取りを行う最高経
営陣による経営管理
のことを指すが、市
では、市長・助役等
組織の上層部が、基
本政策や重要施策の
企画・立案、総合調
整を行うこと。
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�公共施設の計画的かつ適正な配置

市民ニーズや費用対効果、現有施設の実情を踏まえながら、

各種計画との整合性を図り、現有施設の有効活用や統廃合を

検討し、公共施設の計画的かつ適正な配置に取り組みます。

�外郭団体※の運営の見直し

指定管理者制度※の導入など外郭団体を取り巻く環境が著

しく変化していることから、外郭団体のあり方を見直すと

ともに、職員の意識改革や経営基盤の強化など、団体の自

主的・自立的運営に向けた改善に取り組みます。

Ｂ．意欲あふれる職場の醸成

�職員の意識改革と職場の活性化

人材育成計画を策定し、職員の資質の向上を図るとともに、

職員の持つ能力と創造性が発揮でき、明確な目標と意欲を

持って職務に取り組むことができるよう目標管理制度※や

新たな人事評価システムを導入し、職員の意識改革と職場

の活性化に取り組みます。

�簡素で効率的な組織体制の確立

新たな市民ニーズや多様化する行政課題に対して柔軟かつ

的確に対応するため、組織・機構の見直しや職員相互の応

援体制の構築、庁内人事の公募制度の導入を図り、簡素で

効率的な組織体制を確立します。

Ｃ．便利でわかりやすいサービスの提供

�電子自治体の構築

行政事務の電子化により事務処理の効率化、迅速化を図る

とともに、市民サービスの一層の向上を図るため、ＩＴを

活用した各種申請・届出手続きのオンライン化など各種シ

ステムの整備を行い、電子自治体を構築します。

指定管理者制度
「公の施設」の管理
を地方公共団体の指
定を受けた者が「指
定管理者」として管
理を代行する制度の
こと。従来、公の施
設の管理は、地方自
治法の定めにより、
地方公共団体の出資
法人などが管理受託
者として管理を行う
「管理委託制度」が
とられてきたが、平
成１５年９月に施行
された改正地方自治
法により、指定管理
者による「管理代行
制度」となり、民間
事業者等の参入も可
能となった。

外郭団体
国や地方自治体など
の行政機関と連携を
保ちながら、その活
動や事業を補完・代
行する団体。財団法
人、社団法人など形
態は多様であるが、
行政機関から出資を
受け、あるいは補助
金を交付されるな
ど、財政的な援助や
職員の派遣による人
的援助を受けること
が多い。

目標管理制度
職員一人ひとりが目
標を設定し、その達
成のための努力を通
じて、成果をあげる
ことを目的とする人
事管理手法。



�窓口改善・サービス向上の推進

組織全体の品質や市民サービスの維持向上を図り、市民の

満足度を高めるため、品質マネジメントシステムＩＳＯ９

００１を認証取得し、業務の継続的改善に取り組むととも

に、この認証取得を契機に、窓口改善・サービスの向上を

推進します。

Ｄ．市民との協働による行政運営の推進

�情報公開・情報提供の推進と透明性の向上

情報公開制度の充実や広報紙、ホームページ等の活用によ

る市政情報の積極的な提供を行うとともに、外部監査制度※

の調査・研究を行うなど、情報公開・情報提供の推進と透

明性の向上を図ります。

�市民参画・市民との協働体制の確立

市民参画の指針となる「市民参画条例（仮称）」の制定を

はじめ、地域のまちづくり活動を行う市民団体やＮＰＯ等

への支援や市民の意見、要望を市政に反映させる広聴機能

の充実を図るなど、市民参画・市民との協働体制を確立し

ます。
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外部監査制度
監査機能の専門性・
独立性の強化や監査
機能に対する住民の
信頼を高めるために、
平成９年の地方自治
法の改正により創設
され、地方自治体と
契約を締結した弁護
士や公認会計士など
の外部監査人により、
地方自治体が監査を
受ける制度。

■ISO9001 周南市品質方針

基本理念
周南市は、「私たちが輝く元気発信都市 周南」の実現に向け、「市民のための市役所」

を基本として、事務事業の継続的改善に取り組み、より一層質の高い行政サービスを提
供し、もって、市民に満足していただき、信頼される市役所を目指します。

このため、私たちは、次のように行動します。

１．「一人ひとりが市役所の代表である」という自覚を持って仕事をします。

２．法令を守り、正確で迅速なサービスを提供します。

３．誰に対しても、公平・公正で心のこもったサービスを提供します。

４．コスト意識を持って、効率的なサービスを提供します。

５．市民に納得していただけるよう、コミュニケーションを図り、説明責任を果たします。



3． 中核都市づくりの推進

2． 情報公開の推進
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本市は、市民の知る権利を尊重し、市の保有する情報の一層

の公開を図るために、平成15年に「情報公開条例」を施行し、

市民と情報を共有することにより、市政に対する市民の理解と

信頼を深め、開かれた行政の推進に努めています。

また、市の保有するさまざまな個人情報が適正に取り扱われ

るとともに、個人の権利利益の保護を図るために「個人情報保

護条例」を施行しています。

今後も、市民が必要とする情報がいつでも適切に公開、提供

されるように、また、行政の諸活動を市民に説明する責務が果

たせるように、個人情報の保護に十分配慮しながら、さらに情

報公開制度や会議の公開制度の充実を図り、透明で開かれた行

政運営を推進します。

地方都市を取り巻く社会経済情勢は、少子高齢化、国際化、

高度情報化の進展や高速交通体系の整備に伴う生活圏や経済活

動圏の広域化により急激に変化しています。

こうした中、ますます高度化、多様化する市民ニーズに対し、

地方自治体が将来にわたって市民福祉の維持、向上を図り、地

方分権の時代にふさわしい自主的・自立的な都市として発展す

るためには、これまで以上に行財政基盤の充実や行政の効率化

を図るとともに、広域的視点に立った地域発展をリードする中

核都市を形成することが重要です。

このため、周南地域が活力と魅力にあふれた地域として発展

を続け、都市間競争に打ち勝ち、さらには山口県の発展をもけ

ん引する中核都市を形成するための最も有効な手段として、広

域合併の推進に取り組みます。



4． 新市建設計画の推進
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平成14年に徳山市・新南陽市・熊毛町・鹿野町合併協議会で

策定された新市建設計画は、平成15年度から平成24年度までの

10年間における合併後の新市を建設していくためのマスタープ

ランであり、新市の総合的・一体的な発展と市民福祉の向上を

目指す計画となっています。また、新市建設計画に位置づけら

れた一定のソフト・ハード施策については、合併特例債等の財

政支援措置が講じられることとなる重要な計画です。

このため、本計画の推進にあたっては、新市建設計画との整

合性を図りながら、施策、事業を進めていきます。

また、新市建設計画において、新市の速やかな発展を誘導す

る中核事業として位置づけられている「21のリーディングプロ

ジェクト」については、引き続き事業の推進を図るとともに、

事業展開に向けた取り組みを進めていきます。
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策定体制

まちづくり総合計画審議会（４０人） 

委員： 

【庁　内】 

まちづくり総合計画策定委員会 

（会長）市長　（副会長）助役 

（委員）各部局長 

ワーキンググループ 

（委員）各部局次長 

事務局　企画調整課 

素案の調整 

各所属 

諮問 答申 
議決 

基本構想上程 

意見等 

素案提示 

参加・ 
意見等 

実施・ 
情報の 
共有化 

諮問 

答申 

（計画策定への市民参画） 

市　　議　　会 

まちづくり市民アンケート 

市民提言 

周南市誕生記念 絵画コンクール 

まちづくり懇談会 

市長と語ろうタウンミーティング 

企業、市民団体ヒアリング 

地域審議会（６０人） 

（徳山・新南陽・熊毛・鹿野） 

各地区１５人×４地区 

公共的団体及び事業者の代表、
公募の市民、学識経験者、 
関係行政機関の職員 



○議案上程　平成１６年１２月　３日
○議　　決　平成１６年１２月２２日

周南市まちづくり総合計画策定委員会
【15年度】
第１回：平成１５年　８月１８日
（各課ﾋｱﾘﾝｸﾞ：１０月　２日～　３日）

第２回：平成１６年　２月１６日
（ﾜｰｷﾝｸﾞ第１回：２月２３日）
（ﾜｰｷﾝｸﾞ第２回：３月　５日）
（ﾜｰｷﾝｸﾞ第３回：３月１０日）
（ﾜｰｷﾝｸﾞ第４回：３月１２日）

第３回：平成１６年　３月２２日
【16年度】

（各課ﾋｱﾘﾝｸﾞ：　５月１７日～２５日）
第４回：平成１６年　７月　５日
第５回：平成１６年１０月１９日
第６回：平成１６年１１月１６日

市議会（全員協議会）
【15年度】
第１回：平成１５年　３月２６日

【16年度】
第２回：平成１６年　４月２１日
第３回：平成１６年１０月２９日

周南市地域審議会
【16年度】
[徳山地区] 14/30 25/13 36/10 46/24
[新南陽地区] 14/28 25/12 36/ 9 46/15 56/23
[熊毛地区] 14/26 25/21 36/11 46/28
[鹿野地区] 14/26 25/19 36/23
答　申：平成１６年　７月　１日
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策定経過

１　基本構想の決定

２　審議会等の開催状況
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周南市まちづくり総合計画審議会
【16年度】
第１回：平成１６年　７月２７日
部　会：平成１６年　８月　３日～　９月１０日
第１部会　18/5 28/11 38/19 48/26 59/ 9
第２部会　18/3 28/ 9 38/19 48/31 59/10
第３部会　18/5 28/12 38/24 48/31 59/10

第２回：平成１６年　９月１６日
第３回：平成１６年　９月２８日
答　申：平成１６年１０月１４日

市民提言の募集
【15年度】６月１５日～７月１５日
○広報等を通じて提言を募集。
○提言募集の内容
・周南市の都市像、これからのまちづくりの目標
・今後重点的に取り組む必要があると思われる課題、問題など
○提言数３４３件

周南市誕生記念絵画コンクールの実施
【15年度】夏休み期間中
○作品テーマ：「将来の周南市」、「ぼくの夢」、「わたしの夢」
○応募総数
・小学生の部　２０３作品
・中学生の部　　３７作品

○最優秀賞各１作品、優秀賞各３作品、佳作各５作品を周南市誕生
記念式（平成１５年１０月２２日開催）で表彰。
○本計画の挿絵として使用。

３　その他の取り組み
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まちづくり市民アンケートの実施
【15年度】８月２２日～９月２２日
○設 問 数：２３項目（住みやすさの満足度、今後のまちづくりの

イメージ、重点的に取り組むべき事業・課題など）
○対象人数：１８歳以上の６，５００人（無作為抽出）

（総世帯数６４，００６世帯の約１０％）
○回 収 数：２，６１５通（回収率４０．２％）

まちづくり懇談会の開催
【15年度】１１月１７日～１２月２２日
○実施方法：１８中学校区を単位として、市内７会場に分け、ワー

クショップ形式により実施。
○テ ー マ：「自分たちの住んでいる地域を住みよい地域とするた

めには」
○日程 11/17 熊毛・須々万・中須　 41人

11/18 鹿野・須金・翔北　　　38人
11/21 福川・桜田・和田　　　51人
12/15 周陽・秋月　　　　　　24人
12/16 富田・菊川　　　　　　35人
12/17 太華・鼓南・大津島　　49人
12/22 岐陽・住吉　　　　　　24人

○７会場　計２６２人参加

市長と語ろうタウンミーティングの開催
【15年度】
○日程 1/23 新南陽公民館

2/ 6 熊毛公民館
○２会場　計９０人参加

企業・市民団体ヒアリングの実施
【15年度】１２月１日～２日
○内容：日頃の活動等を通じての課題やまちづくりに対する意見・

要望等について
○対象 [企業：１０社]

[公的産業支援機関：２団体]
[市民活動団体：１４団体]
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審議会委員名簿

１　周南市地域審議会

　  氏　名 
小田　敏雄 
清永　一彦 
橋本　勲美 
大森　クニ子 
廣澤　和己 
山本　裕之 
玉野　知之 
佐伯　英男 
竹内　幸江 
萩原　幸夫 
國澤　治 
有馬　孝志 
逆井　歌代 
佐々木　伸子 
河野　裕美 

　  備　考 
会長 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
副会長 
 

 
1 
2 
3 
4 
5 
6 
7 
8 
9 
10 
11 
12 
13 
14 
15

　　区分 
 
 
 
 
公共的団体 
の代表 

 
 
 
 
公募の市民 
 
 
学識経験者 

　　　　　　団体名等  
徳山自治会連合会 
徳山自治会連合会 
徳山商工会議所 
徳山連合婦人会 
周南市青年団 
徳山子ども会育成連絡協議会 
周南文化協会 
徳山身体障害者団体連合会 
徳山地域活動連絡協議会 
 
 
 
元教育委員 
徳山工業高等専門学校 
共楽保育園 

○徳山地区 

　  氏　名 
志賀　武男 
伊藤　禎亮 
原田　常代 
藤井　道 
林　　保男 
中村　直子 
中山　哲男 
菊地　光雄 
長嶺　平治 
橋本　忠典 
田中　靖士 
角　　成明 
浅海　道子 
赤星　公平 
山本　正之 

　  備　考 
副会長 
 
 
 
 
 
 
会長 
 

 
1 
2 
3 
4 
5 
6 
7 
8 
9 
10 
11 
12 
13 
14 
15

　　区分 
 
 
 
 
公共的団体 
の代表 

 
 
 
 
公募の市民 
 
 
学識経験者 

　　　　　　団体名等  
新南陽自治会連合会 
新南陽環境衛生自治会連合会 
新南陽商工会議所女性会 
新南陽連合婦人会 
新南陽青少年健全育成のまちづくり会議 
福川南幼稚園育友会 
周南市民生委員児童委員協議会 
周南市社会福祉協議会 
周南地区労働者福祉協議会 
 
 
 
平成13・14年度ＣＡＡ委員 
平成13・14年度ＣＡＡ委員 
元市職員 

○新南陽地区 
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　  氏　名 
田 　義雄 
西田　加代子 
竹村　正美 
山下　和恵 
柳武　良江 
中川　研一 
河口　俊彦 
塩見　修二 
角田　美彌子 
毛　裕之 

増原　靖子 
河内　齊 
大山　超 
本　豊 

村川　哲夫 

　  備　考 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
副会長 
会長 

 
1 
2 
3 
4 
5 
6 
7 
8 
9 
10 
11 
12 
13 
14 
15

　　区分 
 
 
 
 
公共的団体 
の代表 

 
 
 
 
公募の市民 
 
 
学識経験者 

　　　　　　団体名等  
熊毛町商工会 
熊毛母親クラブ連絡協議会 
熊毛子ども会育成連絡協議会 
熊毛地区小中学校PTA連合会 
熊毛地区民生委員児童委員協議会 
周南文化協会 
熊毛地区体育協会 
周南市社会福祉協議会 
熊毛人権教育推進委員会 
 
 
 
旧熊毛町都市計画審議会 
旧熊毛町総合開発審議会 
旧熊毛町生涯学習のまちづくり推進協議会 

○熊毛地区 

　  氏　名 
原　　勝己 
服藤　章司 
洞 　伸治 
福田　孝志 
藤井　幸江 
藤本　絹枝 
金子　静雄 
植田　忍 
大中　由美子 
澤野　月香 
有國　美恵子 
坂本　良夫 
中村　恒愛 
兼石　慧子 
岸田　安義 

　  備　考 
会長 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
副会長 
 

 
1 
2 
3 
4 
5 
6 
7 
8 
9 
10 
11 
12 
13 
14 
15

　　区分 
 
 
 
 
公共的団体 
の代表 

 
 
 
 
公募の市民 
 
 
学識経験者 

　　　　　　団体名等  
鹿野自治会連合会 
鹿野ふるさとづくり推進協議会 
鹿野町商工会 
鹿野青少年健全育成会議 
鹿野子ども会育成連絡協議会 
鹿野地区民生委員児童委員協議会 
周南市社会福祉協議会 
鹿野町生活改善実行グループ連絡協議会 
女性団体連絡協議会 
 
 
 
人権擁護委員 
元鹿野町女性問題審議会 
かの高原開発株式会社 

○鹿野地区 

※平成１６年４月現在 
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２　周南市まちづくり総合計画審議会

　  氏　名 
谷野　正昭 
田村　美由紀 
磯崎　一喜 
内山　洋子 
橋本　紫 
宮本　治郎 
小林　三津子 
船 　美智子 
金子　玲子 
山本　享明 
石松　重孝 
藤井　寿子 
藤本　敏路 
和田　和年 
林　　禮子 
安永　芳江 
藤井　里美 
大賀　秀樹 
真島　加洋子 
歳光　時正 
梅田　孝文 
福田　隆文 
松原　香織 
瀬来　英人 
山上　雅弘 
杉　憲 

毒島　大介 
戸倉　多香子 
片川　久美子 
吉岡　治 
渡辺　明彦 
田中　義啓 
小松　昭人 
三浦　博 
金本　暢子 
天野　徹 
中谷　孝久 
稲葉　和也 
山本　充二 
武内　謙治 

　  備　考 
第１部会 
　〃 
　〃 
　〃 
　〃 
　〃 
　〃 
　〃 
第２部会 
　〃 
　〃 
　〃 
　〃 
副会長、第２部会 
第２部会 
　〃 
　〃 
第３部会 
　〃 
　〃 
　〃 
　〃 
　〃 
　〃 
　〃 
　〃 
第１部会 
　〃 
　〃 
第２部会 
　〃 
第３部会 
　〃 
　〃 
　〃 
会長、第１部会長 
第２部会長 
第３部会長 
第１部会 
第２部会 

 
1 
2 
3 
4 
5 
6 
7 
8 
9 
10 
11 
12 
13 
14 
15 
16 
17 
18 
19 
20 
21 
22 
23 
24 
25 
26 
27 
28 
29 
30 
31 
32 
33 
34 
35 
36 
37 
38 
39 
40

　　区分 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
公共的団体 
の代表 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
事業者の代表 

 
 
 
 
公募の市民 
 
 
 
 
 
学識経験者 
 

関係行政機関 

　　　　　　団体名等  
周南市子ども会育成連絡協議会 
周南市小学校ＰＴＡ連合会 
周南市中学校ＰＴＡ連合会 
周南市社会教育委員 
周南市青年団 
�周南青年会議所 
桜木地域通貨研究会 
やまぐち県民活動支援センター 
周南市ごみ対策推進審議会 
周南市社会福祉協議会 
周南市民生委員児童委員協議会 
周南市社会福祉協議会福祉員 
徳山地区コミュニティ推進協議会 
新南陽自治会連合会 
熊毛ふるさとづくり推進協議会 
鹿野ふるさとづくり推進協議会 
周南市食生活改善推進協議会 
徳山商工会議所 
徳山大学（学生） 
周南農業協同組合 
周南森林組合 
櫛ヶ浜漁業協同組合 
NPO法人 やまぐちのＳＯＨＯを応援する会 
周南市観光協会 
�トクヤマ 
南陽プロパン� 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
徳山工業高等専門学校 
徳山大学 
徳山大学 
山口県周南県民局 
山口県周南土木建築事務所 

※任期：平成１６年７月２７日～平成１６年１０月１４日 
※ 部会については、基本構想第３章に掲げるまちづくりの５つの目標のうち、第１部会では目標１及び目標５、第２部
会では目標２及び目標３、第３部会では目標４に関する内容について担当した。 
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参 考 資 料

参
考
資
料

諮問書・答申書

１　周南市地域審議会

周 企 第 ４ １ 号 ４

平成１６年４月２８日

鹿野地区地域審議会

会長　原　　勝己　様

周南市長　河　村　和　登　　　

周南市まちづくり総合計画基本構想案について（諮問）

徳山市、新南陽市、熊毛町郡熊毛町及び都濃郡鹿野町の配置分合に

伴う地域審議会の設置に関する協議書第３条第１項第３号の規定によ

り、周南市まちづくり総合計画基本構想案について、貴審議会の意見

を求めます。

周 企 第 ４ １ 号

平成１６年４月３０日

徳山地区地域審議会

会長　小田　敏雄　様

周 企 第 ４ １ 号 ２

平成１６年４月２８日

新南陽地区地域審議会

会長　菊池　光雄　様

※答申書については、周南市ホームページに掲載しています。
http://www.city.shunan.yamaguchi.jp/hp/kikaku/

周 企 第 ４ １ 号 ３

平成１６年４月２６日

熊毛地区地域審議会

会長　 本　豊　様
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２　周南市まちづくり総合計画審議会

平成１６年１０月１４日

周南市長　河村　和登　様

周南市まちづくり総合計画審議会

会長 天　野　　徹

周南市まちづくり総合計画案について（答申）

平成１６年７月２７日付けで諮問のありました標記の件に関し、別

添のとおり、とりまとめましたので、報告します。

また、今後のまちづくりに係る市政運営に当たって、以下の２点に

留意されますよう要望します。

１．今後策定される「実施計画」については、数値目標を含む具体

的なものとし、計画年度に入る前に、開示されるべきこと

２．行政評価については、「後期基本計画」 の検討を開始する前に実

施できるよう、評価指標を含め、その具体的な実施方法について、

早急に定めるべきこと

なお、「ひと・輝きプロジェクト」については、その趣旨について広

く市民の理解を得るとともに、真の「協働」を実現するため、施策の

案を公募することを提案します。

周 企 第 ４ ６ ２ 号

平成１６年７月２７日

周南市まちづくり総合計画審議会長　様

周南市長　河　村　和　登　　　

周南市まちづくり総合計画案について（諮問）

周南市まちづくり総合計画案について、周南市執行機関の附属機関

の設置に関する条例（平成１５年周南市条例第２４７号）第１条別表

の規定により、貴審議会の意見を求めます。
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